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○ 大学の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

（１）現 況 

 

① 大 学 名： 国立大学法人 長崎大学 

 

② 所 在 地： 本部・文教キャンパス 長崎県長崎市 

         坂本キャンパス    長崎県長崎市 

         片淵キャンパス    長崎県長崎市 

 

③ 役員の状況： 学長  齋藤  寛 

（平成１６年４月１日～平成１８年１０月１０日） 

理事数 ６名（うち非常勤１名） 

監事数 ２名（うち非常勤１名） 

 

④ 学部等の構成： 

（学部） 教育学部，経済学部，医学部，歯学部，薬学部，工学部， 

環境科学部，水産学部 

（研究科）教育学研究科，経済学研究科，生産科学研究科，医歯薬学総合研究科 

（附置研究所） 熱帯医学研究所※ 

     ※は，全国共同の機能を有する附置研究所を示す。 

 

⑤ 学生数及び教職員数： 

学生数  ９,２１１名（２５９名） 

（学 部 ７,７８０名（１４０名），大学院 １,４３１名（１１９名））

   教職員数 ２,１２４名 

（教 員 ９８７名，職 員 １,１３７名） 

 

（２）大学の基本的な目標等 

 

長崎大学はこれまで，「長崎に根付く伝統的文化を継承しつつ，豊かな心を育み，地球の

平和を支える科学を創造することによって，社会の調和的発展に貢献する」との理念に基づ

き高度の教育・研究活動を展開してきた。新世紀初頭の国立大学法人への移行を契機に，更

なる教育・研究の高度化と個性化を図り，アジアを含む地域社会とともに歩みつつ，世界に

とって不可欠な「知の情報発信拠点」であり続けることを宣言する。 

 

 この理念の達成に向けた基本目標として，以下の５項目の最重点事項を掲げる。 

 

① 長崎大学は教育，研究の両面で世界のトップレベルを目指して，戦略的な教育研究

企画を推進し，教育・研究の更なる高度化，個性化を図る。 

 

②「学生顧客主義」の標語の下，教養教育，学部専門教育，大学院教育の充実を図って

最高水準の教育を提供するとともに，入学者選抜，課外活動，就職などを含む学生生

活の全般にわたって支援体制を一段と強化する。 

 

③ 大学で創造する知的財産の適正な管理を行い，知的財産と人的・物的資源を活用し

た地域連携，産学官連携，国際的連携を通して教育・研究成果の社会への還元を推進

する。 

 

④ 不断に外部評価も含めた点検・評価を行い，それを教育・研究の改善実施に直結で

きる体制を整備し，かつ，その情報公開に努める。 

 

⑤ 教育研究組織，事務組織の見直しや情報の一元的な管理体制を構築することにより

業務の高度化，効率化を図る。また，柔軟な管理運営，人事，財務システムを導入し

て大学法人の経営基盤を確立する。 

 

 

 

（３）大学の機構図 

 

    ２頁：平成１８年３月３１日現在 

    ３頁：平成１７年３月３１日現在 
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                                                                            U（平成１８年３月３１日現在） 
 監事（２）                                     監査室 

                                           事務局                       総務部            総務課 
                                                                                   企画課 
                                                                                   人事課 
                                                                                   学術国際課 
 学長選考会議                                                             財務部            財務課 
                                                                                   出納課 
                                                                                   調達課 
                                                                    学生支援部                学務課 
                                                                                   学生支援課 
                                                                                   入試課 
 学  長                                                                              留学生課 
                                                                    施設部            施設企画課 
                                                                                   施設整備課 
         計画・評価本部（平成１７年４月１日設置）                                                      環境整備課 
             計画・評価室（平成１７年４月１日設置）                                     図書館部           情報管理課 
                                                                                   情報サービス課 
         国際連携研究戦略本部（平成１７年４月１日設置） 
                                            教育学部    教育学研究科            事務部 
                                                    附属教育実践総合センター 
                  知的財産本部                                     附属小学校 
                                                    附属中学校 
                                                           附属養護学校 
                                                    附属幼稚園 
 役員会                                        経済学部    経済学研究科           事務部 
 理事（６）                                      医学部     医学研究科（平成１４年度から募集停止） 
                                                    医学部・歯学部附属病院     事務部             経営企画課 
                                            歯学部     歯学研究科（平成１４年度から募集停止）              総務課 
       経営協議会                                薬学部     薬学研究科（平成１４年度から募集停止）              経理・整備課 
                                            工学部                      事務部             医事課 
       教育研究評議会                                                                     患者サービス室 
 
                                           環境科学部   環境科学研究科（平成１６年度から募集停止）    事務部 
                                           水産学部                             事務部 
                                                     附属練習船鶴洋丸 
                                                    附属練習船長崎丸 
                                           生産科学研究科 
                                            医歯薬学総合研究科                事務部            総務課 
                                                        附属原爆後障害医療研究施設              学術協力課 
                                                        附属薬用植物園                    歯学系事務室 
                                           熱帯医学研究所                  事務部            薬学系事務室 
                                                        附属熱帯性病原体感染動物実験施設 
                                                        附属熱帯感染症研究センター 
                                           附属図書館    医学分館 
                                                    経済学部分館 

                                           保健管理センター 

                                           先導生命科学研究支援センター 

                                           情報メディア基盤センター 
                                           共同研究交流センター 

                                           生涯学習教育研究センター 

                                           留学生センター 

                                           大学教育機能開発センター 

                                           アドミッションセンター 

                                           環東シナ海海洋環境資源研究センター（平成１７年４月１日設置） 

                                           心の教育総合支援センター（平成１７年度から平成１９年度までの時限設置） 
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                                                                            （平成１７年３月３１日現在） 
 監事（２）                                     監査室 

                                           事務局                      総務部            総務課 
                                                                                   企画課 
                                                                                   人事課 
                                                                                   学術国際課 
 学長選考会議                                                             財務部            財務課 
                                                                                   出納課 
                                                                                   調達課 
                                                                    学生支援部                学務課 
                                                                                   学生支援課 
                                                                                   入試課 
 学  長                                                                              留学生課 
                                                                    施設部            施設企画課 
                                                                                   施設整備課 
                                                                                   環境整備課 
                                                                    図書館部           情報管理課 
                                                                                   情報サービス課 
         知的財産本部                            教育学部    教育学研究科           事務部 
                                                    附属教育実践総合センター 
                                                             附属小学校 
                                                    附属中学校 
                                                           附属養護学校 
                                                    附属幼稚園 
 役員会                                       経済学部    経済学研究科           事務部 
 理事（６）                                     医学部     医学研究科（平成１４年度から募集停止） 
                                                    医学部・歯学部附属病院     事務部            経営企画課 
                                           歯学部     歯学研究科（平成１４年度から募集停止）             総務課 
       経営協議会                               薬学部     薬学研究科（平成１４年度から募集停止）             医事課 
                                           工学部                      事務部            患者サービス課 
       教育研究評議会 
                                           環境科学部   環境科学研究科（平成１６年度から募集停止）    事務部 
                                           水産学部                             事務部 
                                                     附属練習船鶴洋丸 
                                                    附属練習船長崎丸 
                                                    附属海洋資源教育研究センター 
                                           生産科学研究科 
                                            医歯薬学総合研究科                事務部            総務課 
                                                        附属原爆後障害医療研究施設              学術協力課 
                                                        附属薬用植物園                    薬学系事務室 
                                           熱帯医学研究所                  事務部                   
                                                        附属熱帯性病原体感染動物実験施設 
                                                        附属熱帯感染症研究センター 
                                           附属図書館    医学分館 
                                                    経済学部分館 

                                           保健管理センター 

                                           先導生命科学研究支援センター 

                                           情報メディア基盤センター（平成１６年１２月総合情報処理センター改組） 
                                           共同研究交流センター（平成１６年１２月地域共同研究センター，機器分析センター及び 
                                                      環境保全センター統合） 

                                           生涯学習教育研究センター                            

                                           留学生センター 

                                           大学教育機能開発センター        

                                           アドミッションセンター 
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全 体 的 な 状 況 

 

 
法人化初年度に表明した「柔軟な管理運営と人事制度，業務の高度化・効率化，財務シ
ステムの導入，教育研究組織や事務組織の見直しは，目標としている世界トップレベルの
教育，研究の実現や学生への支援，社会への貢献を実現するための基盤であり，学長のリ
ーダーシップの下での大学法人の健全かつ適切な大学運営を保証するもの」との基本認識
に基づき中期計画を推進した。平成１７年度は本学の運営基盤をさらに確実なものとする
ため，国立大学法人評価委員会からの評価結果を踏まえた自己点検・評価を行い，業務運
営面での学長室の設置，評価基礎データベースの稼動，環境配慮方針の策定，財政基盤改
善面での原則課税の採用，複数年契約の導入による経費削減に取り組むとともに，受託研
究や共同研究による外部資金の増収などに努めた。以下に要点を記す。 
 
観点１：学長のリーダーシップは機能を発揮したか。 
U（１）競争的資金の獲得U：競争的外部資金の応募に際し，学長，理事及び副学長が応募書
類審査，学内ヒアリング，申請書作成・改善に向けて積極的に支援した。その結果，「魅
力ある大学院教育」イニシアティブでは，大学院生産科学研究科及び環東シナ海海洋環
境資源研究センターとの共同体制のもとで，中国，韓国の大学・研究機関と協力し，本
学の地理的特徴を生かした先進的教育プログラム【海洋環境・資源の回復に寄与する研
究者養成（環東シナ海実践教育による学際性・国際性の育成）】と，大学院医歯薬学総
合研究科新興感染症病態制御学系専攻の感染症に関する研究者と専門医師を育成する
ための独創的教育プログラム【国際的感染症研究者・専門医養成プログラム】が採択さ
れた。これらの成果は本学が学部教育のみならず，大学院教育においても特色ある優れ
た分野を有しているとの第三者評価であるといえる。 

U（２）戦略的資金配分：U運営費交付金削減の中で前年度比 140,000 千円増の学長裁量経費
を確保し，次世代の特色となりうる萌芽的研究申請に対して経費面での支援を継続し
た。また，平成１７年度からは新任教員全員に対して教育研究推進支援経費（総額 11,800
千円）を新設した。 
  学生顧客主義に基づく学生支援を行うため学生学習環境の重点整備を実施した
（54,000 千円）。 
（３）柔軟かつ戦略的な組織と人事：高度で個性的な教育研究を発展させるために，弾力
的かつ柔軟な人材の配置と資源の重点配分を推進するとの基本方針に基づいて，大学教
育機能開発センターをはじめとする学内共同教育研究施設に教員を配置するとともに，
大学改革推進事業にあたる医学部・歯学部附属病院に有期雇用の教員を配置した。 
世界の研究教育機関と競合あるいは連携して世界のトップレベルの研究教育活動を
展開するために，当該分野の研究動向や当該研究を巡る社会情勢などの調査結果も踏ま
えた効果的な国際戦略マネジメントに特化した「国際連携研究戦略本部」を創設した。
この部署に新たに制定された有期雇用職員就業規則により外部資金を活用して教授８
名，助教授２名，講師４名，助手１１名，事務職員７名,技術職員１名，合計３３名を
採用し，組織の中核に据えた。この戦略本部は平成１７年度文科省「大学国際戦略本部
強化事業（２０校）」に採択された。 
 

観点２：学長のリーダーシップを保証する組織体制の見直しを継続したか。 
（１）リーダーシップ支援組織体制：学長のリーダーシップの下で全学的経営戦略を機動
的・効率的に企画・立案するため，平成１７年度までの「運営会議」を見直し， 平成
１８年度から「戦略企画会議」の設置を決定した。 
  学長を本部長とする「計画・評価本部」で平成１６年度の自己点検・評価及び国立大
学法人評価委員会の評価を踏まえて平成１８年度の計画立案を行った。これによって大
学運営における，計画の策定→業務の実施→業務結果の評価→外部評価や自己点検・評
価に基づく改善策の策定，の流れを確立し得た。 

 従来の理事，副学長に加え，学長補佐を配置し，それぞれの任務を明確にして学長補
佐体制の強化を平成１８年度から行うこととした。 
１）理事は学長との連携の下，分担した業務遂行に責任を持つ。 
２）副学長は評価を企画担当理事の下，また，教務，入試，学生支援を教育・情報担当
理事の下で責任を持って担当する。 

３）学長補佐は学長の下，企画担当理事と協同して大学運営に重要な事項について臨機
に対応する。 
平成１８年度にこの体制下で「助教導入に関連した新教員制度」と「教員の人事評価
とインセンティブの在り方」に関して，教育研究評議会メンバーも構成員とするワーキ
ンググループ設置を目指し，次年度の活動に向けての資料収集を開始した。 
（２）説明責任とコンセンサス確立体制：各部局の運営方針等を部局長から直接ヒアリン
グする制度を導入し，その結果を平成１９年度概算要求へ反映させるとともに，全学的
見地からの部局運営に共通理解を深めた。各部局で生じる懸案事項に大学として適切に
対応するために「役員懇談会」に部局長の出席を要請し臨機に懇談を行った。 
（３）危機管理への対応策：発生する様々な危機に適切かつ迅速に対応するため危機対
応マニュアルを作成した。危機レベルに応じて部局長等の直接対応及び学長・理事対応
に分けた。かつ，すべての情報を危機管理担当理事の下に集約する制度を構築したこと
によって役員間の情報共有が促進され，学生や教職員の不祥事に対しても迅速かつ適正
な対応を行うことができた。 

（４）自己点検・評価体制の整備：認証評価や国立大学法人評価では根拠資料の整備が求
められていることから平成１６年度には各種資料を収集・保存するデータベース構築を
企画した。さらに，平成１７年度では，計画・評価本部支援のために計画・評価本部副
本部長を室長とし，評価業務やデータベースシステム構築に見識のある教員と事務職員
を構成員とする計画・評価室を設置し，年度計画の立案・策定や年度業務実績の評価作
業を積極的に支援した。また，平成１８年度からのデータベース本格稼働に向けての学
内説明会を開催した。 
 
観点３：経営財務内容の改善が図られているか。 
（１）外部資金の増加：外部資金獲得へ向けた学内外での情報収集活動を強化した結果，
平成１７年度の受託研究，共同研究と奨学寄附金の総額は 2,242,827 千円となり，前年
度比５８％の増収が図られた。 

（２）経費の抑制：学内共同教育研究施設の利用促進のために外部資金による経費負担が
行えるよう内部売上制度の導入を図った。また，効果的経費運用を図るため，１) 消費
税の申告納付に原則課税（個別対応）方式を採用し，他の方式に比べ，23,565 千円の経
費削減，２) 一般競争入札への移行等による削減（複写機の賃貸借・保守契約等７件
73,479 千円の削減），３) 複数年契約の導入による事務量の縮減，４) 事務用消耗品の
見直し（パイプファイルを紙ファイルに変更，リサイクルトナーカートリッジ使用等に
より前年度に比し 1,400 千円削減）を行った。 
（３）附属病院収支の改善：「附属病院の経営改善に関する行動計画（平成１６～１８年
度）」に基づき病院全体として診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）適用下での最適診療な
どの積極的な取組みの結果，当初の収入予算額より 925,000 千円の増収があった。 
（４）特許料収入の増加：学内構成員に知的財産の活用の一環として特許申請とその活用
を促した結果，特許料収入が 6,470 千円となり，昨年度比 500％増となった。 

 
観点４：社会へ開かれた大学，社会貢献の拡充に向けた十分な取り組みがなされている
か。 
（１）国内外への広報活動：平成１７年度には広報誌「ＣＨＯＨＯ」を年４回発行し，一
般市民や高校生等にも積極的に学内の活動を紹介した。英語版，中国語版及び韓国語版
の大学公式ホームページへのアクセス件数はそれぞれ，26,572 件，6,032 件，4,940 件 
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に達した。大学紹介ＤＶＤ（日本語版，英語版，中国語版，韓国語版）を作成し，メデ
ィア媒体を利用した大学情報を国内外に発信した。 
（２）ＩＴ活用による情報発信：平成１７年度は「幕末・明治期日本古写真メタデータ・
データベース」の構築を完了するとともに，古写真に関するメタデータを日本語版，英
語版ともに追録した。ユーザーインターフェイスを改良するとともに，メタデータを国
際標準化することで国内外の学術情報検索サイトに向けた古写真情報の発信が可能と
なった。また，「グラバー図譜」のデータベースを更新し，メタデータも国際標準化し
た。さらに「武藤文庫」，「近代医学史料」等の電子化コレクションを加え，「長崎学
デジタルアーカイブス」としてインターネット上での公開を進めた（アクセス件数：平
成１７年度193,354件，平成１０年の古写真データベース公開以来，総計860,334件）。 
（３）シンポジウム等による社会への発信：ジュネ－ブＷＨＯ本部において国際合同セ
ミナー「放射線による晩発影響 原爆被爆から六十年間に得られた知見」をＷＨＯと長
崎大学で共催し，本学の原爆被爆影響研究の成果を世界に発信した。また国際連携研究
戦略本部は，約３００名の市民・学生の参加をえて「大学の国際化に関するシンポジウ
ム」を開催し，文部科学省等の国際関連責任者の講演や国連機関，ＮＧＯ代表者を交え
てのパネルディスカッションを通して本学の国際化戦略を社会に発信した。環東シナ海
海洋環境資源研究センターでは「環境と資源の保全に向けて－生物多様性の宝庫・ガラ
パゴスを例として」と題した市民向け講演会を開催し，地域社会に報道されるなど市民
からの高い関心が寄せられ，海洋環境保全の重要性を地域に向けて発信した。 
（４）地域社会に向けた適切な情報発信：学内外での教育研究上の顕著な成果や研究費
不正使用・セクシャルハラスメントなどの不祥事については学長，理事を中心にして適
宜記者会見等を行い，内容の詳細を適切に地域社会に公開することに努めた。 
（５）名誉校友の顕彰：国内外で顕著な功績を挙げた本学卒業生等に「名誉校友」の称号
を授与し，顕彰する制度を定め，第１号を授与した。 
 
観点５：教育研究の質の向上が図られたか。 
（１）短期留学プログラムと交換留学生プログラム：留学生を対象にした新しい教育プ
ログラムによって外国人留学生数は平成１７年度に３３０名を超えた。本プログラムに
は留学生センター短期留学プログラム（２０名），医歯薬学総合研究科外国人特別コー
ス（３名），留学生センター交換留学生プログラム（１０名）があり，前２者は英語に
よる教育が行われ，留学生センターに短期留学プログラム専任教員を配置して国際化を
更に推進した。 
（２）日本人学生の海外留学機会の提供：外国の学術交流協定大学が提供するプログラ
ム等を活用して本学学生の海外への短期派遣を実現するとともに，環境整備や海外受講
科目の単位認定などの支援を中心に取組んだ結果，平成１８年度に北京教育学院におけ
る夏季短期語学研修への参加学生（２０名）を募集することとした。 
（３）教育研究組織の見直し：大学院医歯薬学総合研究科に全ての講義を英語で行い熱帯
医学の専門医を養成する極めて特色のある熱帯医学専攻修士課程（１年コース）と全国
初となる修士（理学療法学，作業療法学）の称号を与える保健医療専門職の養成を目的
とした保健学専攻修士課程の平成１８年度設置を決定した。 
（４）学生参加型の学生支援：学生の声を反映した重点支援項目を設定し順次実施した。
学生委員会で実態調査を行い，老朽化が進行している総合体育館やサークルセンター等
で緊急度の高い施設から整備した。さらに「学長と学生の懇談会」を開催し，学生の声
を反映したよりきめ細かな支援方策を各部局へ依頼した。就職支援でも，学生の自主企
画による就職活動支援プログラム「都市部における教員の需要と求める教師像」や「長
崎発キャリアデザインセミナー，やるバイ！就活宣言！！2005」などを学長裁量経費か
ら支援した。その結果，大学全体としての就職率が上昇した。とりわけ女子学生では全 

国平均（９５.３％）を上回る９６.２％の就職率となった（「資料編」Ｐ１３２参照）。
また，学生生活上の悩みや不安等を抱える学生や新入生に対する支援システムとして，
新入生に上級学生がアドバイスする「ピア・サポート」を全学的に導入し，学生２０名
のピア・サポーターの参加を得て学生間のネットワーク作りの支援を行った。 
 
観点６：特色ある国際的取り組み： 
（１）熱帯病・新興感染症海外研究拠点の設置：国際連携研究の実質的遂行には本学教職
員が長期間常駐し海外現地の研究者と共同研究が行える海外研究拠点が不可欠である。
熱帯病・感染症領域においては熱帯医学研究所の研究実績にもとづき平成１７年度文部
科学省の支援でベトナムとケニアに海外研究拠点を設置し，１０名以上の本学職員が常
駐し活動を開始した。これらは日本の感染症研究による国際貢献のシンボルとなってい
る。 
（２）国際ヒバクシャ医療協力：本学附属病院「国際ヒバクシャ医療センタ－」で，在外
ヒバクシャ支援事業の一環として，被爆者の健診及び健康相談を行い（６５９名：韓国），
１６名の在外被爆者の入院治療を実施した。さらに，被ばく医療関連研修のため，「原
爆後障害医療研究施設」とともに，韓国，カザフスタン，イラク等海外から医療関係者
の研修生２２名を受入れたほか，緊急被ばく医療に関する長崎フォ－ラムを開催するな
ど国際的なヒバクシャ医療に貢献した。 
（３）特色ある海洋研究の国際的展開：従前の海洋研究の実績に基づき「日中韓連携の東
シナ海海洋環境資源保全研究」への新展開を学内重点研究として取り上げ，推進母体と
して環東シナ海海洋環境資源研究センターを設立するとともに，中韓拠点大学との交流
協定締結推進など拠点形成に向けて戦略的組織的支援を強化した。その一環として本研
究センターと水産学部が韓国海洋科学院とシンポジウム「東アジア地域における干潟開
発の現状と将来展望」を共催し，地域社会に報道されるなど市民からの高い関心が寄せ
られた。さらに，韓国の客員研究員２名を受け入れるなど，環東シナ海の海洋環境の保
全に向けた国際共同研究を開始した。 
 
今後の課題と総括 
 本学における最大の問題点は講義棟・研究実験施設・学生及び教職員福利厚生施設等の
極端なまでの老朽化である。本学の築３０年以上の建造物は全体の約３５％で，これは全
国平均値に等しい。しかし，第１次国立大学等施設緊急整備５か年計画期間中に改修が終
了したのは約１９％に過ぎず，全国平均５４％の三分の一に過ぎない。この現状を自ら改
善すべく，学長裁量経費等を活用して平成１６～１７年度に学生課外活動施設及び学生用
トイレ改修に 127,000 千円を投入した。しかし，学生及び教職員からの劣悪なキャンパス
環境に対する不満は非常に強く，次年度以降の重要課題である。さらに運営費交付金や附
属病院運営費交付金の削減に人件費削減もあいまって業務運営改善の取り組みにも大幅
な見直しが必要となった。 
その一方で，学長を本部長とする計画・評価本部を中核として，計画策定→業務実施→
業務結果評価→点検・評価に基づく改善策策定の流れを構築するとともに，学長のリーダ
ーシップによるワンストップ機能を備えた国際連携研究戦略本部の設置などの業務改善
成果や医療人ＧＰや２件の大学院ＧＰの採択など，社会貢献と教育研究面における本学の
歴史と地域特性を活かした特色ある取り組みが内外で大きく評価された。これは学長をは
じめとする執行部への大学構成員の信頼を抜きにしてはなし得ない。 
以上を総合的に判断すると平成１７年度の成果としては十分に合格点をつけることが
できよう。平成１８年度以降はさらなる学内教職員の意識変革と財政状況の実態に即した
組織・財政改革を実施することにより，業務改善を一段と進めて中期目標実現を図る。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の成果に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○大学の理念を教育面から実現するための目標 

・大学院教育を重点的に充実し，本学における教育の高度化を実現する。そのことにより世界に貢献する「知」を創生しうる研究者を育成する。 

・同時に全学教育（教養教育），学部専門教育の充実を図り，３者のバランスのとれた教育体制を確立・維持する。即ち，全学教育，学部専門教育においても最高水準の教育を

学生に提供しうる体制を構築する。 

・すべての教育課程を通して社会に学ぶ実践教育を重視し，課題探求解決能力を有する職業人養成のシステムを確立する。 

・本学の歴史，地域特異性，理念に基づく特色ある教育科目を創り出す。 

・４年ないし６年の一貫した大学教育を提供するため，全学教育，学部専門教育及び大学院教育のそれぞれの教育目標を明確にする。 

 ①学士課程における目標 

全学教育においては，幅広い視野と豊かな教養に裏打ちされた人間性を身に付け，問題意識を持って，総合的見地から問題の探求と解決に取り組む力を培うとともに，専

門教育の前段としての基礎的素養を涵養する。 

学部専門教育においては，専門基礎教育の強化に努め，専門領域における見識を備え，専門的見地から問題の探求と解決に力を発揮し，未知の領域においても応用力をも

って創造的活動に従事し，地域や国際社会に貢献できる人材を養成するとともに大学院での学術研究にも対応できる課題探求解決能力の涵養を目指す。 

 ②大学院課程における目標 

現代の複雑化した国内的・国際的問題や地域の諸課題に積極的に取り組み，それらを解決しうる実践的能力及び政策立案能力を備えた高度専門職業人並びに論理的に研究

し解決しうる創造的能力を備えた研究者を養成する。とりわけ博士課程においては，世界的に評価の高い研究者の養成を目指す。 

・卒業後の進路等を指標とする達成指標等を設けるとともに，それらを含む教育の成果・効果等を検証し，その結果を教育課程に反映する等して大学教育の充実に資する。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○教養教育の成果に関する具体的目標 ○教養教育の成果に関する具体的目標を達

成するための措置 

○教養教育の成果に関する具体的目標を達成するための措置  

【1】文化・社会・人間・自然に関する人類

の知的遺産を多角的に理解することによ

り，基礎的かつ広範な教養を養う。 

【1,2,3-1】新学習指導要領に対応した全学

教育カリキュラムを作成し，これに沿っ

たシラバスを整備する。 

・新学習指導要領に対応するために，全学教育の情報処理科目に「コン

ヒﾟュータ入門」を追加することを決定し，シラバスを整備した。 

 

【2】自己表現能力の涵養を重視し，自主的

な学習・研究態度を身につけさせる。 

【3】特定のテーマについて多面的な見方を

学習することにより，ものごとを論理的

かつ総合的に見る目を養う。 

【1,2,3-2】教育改善を目指したシンポジウ

ムの開催と，学生の知的活動への動機付

けを目的とした特色科目（教員と学生の

合議による学生企画科目等）開設の検討

を引き続き行う。 

・第３回長崎大学大学教育機能開発センターシンポジウムを開催し，他

大学の取組状況の報告及び意見交換を行った。 

・全学教育検討ワーキンググループによる教員と学生との懇談会におい

て，学生企画科目について検討した。 

・長崎大学の特色科目として，「全学乗船実習」の開講を決定した。 

 

【4】平和学，長崎学に関するカリキュラム

を更に充実させる。 

【4】平和学，長崎学に関するカリキュラム

の充実を検討する。 

・長崎の地域・文化の活性化を目指した「現代『出島』創出プロジェク

ト」を組織し，学生・留学生および市民参加型の日蘭の交流に関する

科目の開講を検討した。 

・教養特別講義科目開発型ＦＤにおいて，「平和学」に関するカリキュラ

ムの充実について検討した。  

 

【5】生涯にわたり健康な生活を送ることが

できるように，健康に関する科学的な基

礎知識を学習し，食や生活環境，身体運

動，心身の休養などの生活習慣を常によ 

【5-1】健康・スポーツ科学科目に関しては，

現状のカリキュラムを継続しながら内容

の充実を図る。 

・スポーツ演習に関しては現状のカリキュラムを継続し，ライフスタイ

ルの改善の実践をめざして食生活の講義担当教員の打ち合わせを行い

講義内容を改善した。 

 

項 目 別 の 状 況 
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りよく改善し，実践していく能力を身に

つけさせる。 

【5-2】授業と連携して，食事指導及び禁煙

指導等を実施する。 

・全学教育の健康科学科目で食事の振り返り調査を行うとともに，保健

管理センター及び新入生オリエンテーションにおいて食事指導及び禁

煙指導を行った。 

 

【6】外国人留学生が大学で学習・研究する

に必要な日本語能力を養い，併せて日本

社会に関する基礎的知識を修得させる。 

【6】留学生のための日本語教育カリキュラ

ム及びスタッフを充実させる。 

・プレースメントテストの結果をもとに日本語能力別のクラス編成を行

うとともに，日本語演習科目に大学院生を雇用し，スタッフの充実を

図った。 

 

【7】情報処理資源・ネットワーク環境を活

用して，主体的に情報を収集，分析，判

断，創作及び発信できるように，情報機

器や情報通信ネットワークの機能に関わ

る情報リテラシー，情報モラル等を修得

させる。 

【7-1】情報処理科目，外国語科目，健康・

スポーツ科学科目，共通基礎科目（教養

セミナー）においてｅラーニングの試用

を引き続き推進するとともに，教材開

発・教材選定等を行う。 

・情報処理科目，外国語科目，教養セミナーにおいてｅラーニングを利

用した。 

・中国語学習のためのｅラーニング教材（中国事情）を開発した。 

・英語教育用ｅラーニング教材を導入した。 

 

 【7-2】情報倫理教育のために導入した教材

を活用して情報処理科目で情報倫理教育

を更に推進する。 

・情報倫理教育に関するｅラーニングコンテンツを購入し，情報処理科

目等において情報倫理を含めた授業を実施した。 

 

【8】国際化が進む世界で，異文化を理解し

つつ世界の人々と的確に意思の疎通を図

るため，英語能力のみならず，複数の外

国語を修得し，外国語能力の向上を目指

す。 

【8-1】外国語各種検定試験による単位認定

制度を導入する。 

・外国語検定試験による単位認定制度を導入し，平成１７年度には７人

の学生に対して延べ２２科目の単位を認定した。 

（ＴＯＥＩＣ２名１２科目・実用英語技能検定１名２科目・ＴＯＥＦＬ

１名２科目・実用フランス語技能検定２名４科目・中国語検定１名２

科目） 

 

【8-2】英語の習熟度別クラス編成の必要性

や可能性について，検討を開始する。 

・英語基礎学力テストの結果をもとに，外国語科目委員会で，習熟度別

クラス編成の必要性及び可能性について検討した。 

 

【8-3】海外語学留学システム開設のための

検討を開始する。 

・海外留学プログラムを実施するにふさわしい大学の調査（４カ国１０

大学）を行った。 

 

 

 

【8-4】少人数教育，情報処理教育及び語学

教育のための講義室の整備について具体

的検討に入る。 

・少人数教育，情報処理教育及び語学教育のために，無線ＬＡＮの設置，

講義室のフリーアクセス化を段階的に進めた。また，ＣＡＬＬシステ

ムの検討を段階的に進めた。 

（平成１７年度の全学教育用講義室無線ＬＡＮ整備新規整備教室数３

教室，フリーアクセス新規整備教室数３教室）  

 

○学士課程の成果に関する目標を達成する

ための措置 

○学士課程の成果に関する目標を達成する

ための措置 

○学士課程の成果に関する目標を達成するための措置  

【9】高度の専門的知識に裏打ちされた実践

力を修得させ，優れた専門職業人育成と

いう社会の要請に応えうるための適正な

カリキュラム編成を行う。 

【9】優れた専門職業人育成という社会の要

請に応えうる適正なカリキュラム編成を

進めるとともに，編成を終了した部局に

おいては，カリキュラムの効果を検証す

るための方法を検討する。 

・薬学部，工学部で平成１８年度からの新カリキュラムの開始を決定し

た。 

・教育学部，医学部医学科，歯学部，環境科学部では，コアカリキュラ

ム，統合科目，文理融合科目等を含む新カリキュラムについて，カリ

キュラムの効果を検証するための方法を検討した。 

・経済学部，医学部保健学科，水産学部では，新カリキュラムに向けて，

カリキュラムの効果検証と検証法の検討を進めた。  

 

【10】学部教育の学際化を図るため，大学

院再編に連動して，学部間の単位互換や

カリキュラムの相互乗り入れを実現す

る。 

【10】大学院を構成する基礎学部間での単

位互換やカリキュラムの相互乗り入れの

検討を進める。 

・医歯薬学総合研究科を構成する医学部，歯学部での共修を開始した。

・生産科学研究科を構成する工学部，環境科学部及び水産学部の教務関

係３学部連絡委員会を定期的に開催し，単位互換及びカリキュラムの

相互乗り入れの検討を開始した。 
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【11】平成１４年度に発足した大学教育機

能開発センター全学教育研究部門の教員

組織を整備し，その機能を全学教育の実

施と改善のために有効活用する。 

【11】大学教育機能開発センターの機能を

全学教育の実施と改善に十分活用できる

ようにプロジェクト主体の組織に改編す

るための検討を開始する。 

・平成１７年度に設置した大学教育機能開発センター初年次教育研究開

発部門において，プロジェクト〔初年次教育指導支援システム構築プ

ロジェクト，初年次学生のためのラーニングティップス（学びの秘訣

集）開発プロジェクト，初年次教育国際共同プロジェクト〕を主体と

した組織運営を試行した。 

 

○大学院課程の成果に関する目標を達成す

るための措置 

○大学院課程の成果に関する目標を達成す

るための措置 

○大学院課程の成果に関する目標を達成するための措置  

【12】従来の研究科を再編し，人文，社会，

自然，生命科学の各領域で，授業内容と

学位論文の高度化，学際化，国際化を強 

【12-1】新しい修士課程を設置するための

準備を進める。 

・医歯薬学総合研究科に熱帯医学専攻（修士課程）及び保健学専攻（修

士課程）が認可され，平成１８年４月に設置することとなった。 

 

力に推進する。 

 

【12-2】平成１６年度に医歯薬学総合研究

科に設置された英語による特別コースを

国際化に積極的に利用する。 

・医歯薬学総合研究科に設置された英語による特別コースを国際化に積

極的に利用するため，募集人数を２名から５名に増やした。 

 

 【12-3】授業内容と学位論文の高度化，学

際化，国際化を推進するための具体的方

策，制度を明確にする。 

・副専攻制（生産科学研究科博士前期課程）を利用し，他分野の科目の

履修を可能にすることによって，学際化を進めた。  

・医歯薬学総合研究科においては，授業内容と学位論文の高度化，学際

化，国際化を進めるために，平成１８年度より，教育研究分野の再編

および講座・教育研究分野の名称変更を行い，教育研究組織に更なる

機動性，流動性，柔軟性を付与した。 

・医歯薬学総合研究科及び生産科学研究科において，魅力ある大学院教

育イニシアティブ（「国際的感染症研究者・専門医養成プログラム」，「海

洋環境・資源の回復に寄与する研究者養成」）を利用して，新しい国際

教育プログラムを開始した。 

 

【13】テーマに基づくリサーチ（実習）を

重視し，世界レベルの成果の達成に向け

た指導体制を整備する。それにより大学

院生による国際学会発表数や国際的な学

術雑誌への論文掲載数を増加させる。 

【13】世界レベルの成果を達成するための

指導体制の整備を進める。 

 

 

・医歯薬学総合研究科及び生産科学研究科において，魅力ある大学院教

育イニシアティブ（「国際的感染症研究者・専門医養成プログラム」，「海

洋環境・資源の回復に寄与する研究者養成」）を利用して，世界レベル

の研究者養成プログラムを開始した。 

・生産科学研究科博士後期課程では，副指導教員の資格及び役割を明確

化して制度を強化した。 

 

○学士課程卒業後の進路等に関する具体的

目標 

○学士課程卒業後の進路等に関する具体的

目標を達成するための措置 

○学士課程卒業後の進路等に関する具体的目標を達成するための措置  

【14】学生の職業意識向上のために，キャ

リア教育を充実させるとともにインター

ンシップなどを通して産業界との連携を

強化する。 

【14】キャリア教育の充実を図るとともに，

産業界との連携を強化するための具体的

方策のない学部においては，必要に応じ

て方策を作成する。 

・全学教育においては，従来の「キャリア概論」と「キャリア概論・イ

ンターンシップ」を継続して実施するとともに，平成１８年度から，

就職の基礎をガイドする新たなキャリア概論を開講することを決定し

た。 

・各学部の専門教育においては，従来のインターンシップを継続すると

ともに，産業界と連携した科目の開講のみならず，教育や医療の現場

を実地に体験する科目の開設によって，職業意識の向上を図った。 

 

 

【15】卒業後の大学院進学において海外留

学を選択できるシステム（大学間学術交

流協定や留学支援システムなど）の構築

を目指す。 

【15】海外派遣留学支援システムの構築に

着手する。 

①海外派遣留学奨学金構築の検討を開始

する。 

②協定校（覚書）の増。特に学生のニーズ

に合わせた学生交流協定の締結を推進

する。 

 

 

①検討の結果，学内予算による海外派遣奨学金制度の構築は無理と判断

した。 

②平成１７年度に，新たに５件の学生交流に係る覚書を締結した。（韓国

３件，フィリピン１件，トルコ１件） 
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【16】大学院進学率の向上を図る。 【16】平成１６年度（平成１７年度入試）

における大学院進学率をチェックし，指

導体制を改善する。 

・学部から修士課程，修士課程から博士課程への進学者数は，前年度と

ほぼ同数であった。 

（学部から修士課程への進学者数・進学率：１７年度２９３名１８.７％，

１８年度２９２名１７.８％）S 

・各研究科において，学部学生に対する説明会を強化した。 

 

【17】医師・歯科医師・薬剤師・看護師，

理学及び作業療法士など国家試験の合格

が必要な職種については，部局ごとに具

体的目標を設け，その目標を達成する。 

【17】医師・歯科医師・薬剤師・看護師，

理学及び作業療法士など国家試験の合格

が必要な職種については，部局ごとの目

標を達成するための具体的方策を立て

る。 

・卒業試験の充実（医学部医学科，歯学部），模擬試験の充実（医学部保

健学科），国家試験対策講習会・ゼミ（薬学部）の充実を行った。 

 

 

【18】国等が認定する各種資格の取得を推

奨し取得者数の増加を図る。 

【18】国等が認定する各種資格の取得状況

を調査するとともに，資格取得を推奨し

取得者数の増加のための検討結果を整理

し，増加のための方策を立てる。 

・環境科学部では国等が指定する資格取得状況を調査した。 

・教育学部においては学芸員資格取得を可能とする教育課程の設置を決

定した。 

・工学部では構造工学科がＪＡＢＥＥを受審し（平成１８年４月認定），

他５学科が平成１８年度の受審に向けて準備を進めた。 

・水産学部においてはＪＡＢＥＥの中間審査を受審した。（平成１８年４

月認定継続） 

 

○大学院課程修了後の進路等に関する具体

的目標 

○大学院課程修了後の進路等に関する具体

的目標を達成するための措置 

○大学院課程修了後の進路等に関する具体的目標を達成するための措置  

【19】高度専門職業人として学生の希望す

る職種に進むことができるよう，各種資

格取得のための指導を強化するなど教

育・指導体制を充実する。 

【19】各種資格取得のための教育・指導体

制の点検結果に応じて，改善計画を立案

する。 

・生産科学研究科博士前期課程では，修了後の技術士取得に向けて，試

験情報の学生への周知とともに合否に関するデータを蓄積するシステ

ムを構築するための取り組みを開始した。 

 

【20】大学院博士前期課程修了者の後期課

程への，あるいは修士課程修了者の博士

課程への進学率を向上させる。 

【20】大学院博士前期課程修了者の後期課

程への，あるいは修士課程修了者の博士

課程への進学率向上策を立案する。 

・大学院博士前期課程修了者の後期課程への，あるいは修士課程修了者

の博士課程への進学を促すために学位取得率の向上を図るとともに，

進学説明会を実施した。S 

(博士後期課程・博士課程への進学者数・進学率：１７年度２６名７％，

１８年度３０名８.２％） 

〔規定年限での学位取得率（早期修了者及び休学者を除く）：１６年度博

士４９％，１７年度博士５０％〕 

 

【21】外部資金や学長裁量経費による複数

の大型研究プロジェクトを立ち上げ，課

程修了後にポスドクとして最先端のプロ

ジェクト研究を担える体制を整える。 

【21】ポスドクを継続して確保する。 

 

 

・２１世紀ＣＯＥプログラム，大学院教育イニシアティフ゛等の経費に

よりポスドクの雇用を継続した。（ポスドク雇用数３８名） 

 

 

【22】大学間学術交流協定締結を推進し，

大学院修了生の学外留学支援システムを

充実させる。 

 

【22-1】海外派遣留学支援システムの構築

に着手する。 

①海外派遣留学奨学金構築の検討を開始

する。 

②協定校（覚書）の増。特に学生のニー

ズに合わせた学生交流協定の締結を推

進する。 

 

 

①検討の結果，学内予算による海外派遣奨学金制度の構築は無理と判断

した。 

②平成１７年度に，新たに５件の学生交流に係る覚書を締結した。（韓国

３件，フィリピン１件，トルコ１件） 

 

 【22-2】協定校大学院への進学システムの

構築を検討するための委員会を設置す

る。 

・大学院進学に関する新たな委員会は設置せず，留学生交流委員会で検

討することとした。 

 

○教育の成果・効果の検証に関する具体的

方策 

○教育の成果・効果の検証に関する具体的

方策 

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策  
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【23】単位取得状況，進級や卒業研究着手

状況，国家試験合格状況など，様々な教

育成果達成指標に係るデータの収集・管

理・分析システムを確立する。 

【23】単位取得状況，進級や卒業研究着手

状況，国家試験合格状況など，様々な教

育成果達成指標に係るデータの収集・管

理・分析システムの構築のための全学的

体制の整備に着手する。 

・単位取得状況，進級や卒業研究着手状況，国家資格取得状況など，様々

な教育成果達成指標に係るデータの収集・管理・分析システムの導入

とその運用体制を決定した。 

 

【24】学生による授業評価システムの不断

の改善を行うとともに，その結果を適正

に評価するための手法を開発する。 

【24】学生による授業評価を継続する一方，

現行評価システムの課題について検討を

開始する。 

・学生による授業評価を継続する一方で，評価用紙の回収方法を改善し

た。 

・評価結果の分析方法の改善について検討を開始した。 

 

【25】在学時においては，ＧＰＡや単位取

得状況，進級や卒業研究着手状況，国家

試験合格状況，大学院進学状況など，様々

な達成指標を用いて，教育の成果・効果

の検証を行う。 

【25】ＧＰＡ等や単位取得状況，進級や卒

業研究着手状況，国家試験合格状況，大

学院進学状況など，様々な達成指標を用

いて，教育の成果・効果を分析する。 

また，この分析結果を整理し，更なる教育

改善を検討する。 

・ＧＰＡ等を用いて入学方法と学業成績との関連について調査した。 

・工学部，水産学部において，２年次進級時の学科・コースの決定，履

修上限解除，卒業時の優秀者選定等に，ＧＰＡ等を利用することを決

定した。 

・ＡＯ入試の入学者について，ＧＰＡを用いて入学年度毎に在学期間に

おける学業成績の追跡調査を行い，ＡＯ入試の有効性を検討した。 

 

【26】卒業後においては，就職先企業等の

協力を得るなどして，社会への貢献度の

調査を行い，教育の成果・効果の検証を

行う。 

【26】教育の成果・効果の検証を行うため，

卒業後の社会への貢献度を調査する方法

についての指針を作成する。 

・教務委員会，学生委員会，就職委員会の下に「教育成果検証プロジェ

クトチーム」を設置し，調査方法，調査内容の取りまとめを行った。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○アドミッション・ポリシーに関する基本方針 

・本学の理念を踏まえ，各学部・研究科が求める学生像（アドミッション・ポリシー）を明確にするとともに入試情報を含めこれを積極的に公表する。 

・適正な入学定員の検討を行うとともに様々な能力，資質，適性等を多元的に評価するための入試の多様化を含む適切な選抜方法の改善に努める。 

・社会人や外国人留学生を積極的に受け入れるための環境の整備等に努める。 

○教育課程に関する基本方針 

（学士課程） 

【全学教育】 

・４年ないし６年一貫の大学教育を可能にするため，全学の教員が参画する全学協力体制を維持し，全学教育と各学部の専門教育及び高等学校教育と全学教育との有機的な連携

を図り，全学教育の目標を達成することが可能なカリキュラム構成とする。 

【専門教育】 

・学部間や他大学との単位互換を図りつつ，専門基礎科目から応用科目まで体系的なカリキュラムを編成する。また，様々な分野での社会的要請に応えるようにカリキュラムを

充実することによって有能な専門職業人を養成する。さらに専門性を育成するため，必要に応じて，大学院と連携した教育も行う。 

（大学院課程） 

・各分野の高度専門職業人及び研究者，教育者の養成を可能にするために，各研究科や専攻等の内容の高度化・先端化・学際化及び国際化に対応できるカリキュラムを体系的に

編成する。 

○教育方法に関する基本方針 

（学士課程） 

・個々の授業科目や各専門分野の特性に応じた，多様な形態の授業科目の提供をさらに推進し，少人数教育の促進，教育補助（ティーチング・アシスタント：ＴＡ）の活用や社

会の現場における体験学習，また単位制を実質化するため，履修登録単位数の上限設定の制度や自主学習（予習・復習）の促進，資格取得，学習相談・助言体制，他大学等と

の単位互換等に配慮する。また，学生の学習意欲の向上を目指すとともに，学生による授業評価の分析結果を生かし，学習指導方法を確立する。 

（大学院課程） 

・各分野における専門性を一層向上させるために，授業形態，研究指導・支援体制等の改善に努め，きめ細かな教育・研究指導を行う。 

○成績評価に関する基本方針 

（学士課程） 

・授業科目の特性に応じた成績評価基準を明確にするとともに，学習到達度の総合的な評価を行う。 

（大学院課程） 

・成績評価基準を明確にするとともに，修士・博士の学位審査制度の改善を行い，学位授与申請手続きの円滑化と学位授与率の向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○アドミッション・ポリシーに応じた入学

者選抜を実現するための具体的方策 

○アドミッション・ポリシーに応じた入学

者選抜を実現するための具体的方策 

○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体

的方策 

 

【27】本学の全ての入学者選抜に共通する

アドミッション・ポリシーを公表・周知

する。 

【27】平成１６年度に検討・作成を終えた

本学の入学者選抜に共通するアドミッシ

ョン・ポリシーを平成１８年度入学者選

抜要項（大綱）及びホームページに掲載

し，周知する。 

・平成１６年度に検討・作成を終えた本学の入学者選抜に共通するアド

ミッション・ポリシーを，平成１８年度入学者選抜要項（大綱），学生

募集要項及びホームページに掲載し，周知した。 

 

 

【28】平成１４年度に発足したアドミッシ

ョンセンターの機能と役割を明確にし，

入学者選抜に関する諸課題に対応する先

導・支援組織として確立する。 

【28-1】アドミッションセンターの機能と

役割を明確にし，入学者選抜に関する諸

課題に対応する先導・支援組織として確

立するため，検討を継続する。 

・アドミッションセンターのセンター機能と役割を明確にするために，

アドミッションセンター運営委員会委員，センター専任教員，同兼務

教員からなる「アドミッションセンター機能検討ワーキンググループ

（仮称）」の設置を決定した。 
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 【28-2】アドミッションセンターの先導組

織としての機能を高めるために，二部門

のうち一部門に任期制を適用する。 

・アドミッションセンターの先導組織としての機能を高めるために，二

部門のうち実施部門に任期制を導入した。 

 

（学士課程） （学士課程） （学士課程）  

【29】各学部のアドミッション・ポリシー

を公表・周知する。 

【29】本学共通のアドミッション・ポリシ

ーに即して，平成１６年度に見直し・点

検・作成を終えた各学部のアドミッショ

ン・ポリシーを，平成１８年度入学者選

抜要項（大綱），各選抜方式の学生募集要

項及びホームページに掲載し，周知する。

・本学共通のアドミッション・ポリシーに則して，平成１６年度に見直

し・点検・作成を終えた各学部のアドミッション・ポリシーを，平成

１８年度入学者選抜要項（大綱），各選抜方式（帰国子女等を除く）の

学生募集要項及びホームページに掲載し，周知した。  

 

【30】入学定員の適正さを点検し，入学者

選抜方式(ＡＯ入試，推薦入試，編入学な

ど)と選抜方法（学力検査，面接，小論文・

課題論文，実技検査など）について定期 

【30-1】平成１６年度に検討・作成した入

学者選抜の結果の「分析と評価の手法」

に基づき，その結果の分析と評価を実施

する。 

・入学者選抜の結果の「分析と評価の手法」に基づき，その結果の分析

と評価を英語，数学，理科の３教科で実施し，その分析と評価を「学

力・実技等検査班」に提示し，平成１８年度の出題に役立てた。 

 

的な見直しを行うために，入学者選抜の

結果の分析と評価を行う。 

【30-2】入学者選抜方式（前期日程，後期

日程，推薦，ＡＯ入試等）ごとの適切な

募集人員について検討を行う。 

・入学者選抜方式ごとの適切な募集人員について検討を行い，平成１８

年度入試（１７年度実施）において以下の変更を行った。 

 教育学部－募集人員の少ない６選修において後期日程を廃止し，推薦

入学を新たに設けた。 

 歯学部－推薦入学を廃止し，ＡＯ入試の定員を１５名に増員した。 

 薬学部－２学科制の導入に伴い，薬学科４０名，薬科学科４０名の定

員とし，薬科学科４０名中，４名をＡＯ入試の定員とした。 

 工学部－７学科による募集を見直し，４系の募集方式に改めた。 

水産学部－前期日程の定員と推薦入学の定員を削減し，後期日程の定

員を増員した。 

 

【31】平成１５年度より導入された高等学

校学習指導要領による受験者に対して適

切な個別学力検査が実施できるよう，高

等学校のカリキュラムの調査と分析・研

究を行う。 

【31】平成１５年度より導入された高等学

校学習指導要領による受験者（平成１８

年度受験）に対して適切な個別学力検査

が実施できるよう，高等学校のカリキュ

ラム及び教科書の調査と分析・研究を引

き続き行う。 

・平成１５年度より導入された高等学校学習指導要領による受験者（平

成１８年度受験）に対して適切な個別学力検査が実施できるよう，前

年度に引き続き，高等学校のカリキュラム及び教科書の調査と分析・

研究を学力・実技等検査科目別委員会において行い，適切な個別学力

検査の実施に努めた。 

 

【32】オープンキャンパス，出前講座，高

校生のための公開講座，ガイダンスセミ

ナー，進学説明会等による適切な高大連

携を検討し，そのための教員組織体制を

整備する。 

 

【32-1】平成１６年度に長崎県教育委員会

との間で協議を進めた高大連携の在り方

の検討に基づき，オープンキャンパス，

出前講座，高校生のための公開講座など

の高大連携事業を推進するとともに，そ

の一層効果的な推進のため，県内高等学

校教員と本学教員との協議組織を整備す

る。 

・平成１６年度に長崎県教育委員会との間で協議を進めた高大連携の在

り方の検討に基づき，以下の高大連携事業を推進した。 

①オープンキャンパス－高校生が参加しやすい日程に設定し，２，９

７３名の参加を得た。 

②出前講座－県内２２校に１４９名の講師を派遣し，出前講義を行っ

た。 

③高校生のための公開講座－４学部で４講座を開講し，計７３名の参

加を得て，全員が修了した。 

・高大連携事業の一層効果的な推進のため，「県内高校教諭と本学教員と

の協議会」を試行的に開催し（次年度より本格実施を決定），率直な意

見交換によって，互いの意思疎通を図るとともに，現行の高大連携事

業の問題点を洗い出した。  

・独立行政法人大学入試センターのガイダンスセミナー事業縮小により，

長崎県大学ガイダンスセミナーは中止に至った。 

・次年度の高大連携事業の改善とスムーズな実施のために，高大連携推

進委員会でその詳細を協議した。 
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 【32-2】高校生を対象にした大学の講義の

開放を，経済学部と県立東高等学校の間

で試行的に実施する。 

・高校生を対象にした大学の講義の開放を，経済学部と県立長崎東高等

学校の間で試行的に実施し（半年公開講座，４月～９月の間に１２回

の講義），同校の６１名の高校生が受講し，修了した。 

 

【33】ペーパーテストでは測定不可能な広

い意味での学力・能力を測るための選抜

技法の開発研究を行い，その運用方法を

確立する。 

【33】ペーパーテストでは測定不可能な広

い意味での学力・能力を測るための選抜

技法の開発研究を引き続き遂行する。 

・アドミッションセンターにおいて，ペーパーテストでは測定不可能な

広い意味での学力・能力を測るための選抜技法の開発研究の一環とし

て，研究会「面接のあり方について」，「ＡＯ入試を考える（２）」を開

催し，その内容を「アドミッションセンター年報（第２号）」に収録し

た。S 

・同センターにおいてＡＯ入試における第１次選考の結果を分析し，現

行の評価方法に対する検討を行った。 

 

【34】入学者選抜方式・選抜方法の適切さ

を評価するために，入学から卒業までの

学生の修学状況，卒業後の進路状況，社

会における貢献度について追跡調査を行

う。また，そのためのデータベースを新

たに設計・構築する。 

【34】入学者選抜方式・選抜方法の適切さ

を評価するため，入学から卒業までの学

生の修学状況，卒業後の進路状況につい

て追跡調査する全学的体制の整備に着手

する。 

 

・入学者選抜方式・選抜方法の適切さを評価するため，入学から卒業ま

での学生の修学状況，卒業後の進路状況について追跡調査するシステ

ムの導入を決定した。 

・平成１４年度から教育学部，歯学部，水産学部の３学部で開始し，平

成１５年度から全学部で実施しているＡＯ入試の入学者について，入

学年度毎に在学期間における学業成績の追跡調査を行った。 

 

（大学院課程） （大学院課程） （大学院課程）  

【35】各研究科のアドミッション・ポリシ

ーを公表・周知する。 

【35】各研究科のアドミッション・ポリシ

ーの見直し・点検・作成を行い，これを

公表・周知する。 

・各研究科では平成１７年度にアドミッション・ポリシーの点検・見直

し・作成を終え，平成１８年度の募集要項及びホームページに掲載し

周知した。 

 

【36】各研究科における定員の適正さを点

検し，加えて，将来構想に基づき課程（コ

ース）を増設し，大学院定員の増加を図

る。 

【36】各研究科の将来構想に基づき課程（コ

ース）の増設の検討を進める。 

 

・教育学研究科では，専門職大学院構想に基づき専攻の新設・学生定員

の適正化について検討した。 

・生産科学研究科博士前期課程においては，平成１８年度から専攻毎の

入学定員を適正化し１３人の定員増を行うことを決定した。 

・生産科学研究科博士後期課程では，長崎県との連携講座を平成１８年

４月に設置することを決定した。 

・医歯薬学総合研究科に熱帯医学専攻（修士課程）と保健学専攻（修士

課程）が認可され，平成１８年４月に設置することとなった。 

 

 

【37】大学院にあっては，入学者選抜にお

いて，語学力，基礎学力等，研究遂行能

力を総合的に評価する。 

【37】入学者選抜において，語学力，基礎

学力等，研究遂行能力を総合的に評価す

る。 

・研究遂行能力を総合的に評価するために，各研究科において，語学力，

基礎学力等を筆記試験または書類審査で評価し，これに加えて面接な

いし口述試験を実施した。  

 

 

【38】研究科（博士課程）で秋季入学制度

の導入を進める。 

【38】生産科学研究科（博士後期課程）で

秋季入学制度の導入を検討する。 

・生産科学研究科博士後期課程では，平成１８年度から秋季入学制度を

導入するため，規程の整備を行った。 

 

（学士課程・大学院課程共通） （学士課程・大学院課程共通） （学士課程・大学院課程共通）  

【39】アドミッション・ポリシー及び入学

者選抜方式・選抜方法を学内外により周

知させるため，広報体制の整備を進める。 

 

【39-1】アドミッション・ポリシー及び入

学者選抜方式・選抜方法を学内外により

周知させるため，広報体制の整備のひと

つとして平成１６年度に開始した入試オ

フィスアワーを引き続き実施する。 

・受験希望者，保護者等を対象とした入試オフィスアワーを平成１７年

度も引き続き実施し，３４組５９名に対して入学者選抜に関する質問

に応じるとともに，大学施設の見学等を行った。    

・アドミッションセンターにおいて，ＡＯ入試のアドミッション・ポリ

シー及び選抜方法の周知を目的としたＡＯ入試説明会を長崎市及び佐

世保市において試行的に行い，それぞれ５４名及び２６名の参加を得

た。 

 

 【39-2】「高等学校との入試連絡会」に高校

教諭や予備校関係者のみならず，保護

者・受験予定者も参加可能となるよう，

入試連絡会の在り方を改める。 

・高校教諭や予備校関係者のみならず，保護者・受験予定者も参加可能

となるよう，「入試連絡会」の在り方を改めた。 
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①入学者選抜のための適切な手法を教員

に周知させるため，ファカルティ・デ

ィベロップメント（ＦＤ）を最大限に

活用する。 

【39-3】（１８年度から実施のため，１７年

度は年度計画なし）S 

 

  

②ホームページを活用し，入試情報の周

知に努めるとともに，インターネット

の双方向性を活用し，受験者，高校教

諭，保護者等からの要望の汲み上げ体

制を強化する。 

【39-4】インターネットの双方向性を活用

した受験者，高校教諭，保護者等からの

要望・照会等についての適切な対応方法

の検討を引き続き行う。 

・入学者選抜に関して受験者，高校教諭，保護者等から要望・照会・質

問等の多い事項を中心に，Ｑ＆Ａを作成し，ホームページに掲載した。

・ホームページに掲載する合格者発表の速報を利用しやすいよう，工夫

した。 

 

【39-5】留学生向け入試情報ホームページ

（英・中・韓国語）を充実させる。 

・長崎大学ホームページに，英語，中国語，韓国語の入試情報を掲載し

た。 

  

【39-6】大学紹介ＣＤ・ＤＶＤ （英・中・

韓国語）を作成する。 

・英語，中国語，韓国語による大学紹介のＤＶＤを作成した。  

③ＩＴによる効率的かつ広域的情報処理

手法を活用する。 

【39-7】諸外国に対する入試情報の提供，

国内在留外国人に対する進学説明会の実

施プロジェクトを創設する。 

・留学生課と入試課職員によるプロジェクトチームを創設し，海外留学

フェアにおいて入試情報の提供を行うとともに，国内の日本語学校を

訪問して情報提供を行った。（大阪，京都，福岡，長崎） 

 

【40】産学連携を強化し，関連領域の企業

からの社会人入学者を積極的に受け入れ

る。 

 

【40】産学連携を強化し，関連領域の企業

からの社会人入学者を積極的に受け入れ

るための環境整備を引き続き実施する。

・全ての研究科において，昼夜開講又は休日開講を継続した。 

・社会人入学者を積極的に受け入れるために，実績のある機関や企業及

び産学連携の関連企業等に教員を派遣し広報活動を継続した。 

・生産科学研究科博士後期課程においては，早期修了基準を明確化した。

・医歯薬学総合研究科では，独立行政法人国立病院機構の長崎医療セン

ター及び長崎神経医療センターと連携講座を設けて社会人入学者を受

け入れた。 

 

【41】外国人留学生の入学を促進するため

の適切な措置を講じ，入学者数の増加を

図る。 

①外国人留学生への国や企業，関連機関

からの奨学金を積極的に導入する。 

②外国人留学生のための福利厚生施設や

生活支援体制をより一層充実させる。 

 

【41-1】外国人留学生のための生活支援体

制の充実を引き続き行う。 

 ①外国人留学生奨学金設置に向けて検討

を進める。 

②企業宿舎の確保を推進する。 

③国際交流会館（西町）の増設の具体的

検討を行う。 

④国際交流スペースにＩＴ機器端末を整

備充実する。 

 

 

①長崎地域留学生交流推進会議等で，奨学金制度の構築について検討を

開始した。 

②長崎地域留学生交流推進会議の協力を得て，低廉な宿舎情報の提供を

受けた。 

③国際交流会館（西町）の将来的な増設についての検討を行った。当面

の方策として，同会館の夫婦室，家族室の一部を単身用に改修し，１

０名の単身者の入居者数の増を図った。 

④留学生交流スペース（プラザ）に英語，中国語，韓国語対応のパソコ

ン及び電子掲示板を整備した。 

 

【41-2】短期留学プログラムの充実に向け

て，プログラムの点検評価を実施し，改

善を行う。４月から点検評価を開始し，

第３期（２００６年１０月～）に反映さ

せる。 

・短期留学プログラム担当教員によるプログラム評価及び学生による授

業評価を実施し留学生センター紀要に公表するとともに，第３期プロ

グラムの改善を図った。 

 

  

【41-3】交換留学生プログラムの充実に向

けて，プログラムの点検評価を実施し，

改善を行う。 

・ライデン大学（オランダ）交換留学生に対するカリキュラムの見直し

を図り，「異文化体験実習Ⅰ・Ⅱ」を新設し，地域の小中学校等の総合

学習の時間等を活用し，体験学習を実施した。 

 

③英語による講義・セミナーの増加を図

る。 

【41-4】医歯薬学総合研究科内に，英語で

授業を行う熱帯医学修士課程を平成１８

年度に設置するための準備に着手する。

・医歯薬学総合研究科に，全ての講義を英語で行う熱帯医学専攻（修士

課程）が認可され，平成１８年４月に設置することとなった。 
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○教育理念等に応じた教育課程を編成する

ための具体的方策 

○教育理念等に応じた教育課程を編成する

ための具体的方策 

○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策  

（学士課程） （学士課程） （学士課程）  

【42】全学教育においては，高等学校での

教育と学部教育との関係を視野に入れた

カリキュラム編成とし，随時カリキュラ

ムの点検・見直しを行う。その編成に当

たっては， 

【全学教育】 

【42-1】大学教育機能開発センターにおい

て，カリキュラムの点検に関する検討を

開始する。 

・教務委員会の下に設置された全学教育検討ワーキンググループにおい

て，全学教育カリキュラムの再編に関する検討を開始した。 

 

 

自主的学習態度，基本的な教養，健康管

理の知識・能力の修得，情報処理の基礎

能力や複数の外国語の運用能力の養成，

多角的視点の確保等を実現しうる科目を

配置する。 

 

 

【42-2】平成１５，１６年度に実施された

英語能力試験の結果をもとに，大学教育

機能開発センターと外国語専門委員会と

が連携して，習熟度別クラス編成につい

て検討を続ける。 

・英語能力試験の結果をもとに，習熟度別クラス編成の必要性と可能性

について，外国語科目専門委員会で検討するとともに，先進校の講師

を招いたＦＤを開催し，教員の認識を深めた。 

 

【43】専門教育においては，各学部の教育

目標に応じて，専門基礎科目から応用科

目まで体系的なカリキュラムの編成を行

うことを基本とし，必要に応じてカリキ

ュラム編成の点検・見直しを行う。カリ 

【専門教育】 

【43-1】高等学校の学習指導要領の改訂に

対応するために，平成１８年度入学生の

ための新しい教育課程の準備を進め，シ

ラバスを整備する。 

・平成１８年度入学生に対応したシラバスを整備するとともに，全学教

育では新科目を導入し，薬学部，工学部では新カリキュラムを決定し

た。 

 

キュラムの編成に際しては，さらに次の

４つの事項に留意する。 

【43-2】中期計画に示されたカリキュラム

編成上の次の４つの事項に留意しなが

ら，引き続きカリキュラムの再検討を行

う。 

・従来のインターンシップを継続するとともに，各学部・部局の特色を

活かし，教育や医療の現場での体験学習・実習などのフィールド型教

育（教育学部，医学部，歯学部，薬学部，留学生センター），産業界や

地域社会との連携による講義や体験学習型の教育（経済学部，工学部，

①インターンシップ制度や体験学習，社

会（企業，地域社会，コミュニティ）

と連携した教育の工夫，あるいはフィ

ールド型の教育の充実 

①インターンシップ制度や体験学習，社

会（企業，地域社会，コミュニティ）

と連携した教育の工夫，あるいはフィ

ールド型の教育の充実 

環境科学部，水産学部）を充実させた。 

 

②教育内容の学際化，高度化及び国際化

への対応，また安全，環境，倫理等の

内容を含む多様な授業科目の充実 

②教育内容の学際化，高度化及び国際化

への対応，また安全，環境，倫理等の

内容を含む多様な授業科目の充実 

・医学部，薬学部，工学部，環境科学部，水産学部においては，専門分

野における安全，環境，倫理に関する授業科目を継続・充実した。 

・経済学部，水産学部においては，国際化のために，海外大学と連携し

た講義を行った。 

・医学部，歯学部においては，高度化のためにゼミナールを充実した。

・環境科学部においては，学際科目を継続，充実した。 

 

③資格認定・取得への対応 ③資格認定・取得への対応 ・工学部では構造工学科がＪＡＢＥＥを受審し（平成１８年４月認定），

他５学科が平成１８年度に受審することを決定した。  

・水産学部においてはＪＡＢＥＥの中間審査を受審した。（平成１８年４

月認定継続）  

・教育学部の情報文化教育課程において，教育職員免許の課程認定を申

請するとともに，経済学部，環境科学部においても課程認定のための

検討を進めた。 

・教育学部においては学芸員資格取得を可能とする教育課程の設置を決

定した。 
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④学部間，長崎県内外の大学，放送大学

との単位互換制度の整備 

④学部間，長崎県内外の大学，放送大学

との単位互換制度の整備 

・長崎大学と放送大学との単位互換モデル構築に向けた研究プロジェク

トを共同で実施することを決定し，覚書を取り交わした。 

・長崎県内の大学間単位互換協定に基づく提供科目を見直した。 

・医歯薬学総合研究科を構成する医学部，歯学部での共修を開始した。

 

  ・生産科学研究科を構成する工学部，環境科学部及び水産学部の教務関

係３学部連絡委員会を定期的に開催し，単位互換及びカリキュラムの

相互乗り入れの検討を開始した。 

 

【44】平成１５年特色ある大学教育支援プ

ログラム「特色ある初年次教育の実践と

改善」と「ものづくりを支える工学力教

育の拠点形成」を推進し，全国のモデル

となる初年次教育と工学力養成カリキュ

ラムを構築する。 

【44-1】平成１５年度特色ある大学教育支

援プログラム採択課題「特色ある初年次

教育の実践と改善」を更に推進し，全国

のモデルとなる初年次教育カリキュラム

構築を目的として全学的な「教育マネジ

メント・サイクル」の実現に向け『教育

マネジメントポータル』の試用を継続す

る。 

・『教育マネジメントポータル（入り口サイト）』の試用を継続するとと

もに，新たに「シラバスプラグイン（追加ソフトウェア）」の開発を

行った。 

 

 

 【44-2】平成１５年度特色ある大学教育支

援プログラム採択課題「ものづくりを支

える工学力教育の拠点形成」を推進し，

全国のモデルとなる工学力教育を長崎大

学から発信する。 

・ものづくりを支える工学力教育に直結した「エンジニアリングデザイ

ン」に関連する工学部共通科目（学科横断型科目および学年混成型科

目）として「創成プロジェクト」を平成１８年度より導入することを

決定した。 

・工学部創造工学センターの活動の一環として第３回「学生ものづくり・

アイディア展ｉｎ長崎」を実施した。 

 

 【44-3】平成１６年度特色ある大学教育支

援プログラム採択課題「地域と連携した

実践型医学教育プログラム」を推進する。

・平成１６年度特色ある大学教育支援プログラム採択課題「地域と連携

した実践型医学教育プログラム」を推進するために，５年次生の離島

医療実習の継続に加え６年次生に対する高次医療実習を開始した。 

 

（大学院課程） （大学院課程） （大学院課程）  

【45】各専門分野における基礎知識のため

の科目から高度な専門性を有する科目を

バランスよく配置するとともに，随時そ

の内容を検討し，改善策を図る。 

 

【45】各専門分野における基礎知識のため

の科目から高度な専門性を有する科目を

バランスよく配置するとともに，必要に

応じて改善を進める。特に，基礎科目・

境界領域の科目の配置について検討す

る。 

・生産科学研究科博士前期課程においては，専攻を越えた共通基礎科目

の必要性について検討を開始した。 

 

【46】博士後期課程にあっては，博士前期

課程との一貫した教育が実施可能なカリ

キュラムの編成を検討する。 

【46】博士後期課程にあっては，博士前期

課程との一貫した教育が実施可能なカリ

キュラム編成へ向けた検討を進める。 

・医歯薬学総合研究科においては，博士課程，博士前期・後期課程の編

成とカリキュラムについて検討した。 

・生産科学研究科においては，平成１７年度採択「魅力ある大学院教育」

イニシアティブの実施にあたり，博士前期・後期課程での一貫教育を

可能とするコースプログラムの導入を決定した。 

 

○授業形態，学習指導法等に関する具体的

方策 

○授業形態，学習指導法等に関する具体的

方策 

○授業形態，学習指導法等に関する具体的方策  

（学士課程） （学士課程） （学士課程）  

【47】授業時間外の学習時間を確保できる

ように，カリキュラムの編成・授業時間

割の作成を行う。また履修登録単位数の

上限設定の制度を設けるとともに，教室

外での自主学習の促進に十分配慮するた

めに，授業科目での予習・復習を適切に 

【47】履修登録単位数の上限設定の制度を

設けた学部においては，教室外での自主

学習促進策を進める。未設定の学部にお

いては，上限設定に関する検討を引き続

き行う。 

 

・図書館の開館時間を１時間４５分延長（９：００～２０：００から９：

００～２１：４５）し，学生自習室の更なる整備(環境科学部で６室増)

等で予習・復習のための環境整備を進めた。  

・ｅラーニング提供科目数を増やすことにより予習・復習を推進した。

（ｅラーニング提供科目数：平成１６年度４９科目・１７年度９４科目）

・履修登録単位数の上限設定がない医学部，歯学部においては，専門教
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指示する。  育における授業科目を必修科目とし，実質的に履修登録単位数を制限

している。 

 

【48】自己表現能力の涵養を図るために，

大教室での多人数の講義をできるだけ削

減し，少人数のクラスを適宜配置すると

ともに，少人数セミナーを維持・拡充し，

対話型教育を推進する。 

【48-1】少人数セミナー（教養セミナー）

については，１７年度以降も，現状のク

ラス規模を維持する（１０名／授業）と

ともに，過去３年間の実績を踏まえ，指

導方法の改善について検討を開始する。

・教養セミナーの指導方法改善に関する検討資料とするために，学部２・

３・４年次生を対象として教養セミナーの受講効果アンケート調査を

実施し，専門課程での学習における教養セミナー（課題探求型学習科

目）の有用性を検証した。 

・教養セミナーガイドブックの改訂を行い，教員による指導方向の改善

を支援した。  

 

 【48-2】可能な科目から多人数の講義をで

きるだけ削減し，授業の少人数化を目指

す。 

・多人数が受講する科目の複数開講，少人数クラス等の継続とともに，

可能な科目の少人数化を実施した。  

 

【49】シラバスをより充実するために，記

載内容や記載形式について定期的な見直

しを行い，その活用方法を工夫改善する。 

 

【49-1】引き続き，シラバスをより充実す

るために，記載内容や記載形式について

見直しを行い，その活用方法を工夫改善

する。 

・シラバスを充実するため，歯学部，工学部，環境科学部，水産学部に

おいて，シラバスに記載すべき項目等を見直した。 

・シラバスの活用を促進するために，歯学部，薬学部，環境科学部では

新たに電子化を行うこととした。 

 

 【49-2】予習・復習を確保できるようにシ

ラバスで適切に指示する。 

・医学部においてはシラバスに数多くの参考書や文献を紹介して，予習，

復習への利用を促した。 

 

【50】シラバスの電子化など，各種学務情

報を携帯電話などにより学生がどこから

でも閲覧できる環境を構築する。 

【50-1】シラバスの電子化を進める。 ・教育学部，経済学部，医学部，工学部，水産学部,全学教育では実施済

みである。歯学部，薬学部，環境科学部については平成１８年度から

の実施を決定した。 

 

 【50-2】携帯電話を用いて休講情報を確認

できるシステムの運用を開始する。 

・全学教育においては，平成１７年度より，携帯電話で閲覧できる休講

情報サイト（大学ホームページ内）の正式運用を開始した。 

 

【51】学年担任制度，クラス担任制度，少

人数担任制度，チューター制度，オフィ

スアワー制度，ＴＡ制度などを活用し，

相談・助言・支援体制を整備する。 

【51】学年担任制度，クラス担任制度，少

人数担任制度，チューター制度，オフィ

スアワー制度，ＴＡ制度などを活用し，

相談・助言・支援体制を充実させる。 

・全学部において，学年（クラス）担任制あるいは少人数担任制を活用

するとともに，ＴＡによる支援を行った。S 

・留学生を支援するためのチューター制度がより効果的に機能するよう

に，チューターに対するオリエンテーションの実施，「チューター・ガ

イドブック」の改訂等を引き続き行った。 

・学生２０名の参加を得てピア・サポートを全学的に導入した。また，

学生委員会において実施方法等の改善・充実を検討した。 

 

【52】留学生や社会人学生等の多様な学生

に対して，個別の対応によるきめ細かな

支援を行うために，チューター制度等を

活用する。 

【52】留学生専門教育教員と留学生センタ

ー教員とが連携して留学生センター等が

行う留学生支援業務に当たるためのシス

テムを構築する。 

・留学生専門教育教員を含めた留学生センター連絡会議を開催し，留学

生支援について意見交換を行い，引き続き問題点を検討していくこと

とした。 

 

【53】大学院生による教育補助としてのＴ

Ａ制度を充実し，その活用を図る。 

【53】教育補助として大学院生によるＴＡ

を積極的に活用する。 

・全部局においてＴＡによる教育補助を積極的に活用した。 

（ＴＡ実施時間数：平成１６年度 39,804 時間・１７年度 42,446 時間）

 

【54】学生の理解度を高めるために，教材

の開発や講義方法の工夫を行い，情報機

器，ビデオ，教材提示装置などの視聴覚

設備を活用した授業科目を適宜配置する

とともに，電子情報メディア機能を活用

し，ｅラーニングを推進する。 

【54-1】ｅラーニングを推進する。 

 

・ｅラーニングポータルサイトの開設，個人及び部局を対象とした合計

１３回のワークショップの開催（大学教育機能開発センター），２回の

セミナーの開催，部局ＦＤへの支援（メディア基盤センター），学長裁

量経費によるｅラーニングを用いた教育改革への支援等によりｅラー

ニングを推進した。 

 

 【54-2】外国語科目のｅラーニングコンテ

ンツについて検討し，試用教材の開発を

進める。 

 

・情報メディア基盤センターにおいて，英語教育ｅラーニング教材を導

入した。 

・大学教育機能開発センターにおいて，英語及び中国語学習のためのｅ

ラーニング教材を開発した。 
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（大学院課程） （大学院課程） （大学院課程）  

【55】きめ細かな教育・研究指導を実施す

るため，少人数授業，複数の指導教員に

よる研究指導体制を導入する。 

 

【55】きめ細かな教育・研究指導を実施す

るため，少人数授業，複数の指導教員に

よる研究指導体制等の導入を継続する。

・全ての研究科において少人数授業を実施した。 

・経済学研究科，医歯薬学総合研究科，生産科学研究科において複数の

指導教員による指導体制を継続した。 

 

【56】大学院生の研究成果の国内及び国際

学会での発表，論文の学会誌等への公表

を促進し，また学外との共同研究，実地

調査研究，海外研修等を促すための支援

体制を整える。 

 

【56-1】大学院生の研究成果の国内及び国

際学会での発表，論文の学会誌等への公

表を促進し，また学外との共同研究，実

地調査研究，海外研修等を促すための支

援組織を整備する。 

・優れた論文を発表した学生に対する顕彰制度利用，海外大学と連携し

た学生参加型シンポジウムの開催等により，大学院生の論文の公表，

共同研究を促した。 

・生産科学研究科では，学生の主体性や国際コミュニケーション力の向

上のために，学長裁量経費による支援を受け，大学院生自らが企画・

立案・運営するジョイントセミナーを中国・同済大学と開催した。 

・帰国した派遣留学生による体験発表会を実施し，延べ４０名の学生が

参加した。また，併せてＴＯＥＦＬの説明会を実施した。  

・海外研修等を促すための支援組織の整備には至らなかった。  

 

【56-2】英語による教育を充実させる。 ・医歯薬学総合研究科に設置された英語による特別コースの募集人数を

２名から５名に増やし，国際化を推進した。 

・医歯薬学総合研究科に，全ての講義を英語で行う熱帯医学専攻（修士

課程）が認可され，平成１８年４月に設置することとなった。 

 

 

 

 

【56-3】２１世紀ＣＯＥプログラムによる

大学院生の海外実地調査研究への派遣を

継続する。 

・２１世紀ＣＯＥプログラム等により３３人の大学院生を海外実地調査

研究に派遣した。 

 

【57】各分野の最先端の研究者等による特

別講義等を実施する。 

【57】国内外の最先端の研究者等による特

別講義，セミナー，シンポジウム等を継

続するとともに，その実施状況を点検す

る。 

・国内外の最先端の研究者等による特別講義を８回，シンポジウム等を

９１回開催した。 

 

 

【58】シラバスをより充実するために，記

載内容や記載形式について定期的な見直

しを行いその活用方法を工夫改善する。 

【58,59】シラバスをより充実するために，

記載内容や記載形式について見直しを行

いその活用方法を工夫改善する。特に，

シラバスの電子化と公開を進める。 

・教育学研究科，経済学研究科，医歯薬学総合研究科（医学系）,生産科

学研究科博士前期課程（工学系）においては，シラバスの活用を促進

するために，シラバスの電子化を行った。 

【59】シラバスの電子化など，各種学務情

報を携帯電話などにより学生がどこから

でも閲覧できる環境を構築する。 

   

 

【60】学生の自主学習のためのインターネ

ット利用環境を整備し，ｅラーニングを

推進する。 

【60】情報メディア基盤センターシステム

の更新に合わせて，利用者端末の増設，

マルチメディア学習環境等の整備を行

う。 

・情報メディア基盤センターの利用者端末を３１８台から５４３台に増

設した。 

・英語マルチメディア学習システムを２コースから４コースに増加させ

た。 

 

【61】ＴＡ制度を大学院教育の一環として

位置付け，大学院生の実践教育の一助と

する。 

【61】教育実践を充実させるために，ＴＡ

を有効に配置する。  

 

・ＴＡ採用に関する基本方針を策定した。 

（ＴＡ実施時間数：平成１６年度 39,804 時間・１７年度 42,446 時間）

 

【62】留学生に対しては，留学生センター

との連携も考慮しつつ，留学生それぞれ

の状況に応じた対応が可能なように，支

援体制を整える。 

【62】留学生専門教育教員と留学生センタ

ー教員とが連携して留学生センター等が

行う留学生支援業務に当たるためのシス

テムを構築する。 

・留学生専門教育教員を含めた留学生センター連絡会議を開催し，留学

生支援について意見交換を行い，引き続き問題点を検討していくこと

とした。 
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【63】社会人学生の履修や研究指導の便宜

性を高めるために，昼夜開講制度等，開

講時間帯の弾力的運用を導入する。 

【63】社会人学生の履修や研究指導の便宜

性を高めるために，昼夜開講制度等，開

講時間帯の弾力的運用等を更に充実させ

る。 

・全ての研究科において実施してきた，昼夜開講又は休日開講を継続し

た。 

・長崎市の構造改革特別区域の認定を受け，外国人留学生の履修の便宜

を向上させた。 

 

○適切な成績評価等の実施に関する具体的

方策など 

○適切な成績評価等の実施に関する具体的

方策 

○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策  

（学士課程） （学士課程） （学士課程）  

【64】適切な成績評価を実施するために，

授業形態や授業科目の特性に応じた学習

到達度を明示し，それに対応した成績評

価の基準を明確にする。 

【64】全学教育の授業形態や授業科目の特

性に応じた到達目標と成績評価基準の検

討と，ガイドラインの作成を開始する。

また，ガイドラインに基づく授業マネー

ジメントの方法を，大学教育機能開発セ

ンターによる全学教育対象ＦＤプログラ

ムで定着させる。 

・同一科目で多数の講義が開講される教養セミナーについて到達目標と

成績評価基準の改定を行うとともに，授業マネージメントに関するＦ

Ｄを行った。 

・教養セミナーの科目目標と成績評価基準を示した教員用の改定ガイド

ラインを作成した。 

  

 

【65】ＧＰＡや医・歯学部における統一共

用試験等を導入して，学習到達度の基準

を設定し，また卒業判定方法について改

善を行う。 

【65】ＧＰＡ等や医・歯学部における統一

共用試験の実施を継続する。 

 

・ＧＰＡをコース振り分けや履修登録上限の緩和に利用した。 

・医学部では，共用試験の本試験を，歯学部ではトライアルを実施した。

 

 

【66】卒業時において，特に優秀な成績を

修めた学生については，学長による表彰

を行う。 

【66】卒業時において，特に優秀な成績を

修めた学生については，学長による表彰

を継続する。 

・学長，部局長による表彰を継続した。 

（平成１７年度学長表彰者９人，学部長表彰者３７人） 

 

 

（大学院課程） （大学院課程） （大学院課程）  

【67】適切な成績評価を実施するために，

授業形態や授業科目の特性に応じた学習

到達度を明示し，それに対応した成績評

価の基準を明確にする。 

【67】学習到達度を明示し，それに対応し

た成績評価の基準をシラバスに記載す

る。 

・生産科学研究科博士前期課程（工学系）においては，シラバスに学習

到達度と成績評価基準を記載した。 

 

 

【68】学位授与基準の点検，複数の指導教

員制度の導入，審査員の選定方法等の検

討を通じて，学位授与の円滑化と学位授

与率の向上を図る。 

【68】学位授与率を点検し，必要に応じて

指導体制を改善する。 

・規定年限での学位取得率（早期修了者及び休学者を除く）は，１６年

度修士９１％，１７年度修士９０％，１６年度博士４９％，１７年度

博士５０％，であった。 

・生産科学研究科博士後期課程においては，早期修了基準の明確化，副

指導教員の資格，役割の明文化，副指導教員の資格審査を行って体制

を充実させた。 

 

【69】教育目標に沿った課程の修業年限の

弾力化や成績優秀者に対する短期修了制

度を充実する。 

【69】学位授与を円滑化するために，成績

優秀者に対する早期修了制度を活用す

る。 

・医歯薬学総合研究科及び生産科学研究科で合計４名の学生が早期修了

した。 

 

【70】修了時において，特に優秀な成績を

修めた学生，及び学術研究活動において

高い評価を受けた場合など，顕著な業績

を挙げた学生については，学長による表

彰を行う。 

【70】修了時において，特に優秀な成績を

修めた学生，及び学術研究活動において

高い評価を受けた場合など，顕著な業績

を挙げた学生については，学長による表

彰を継続する。 

・学長，部局長による表彰を継続した。 

（平成１７年度学長表彰者４人，研究科長表彰数１９人） 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

１ 教育に関する目標 

（３） 教育の実施体制等に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○教職員の配置に関する基本方針 

・教育の充実と活性化を図る視点から教員を部局等に適切に配置するとともに，教育支援を充実するために技術職員，ＴＡなど支援職員の配置の適正化を図る。 

○教育環境の整備に関する基本方針 

・教育環境の改善に努めるとともに，附属図書館，学生自習室等自主学習を支援する施設・設備の整備に努め，全学的な観点から施設の効果的・効率的な利用を推進するととも

に，情報ネットワークの拡充・整備を行い，教育の改善に役立てる。 

・附属図書館に関しては，学習・教育・研究の基盤施設として，電子図書館機能及び地域の文化遺産に関するデータベースの整備・充実を図りながら，学術情報を収集・整理・

保管するとともに，利用者のニーズに的確に対応できる体制を整える。 

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための目標 

・教育の質を向上させるために自己点検・評価システムを構築し，多様な外部教育評価にも柔軟かつ適切に対応する。 

・各種成果指標から明らかにされた教育に関する改善点について全学及び各部局でＦＤを開催し，その成果を実際の教育に反映させるシステムを完成させ，運営する。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○適切な教職員の配置等に関する具体的方

策 

○適切な教職員の配置等に関する具体的方

策 

○適切な教職員の配置等に関する具体的方策  

【71】部局間の連携による全学横断的な教
育実施体制等を検討する。部局等におい

ては，教育活動に重点を置いた教員を適

宜配置する。 

【71】必要に応じて，全学教育の実施体制

を充実させる。 

 

・大学教育機能開発センター全学教育研究部門の兼任教員を専任化す

るとともに，新たに国際教育教員２名を配置した。 

 

【72】技術職員等の支援内容と配置を検
討・調整するシステムを構築する。 

【72-1】技術職員等の支援内容と適切な配

置を検討する。 

・工学部に技術職員等から構成される教育研究支援部を平成１８年度

から設けることとし，効率的な支援が行われる体制を整えた。 

 

 【72-2】外国語（英・中・韓国語）に精通

した事務職員の配置を進める。 

・国際連携研究戦略本部に英語が堪能な事務職員（有期雇用職員）及

び派遣職員を配置した。 

・留学生課に平成１８年度から中国人派遣職員を配置することとした。

 

【73】ＴＡの配置科目や教育補助の内容，
またＴＡ採用数を検討・調整するシステ

ムを構築する。 

【73】ＴＡの配置科目，予算配分基準，Ｔ

Ａ採用数を点検し，必要に応じて適正化

を図る。 

・ＴＡ採用に関する基本方針を策定した。 

（ＴＡ実施時間数：平成１６年度 39,804 時間・１７年度 42,446 時間）

 

○教育に必要な設備，図書館，情報ネット

ワーク等の活用・整備の具体的方策 

○教育に必要な設備，図書館，情報ネット

ワーク等の活用・整備の具体的方策 

○教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具

体的方策 

 

【74】講義室の稼働率，狭隘度，設備機器

等の現状を調査・点検し，講義室の整備

計画，利用計画の方策を策定するととも 

【74-1】講義室・演習室の有効活用を図る

ため，利用形態及び稼働率を調査し，そ

の実態を把握する。 

・全学の講義室について時間割表に基づいた稼働率調査及び各部局の

予約方法等の利用形態調査を実施した。予約システムを導入してい

る部局は１部局のみであり，データベース化の検討を開始した。 

 

に，管理情報を教職員が共同利用できる

データベースを構築する。 

【74-2,77-1】図書館拡張整備の具体的な検

討を行う。 

・図書館拡張整備について整備計画を作成し，施設整備費の概算要求

を実施した。 

 

【75】大学全体の視野に立った施設運営を

推進するシステムを確立し，講義室の効

率的，弾力的な利用を促進する。 

 

【75】全学教育棟における施設･設備の効率

的運用を推進するため，「情報処理教育」，

「ＣＡＬＬを活用した外国語教育」，「初

年次少人数セミナー」及び「自学自習」

に対応できる統合型マルチメディア学習

環境の整備に着手する。 

・講義室（３室）の固定机を可動式に換えるとともに，床をフリーア

クセスへと改修し，多目的に使用できるよう整備した。 
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【76】大学院生や留学生の増加に伴い，大

学院生等の研究室，実験室，演習室等及

び視聴覚機器等の施設・設備を拡充・整 

【76-1】熱帯医学研究所研究実験棟改修工

事において大学院生の研究室等を整備す

る。 

・熱帯医学研究所研究実験棟改修工事において院生・学生研究室（４

８㎡）・控室（２４㎡）を整備した。 

 

備し，教育研究環境の充実を図る。 【76-2】国際交流スペースにＩＴ機器・端

末を整備充実する。 

・留学生交流スペース（プラザ）に，英語・中国語・韓国語に対応可

能なパソコンを配備し，電子掲示板を整備した。 

 

 【76-3】留学生の増加に対応して，留学生

センターの拡充整備に向けた準備を開始

する。 

・留学生数の増加に伴い，留学生センター教室が手狭になっているこ

とから，センターの拡充整備に向けた計画づくりに着手した。 

 

【77】学習図書館機能の充実を図るため，

シラバスに記載された参考図書の収集，

閲覧座席の増設・更新，検索端末の増設

等の整備を行う。 

【77-2】学習図書館機能の充実を図るため，

平成１７年度のシラバス掲載図書を重点

的に収集するとともに，利用者用端末を

増設し，閲覧机，椅子及びグループ学習

室を整備する。 

・平成１７年度の全学のシラバスに掲載された参考図書を収集した。

また，学生希望図書を重点的に収集するための広報を実施した。 

・情報メディア基盤センターシステムの更新により利用者用端末を増

設した。 

・閲覧机及び椅子の更新を実施した。（医学分館：閲覧机３５台，椅子

１１９脚，経済学部分館：閲覧机６台，椅子１４１脚） 

・中央図書館及び医学分館にグループ学習室を，中央図書館にグルー

プ学習コーナー（メディアサロン）を整備した。 

 

 【77-3】情報メディア基盤センターシステ

ムの更新に合わせて，利用者端末の増設，

マルチメディア学習環境等の整備を行

う。 

・情報メディア基盤センターシステムの更新により，利用者用端末を

現行の６６台から１０２台へと３６台増設した（中央図書館７０台，

医学分館２２台，経済学部分館１０台）。またＤＶＤ利用環境の改善

などについて検討した。 

 

【78】利用者のニーズに対応して，附属図

書館の夜間開館時間の延長を実現する。 

【78】中央図書館の開館時間延長を実施す

る。 

・中央図書館の夜間開館時間を２０：００から２１：４５へ延長した。

・病院内共同図書室の２４時間利用のサービス対象を従来の教職員・

大学院生から教職員・大学院生・学部生に拡大した。 

 

【79】全学的運用により共用する教育研究

スペース（オープンラボ）を確保し，ま 

【79-1】全学的に共用する教育研究スペー

スの利用体制を整える。 

・全学的に共用する教育研究共用スペースの施設使用料を徴収するこ

とを学内規程で定めた。 

 

た部局等が使用する施設についても，教

育研究活動の効率化を図るために，部局

内で流動的に共用するスペースを確保す

る。 

【79-2】部局内での教育研究スペースの共

用を進める。 

・教育研究スペースの共用を進めるために，教育学部，医学部，薬学

部，工学部，環境科学部，水産学部において，オープンラボ，チュ

ートリアル室，共通実習室などのスペースを確保・利用した。 

 

 

【80】全学の情報ネットワーク利用のため

の機器を整備・更新し，ＩＴ化に対応し

た学生の自学自習システムを開発する。 

【80】携帯電話を利用した蔵書検索や利用

案内等のサービスを充実させる。 

・携帯電話から図書の貸出・予約状況を確認できる個人向けサービス

を開始した。 

 

【81】教員のＦＤ，学生ボランティア，ｅ

ラーニング教材を開発することにより，

図書館ガイダンスを充実させる。 

【81】教員，院生に対して電子ジャーナル

やデータベースに関する利用説明会を開

催する。 

・平成１７年９月１２日～１６日に教員と院生を対象として，情報探

索ガイダンス及び電子ジャーナルやデータベースの利用説明会を開

催した。 

 

 

【82】図書資料，学内貴重資料，学内学術

刊行物等の電子情報化を推進する。 

【82】電子図書館的機能の基盤となる目録

情報の遡及入力を継続する。 

・国立情報学研究所の目録データ遡及入力事業に参加し，経済学部分

館所蔵武藤文庫 4,000 冊の遡及入力を実施した。 

・中央図書館所蔵図書の遡及入力を職員により実施した。 

 

【83】重要図書の目録データベース，長崎

学デジタルアーカイブス，長崎大学主要

紀要の電子化を実現し，大学の学術情報

発信機能を強化する。 

【83-1】附属図書館経済学部分館の武藤文

庫及び医学分館の近世・近代医学史貴重

資料の電子展示を拡充する。 

 

・経済学部分館の武藤文庫の電子展示コンテンツを追加した。 

・「医学分館所蔵貴重資料和漢古書目録データベース」を構築して公開

した。 

 

 【83-2】武藤文庫新発見資料の受入整理計

画の策定を進める。 

・武藤文庫新発見資料中の文書類について整理を開始した。  
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 【83-3】学内研究紀要の附属図書館サーバ

による正式公開と保存を開始する。 

・工学部研究報告の附属図書館サーバによる正式公開と保存を開始し

た。 

 

 【83-4】幕末・明治期日本古写真データベ

ースの内容を追加する。 

・平成１７年度科学研究費補助金研究成果公開促進費（データベース）

により「幕末・明治期日本古写真メタデータ・データベース」のデ

ータを追加した。 

 

 【83-5】幕末・明治期の日本古写真に関す

るポータルサイトの構築に着手する。 

・幕末・明治期日本古写真に関するデータを標準化し，ポータルサイ

ト構築のための基礎を整備した。 

 

 【83-6】県内大学で創出された長崎学関係

文献のデータベース化を継続して推進す

る。 

・県内大学紀要掲載長崎関係文献データベースのデータを追加した。  

 【83-7】情報メディア基盤センターのシス

テムの更新に合わせて「長崎大学デジタ

ルアーカイブス」構築用システムを導入

し，学内外の主だった長崎関係情報資源

を収集対象とする「長崎学デジタルアー

カイブス」の構築を開始する。 

・情報メディア基盤センターのシステムの更新に合せて，「長崎大学デ

ジタルアーカイブス」構築用システムを導入した。 

・長崎市と共同で長崎市文化財報告書の電子化を実施した。 

 

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善

につなげるための具体的方策 

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善

につなげるための具体的方策 

○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方

策 

 

【84】教育に関する適切な自己点検・評価

を実施する。 

【84】教育に関する適切な自己点検・評価

を実施する。 

  

①学生による授業評価及び教育目標達成

度評価など適切な教育評価法を開発す

る。 

①学生による授業評価及び教育目標達成

度評価など適切な教育評価法の開発に

向け，研究に着手する。 

・大学教育機能開発センターにおいて，テキストマイニングシステム

（文章解析手法）を活用した授業評価分析に関する研究を開始した。

 

②全学教育，専門教育，大学院教育の全

ての授業科目について学生による授業

評価を実施する。 

②平成１６年度に引き続き，全学教育，

専門教育の授業科目について学生によ

る授業評価を実施する。 

・全学教育科目及び専門教育科目について，学生による授業評価を実

施した。 

・留学生センターで開講されている各プログラムの留学生による授業

評価を実施した。 

 

③卒業生による教育に関する事後評価，

企業等による大学教育に対する評価の

導入を検討する。 

③卒業生による教育に関する事後評価，

企業等による大学教育に対する評価に

ついて平成１８年度の実施に向けて検

討を進める。 

・教務委員会，学生委員会，就職委員会の下に「教育効果検証プロジ

ェクトチーム」を設置し，全学的な調査方法，調査内容を取りまと

めた。 

・工学部においては，学習目標がＪＡＢＥＥの基準に合致しているか

否かを検証するために，卒業生に対してアンケート調査を実施した。

 

④技術系におけるＪＡＢＥＥ審査など外

部評価に積極的に対応する。 

 

④水産学部及び工学部の一部においてＪ

ＡＢＥＥ審査（中間審査を含む。）を

受けるとともに，他組織においても外

部評価に対する準備を進める。 

・工学部では構造工学科がＪＡＢＥＥを受審し（平成１８年４月認定），

他５学科が平成１８年度に受審することを決定した。 

・水産学部においてはＪＡＢＥＥの中間審査を受審した。（平成１８年

４月認定継続）  

 

【85】評価結果を適切にフィードバックす

るシステムを確立し教育改善へ直結させ

る。 

【85】授業評価に関する以下の事業・業務

を大学教育機能開発センターにおいて推

進する。 

  

①評価結果を教員個人，講座等，部局へ

適切に還元する。 

①個々の教員に評価結果を通知するとと

もに，部局に評価結果データを提供す

る。 

・平成１７年度学生による授業評価結果を実施教員へ通知した。 

・平成１６年度学生による授業評価結果データを歯学部及び水産学部

に提供した。 

 

②評価結果をホームページ等により適切

に学内外へ公表する。 

②評価結果をホームページにより適切に

学内外へ公表する。 

・平成１６年度学生による授業評価結果について講義科目の全体集計

及び部局等別集計データを公表した。  
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③評価結果を教育改善に効率的に連動さ

せるために，ＦＤなどを活用した教育

マネジメント・サイクルを確立する。 

③評価結果を参考にした全学教育科目別

の全学教育カリキュラム検討ＦＤ及び

シラバス作成研修ＦＤを全学教育実施

委員会主催で開催するとともに，改善

案の提言を行う。 

・第２３回ＦＤ（全学教育ＦＤワークショップ）を開催し，科目別に

課題を設定し検討した。 

 

【86】教員の教育業績に関する評価システ

ムの確立と顕彰・処遇システムの整備 

①教員の個人評価システムの中で，教育

活動に関する点検・評価を実施し，特

に高い評価を受けた教員には，一層の

向上を促すための適切な措置をとる。 

【86】特に高い評価を受けた教員に一層の

向上を促すための方策を検討する。 

 

・水産学部では既にベストティーチャー賞を導入しているが，工学部

においても同賞の導入について検討した。 

 

【87】大学教育機能開発センター評価・Ｆ

Ｄ部門の機能と役割を明確化し，その機

能を教育改善に有効に活用する。 

①教育に関する全学的な自己点検・評価

の実施方策の開発研究及び評価フィー

ドバックシステムの開発研究 

【87-1】大学教育機能開発センターに「初

年次教育研究開発部門」を設置し，「学生

による授業評価」の自由記述部分の分析

方法に係る研究開発，授業科目（講義形

式）の効果的な教授法の授業実践を通じ

た研究を進める。 

・大学教育機能開発センターに「初年次教育研究開発部門」を設置し，

「学生による授業評価」を自由記述部分のテキストマイニング（文

章解析手法）により分析する方法の研究開発及び授業実践を通じた

授業科目（講義形式）の効果的な教授法の研究を開始した。  

 

②学生による授業評価業務の実施 

③評価データの管理と全学的な視点から

の分析 

【87-2】各部局ＦＤ関連組織からの要請に

応じたＦＤプログラムの開発と支援の体

制を継続するとともに，個別教員からの

授業改善のための相談体制を整備する。

・大学教育機能開発センターにおいて，ｅラーニングに関する部局Ｆ

Ｄへの講師派遣を５回行った。 

・個別教員のｅラーニングを活用した教育改善をサポートするため，

個別対応の小規模ワークショップ(ｍｙ ｗｏｒｋｓｈｏｐ)を開始

し，７回のワークショップを行った。 

 

○教材，学習指導法等に関する研究開発及

びＦＤに関する具体的方策 

○教材，学習指導法等に関する研究開発及

びＦＤに関する具体的方策 

○教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策  

【88】全学向けに以下の項目に重点を置い

たＦＤプログラムを開発し，毎年効果的

に全学ＦＤを実施する。 

①高等学校と大学（低年次）カリキュラ

ムの導入的接続 

②全学教育と専門教育カリキュラムとの

有機的接続 

③全学教育に関する目標到達度評価に沿

ったシラバス作成 

④全学教育に関する効果的な教材開発法 

⑤全学教育カリキュラムに沿った授業管

理法 

【88】教育改善委員会で決定した平成１７

年度全学ＦＤ年間計画（５回以上施行）

を実行する。本年度は以下の点に重点を

置く。 

①全学教育科目ごとに新カリキュラム対

応ＦＤを全学教育実施委員会主催で行

う。 

②ＦＤの一環として公開授業を行う。 

 

・長崎大学ＦＤ年間計画に基づき以下の５回のＦＤを実施した。 

第１９回ＦＤ：新任教員ＦＤ 

第２０回ＦＤ：初年次教育授業実践研究会 

（工学部リメディアル教育の２回の授業を全学に公開） 

第２１回ＦＤ：課題探求・解決型授業の支援Ⅱ 

第２２回ＦＤ：メンタルヘルス講演会 

第２３回ＦＤ：全学教育ＦＤワークショップ  

（全学教育実施委員会主催で全学教育科目の「教養特別講義」，「教

養セミナー」，「情報処理科目」及び「外国語科目」ごとにＦＤを実

施） 

 

【89】教育の改善を不断に図る一助として，

専門教育に関する各学部独自のＦＤを毎

年開催する。 

【89】教育の改善を不断に図る一助として，

専門教育に関する各学部独自のＦＤを，

引き続き開催する。 

・教育学部，経済学部，薬学部，工学部，環境科学部，水産学部にお

いて，合計１５回の学部独自のＦＤを開催した。 

 

【90】オンラインによるＦＤのシステムを

構築し，講演形式・ワークショップ形式

などの既存の実施方法と併せた総合的な

ＦＤ実施体制整備を行う。 

【90】オンライン型ＦＤコンテンツを配信

する。 

 

・オンライン型ＦＤ配信に必要な基盤整備（コース管理システム，ス

トリーミングビデオ配信サーバの整備）をほぼ完了し，オンライン

ＦＤの作成に着手した。 

 

 

【91】ＦＤプログラムとその成果を評価し，

評価結果はホームページ等を通じて学内

外に公表する。 

【91-1】平成１６年度までのＦＤの成果を

評価し，結果をまとめて出版する。 

 

・平成１６年度までのＦＤのまとめとして，「ＦＤのつくり方－長崎大

学・三年間の経験－」の構成を決定し，その作成に着手した。 

 



長崎大学 

 24

 【91-2】ホームページで平成１６年度のＦ

Ｄプログラムの成果データを公表する。

・平成１６年度の長崎大学ＦＤプログラムの成果データをホームペー

ジで公開した。 

 

【92】大学教育機能開発センター評価・Ｆ

Ｄ部門の機能と役割を明確化し，その機

能を教育改善に有効に活用する。 

①全学教育ＦＤプログラムの研究開発と

実施を主要に担う。 

②部局の要請に応じて各部局ＦＤプログ

ラム開発の支援を行う。 

【92-1】大学教育機能開発センターによる

事業・業務を平成１６年度に引き続き推

進する。本年度は特に以下の点に重点を

置く。S 

①環境科学部文理融合型環境教育カリキ

ュラム共通科目における教育マネージ

メントサイクル確立への支援 

②医学部保健学科離島実習前教育システ

ム開発の支援 

③工学部における工学教育初年次リメデ

ィアル教育モデルの開発と実践推進の

支援 

・文理融合型環境教育カリキュラム科目における教育マネージメント

サイクルの確立に関する検討を行った。 

・医学部保健学科の離島実習において，ｅラーニングを活用したミニ

カンファレンス及びコミニュケーションを実施した。 

・医学部保健学科において，離島実習の効果を高め，その効果を測定

できるｅラーニング活用自主学習システムの構築を検討した。 

・工学部創造工学センターと大学教育機能開発センターが共同して，

平成１８年度版リメディアル教育（数学）教材開発・改定を開始し

た。 

・大学教育機能開発センター初年次教育研究開発部門と工学部創造工

学センター共催で２回にわたる「初年次教育実践研究会」を開催し

た。 

 

 【92-2】特別教育研究経費による「初年次

教育指導支援システムの構築」事業を推

進するため大学教育機能開発センターに

『初年次教育研究開発部門』を設け，次

のプロジェクトを推進する。 

①初年次教育指導支援システム構築 

②初年次学生のためのラーニング・ティ

ップス制作 

③初年次教育国際共同研究 

・初年次教育指導支援システム構築の中核システムとなる「テキスト

マイニング型授業評価・ポートフォリオ分析システム」の開発を行

った。 

・「初年次学生のためのラーニング・ティップス（学びの秘訣集）開発

プロジェクト」を立ち上げ，学生の学びに関する調査を開始するた

めのプロジェクトスタッフを配置した。 

・初年次教育国際共同研究プロジェクトを推進するための準備として，

初年次教育研究の先端的研究機関「初年次教育研究国際情報センタ

ー」（米国サウスカロライナ）を訪問し，調査及び資料収集を行った。

 

 

【93】情報関連教職員により構成されたプ

ロジェクトチームを構築し，情報化時代

に対応した，マルチメディア教材とｅラ

ーニングのコンテンツ開発の全学的体制

を整備する。 

【93】マルチメディア教材とｅラーニング

のコンテンツ開発の試行的運用を開始す

る。 

 

・情報処理入門及び教養セミナーにおいて，ビデオ教材を活用した情

報倫理教育を行った。 

・ビデオとＨＴＭＬによる「中国事情」学習コンテンツを作成した。

 

 

 

○全国共同教育，学内共同教育等に関する

具体的方策 

○全国共同教育，学内共同教育等に関する

具体的方策 

○全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策  

【94】補習授業等特定の科目については適

切な授業実施が可能となるよう，関連大

学・学部と協力してｅラーニングのコン

テンツ開発など，教材や授業方法の改善 

【94】工学部における補習授業等特定の科

目については適切な授業実施が可能とな

るよう，関連大学・学部と協力して，教

材や授業方法の改善を図るため，ｅラー

・平成１６年度に開発した補習授業「数学」に関するｅラーンニング

のコンテンツの有効性を検証するため，学生への公開に向け準備を

開始した。 

・富山・新潟両大学の工学部と連携した取組である〔特色ある大学教

 

を実施する。 ニングのコンテンツ開発を推進する。 育支援プログラム「ものづくりを支える工学力教育の拠点形成」〕の

一環として，工学部創造工学センターと大学教育機能開発センター

が共同して，平成１８年度版リメディアル教育（数学）教材開発・

改定を開始した。  

 

【95】全学教育に関しては，大学教育機能

開発センターの機能を活用しつつ，全学

協力体制で実施する。 

【95-1】全学教育に関しては，大学教育機

能開発センターの機能を活用しつつ，全

学協力体制で実施する。 

・大学教育機能開発センターの教員が，全学教育実施委員会，科目別

委員会委員長を務めるなどして全学教育の企画・実施に係わり，全

学協力体制による全学教育を実施した。 

 



長崎大学 

 25

 【95-2】大学教育機能開発センターに初年

次教育のための学習指導支援を研究開発

する組織を設置し，個々の初年次学生の

変容過程データをもとに，学生に応じた

学習指導が可能となる支援システム構築

に向けた研究開発を推進する。 

・大学教育機能開発センターに「初年次教育研究開発部門」を設置し，

初年次教育指導支援システム構築の中核として，テキストマイニン

グ（文章解析手法）による授業評価分析システム及び学習履歴を分

析するポートフォリオ分析システムの開発を行った。 

  

 

○学部・研究科等の教育実施体制等に関す

る特記事項 

○学部・研究科等の教育実施体制等に関す

る特記事項 

○学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項  

【96】学部・研究科間で共通する授業科目

等については共同講義の実施を推進す

る。 

【96】複数学部に共通する授業科目等につ

いて，共同講義の実施を検討する。 

・医学部，歯学部で共修を実施した。  

【97】特色ある地域の文化や歴史に深く根

ざした教育研究を推進する平和・多文化

センターの機能を強化し，地域での教育

実践に強い教員養成を支援する。 

【97】平和・多文化センターの機能の強化

を進める。 

 

・平和・多文化センターの機能強化を推進するために，以下の事業を

行った。 

①教育学部生１９名を漢陽大学校との学術交流に参加させ，韓国で

の教育実習等を体験させた。 

②北京教育学院の現場の教員を中心とした視察団を受け入れ，国際

理解教育についての意見交換を行った。 

③教育学部創立１３０周年記念事業の一環として，韓国・中国のパ

ネラーを招き「国際化に対応する教育戦略－競争と共存の調和に

向けて－」をテーマとしたシンポジウムを開催した。 

 

【98】学生の自主的，創造的な活動を支援

する創造工学センターの機能を強化，発

展させ，工学力（ものづくりを支える総

合的な力）教育の拠点形成を目指す。 

 

【98】平成１５年度特色ある大学教育支援

プログラム採択課題「ものづくりを支え

る工学力教育の拠点形成」を推進し，全

国のモデルとなる工学力教育を長崎大学

から発信する。 

・工学部創造工学センターの活動の一環として第３回「学生ものづく

り・アイディア展ｉｎ長崎」を実施した。 

・ものづくりを支える工学力教育に直結した「エンジニアリングデザ

イン」に関連する工学部共通科目（学科横断型科目および学年混合

型科目）として「創成プロジェクト」を平成１８年度より新しく導

入することを決定した。 

 

【99】薬学教育の６年制の実施に向けた教

育体制の整備を検討する。 

【99】高度薬剤師及び薬科学研究者養成を

主目的とする，６年制及び４年制の並立

実施に向けた薬学部の学部教育体制を整

備する。それに連動して，臨床研究を主

体とする博士課程及び創薬研究を主体と

する博士前期・後期課程への大学院２体

制の確立を進める。 

・高度薬剤師及び薬科学研究者養成を主目的とする，６年制及び４年

制の並立実施に向けた薬学部の学部教育体制を整備した。 

・薬学部の学部教育体制の整備に連動して，臨床研究を主体とする博

士課程及び創薬研究を主体とする博士前期・後期課程への大学院２

体制の確立について検討を行った。 

・高度薬剤師養成に必要な実務実習用模擬薬局の設置場所を確保し，

必要な設備の導入を開始した。 

 

【100】 【100】医学部臨床教育における離島医療研

修プログラムについて，学生側並びに地

域受入れ側との間での１６年度実施結果

に対する評価を実施し，必要な改訂を加

える。また，同プログラムに参加する地

域の拡大を図るとともに，保健学科との

共修について検討する。 

・医学部臨床教育における離島医療研修プログラムについて，学生側

並びに地域受入れ側との間での平成１６年度実施結果に対する評価

を実施し，６年次生に対する高次医療実習を開始した。  

・保健学科との共修について検討を行った。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

１ 教育に関する目標 

（４）学生への支援に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○学生への学習支援に関する基本方針 

・学習相談・助言体制を見直し，学生の修学指導の充実を図るとともに， ＩＴ を活用した新しい学習体制を整備し，学生の学習意欲の向上と自主的学習態度の涵養に努める。 

○学生への生活支援に関する基本方針 

・学生相談体制の整備を図り，心身の健康保持・増進の支援をはじめ経済支援に努める。また，学内外における学生の自主的活動への支援体制を強化する。就職指導と就職活動

支援の体制を整備・充実して大学における教育成果が卒業後に十分発揮出来るよう支援する。 

 社会人・留学生等については，生活支援等において特別の配慮を行うよう努める。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○学習相談・助言体制等に関する具体的方

策 

○学習相談・助言体制等に関する具体的方

策 

○学習相談・助言体制等に関する具体的方策  

【101】学年担任制度，クラス担任制度，少

人数担任制度，チューター制度など学部

に適した体制を整備するとともに，ＴＡ

を配置して指導を充実させる。 

【102】オフィスアワーの実施を推進する。 

【101,102】学年担任制度，クラス担任制度，

少人数担任制度，チューター制度，オフ

ィスアワー制度，ＴＡ制度などを活用し，

相談・助言・支援体制の整備を継続する。

・全学部において，学年（クラス）担任制あるいは少人数担任制を活

用するとともに，ＴＡによる支援を行った。 S 

・留学生を支援するためのチューター制度がより効果的に機能するよ

うに，チューターに対するオリエンテーションの実施，「チュータ

ー・ガイドブック」の改訂等を引き続き行った。 

・学生２０名の参加を得てピア・サポートを全学的に導入した。また，

学生委員会において実施方法等の改善・充実を検討した。 

 

 

 

【103】「学生何でも相談室」と，学部等の

相談員との連携を密にして相談機能の向

上を図る。 

【103】相談機能の向上を図るため，「学生

何でも相談室」と学部等の相談員との連

携を密にする工夫をする。 

・ＦＤの一環として「学生何でも相談室」と学部の相談員との連携に

ついて講演会を開催した。  

・「学生相談の充実方策プロジェクトチーム」を学生委員会のもとに組

織し，「学生何でも相談室」と保健管理センター，学部等の連携を密

にする方策について検討を開始した。  

 

【104】単位取得状況の把握による指導体制

を確立する。 

【104】学生個々の単位取得状況を把握する

ため，履修届，出席状況，単位履修確認

などを追跡するための全学的体制の整備

を進める。 

・単位取得状況，進級や卒業研究着手状況，国家資格取得状況など，

様々な教育成果達成指標に係るデータの収集・管理・分析システム

の導入とその運用体制を決定した。 

 

【105】ＩＴ活用のための情報インフラ（自

習室，講義室のネットワーク環境等）を

計画的に整備する。 

【105】平成１７年度の情報メディア基盤セ

ンターの機器更新に合わせて情報インフ

ラを整備する。 

・情報メディア基盤センターの利用者端末を３１８台から５４３台に

増設した。 

・ＤＶＤ視聴が可能となるように機器を増設した。 

 

【106】ＩＴ支援による新しい学習体制（教

育用サーバを利用したコンピュータ支援

授業，衛星回線・インターネット等を利

用したオンライン共同授業など）の整備

を行い，多様な学習形態を実現する。 

【106】平成１６年度に設置したｅラーニン

グに関するＷＧで，ＩＴ支援学習体制に

ついて議論し，その整備を進める。 

・教務委員会のもとに設置した「ｅラーニングワーキンググループ」

で，ＩＴ支援学習体制の整備について検討し基盤システムの導入に

関する提言を行った。 

 

 

○生活相談及び就職支援等に関する具体的

方策 

○生活相談及び就職支援等に関する具体的

方策 

○生活相談及び就職支援等に関する具体的方策  

【107】学生生活全般にわたるアンケート調

査（学生生活調査）を全学生を対象に中

期目標期間中に２回行い，学生の現況と

要望を的確に把握し重点支援方策を設定 

【107-1】平成１６年度に集計・分析した学

生生活調査に基づき設定した重点支援方

策を順次実施する。 

・課外活動施設の実態調査を行った上で，総合体育館，補助体育館，

サークルセンター等の緊急度の高い施設から整備した。 

・修学支援策として，不登校及び休・退学者減少方策について検討を

開始した。  
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するとともに，目標達成度の評価資料と

しても活用する。 

 ・相談体制の充実の一環として，ピア・サポートを実施した。 

 

 

 【107-2】長崎大学後援会の援助を得て学生

支援・就職支援を充実する。 

・長崎大学後援会の援助を受け，企業向けパンフレットの作成，夢募

集，学生・学生団体表彰，全学サークル連合及び学園祭運営委員会

への支援など正課外活動の活性化を中心に支援した。 

 

【108】学生相談体制の整備と「こころ」の

健康保持 

【108】学生相談体制の整備と「こころ」の

健康保持 

  

①「学生何でも相談室」にインテーカー

（相談窓口）を配置し，学生が相談し

やすい環境を整備するとともに，専門

のカウンセラーを適切に配置する。 

①学生相談体制について，学生への一層

の周知を図る。 

・学生への相談窓口の周知方策は，学生生活案内，ばってんライフの

ホームページへの掲載，学生向け掲示板への掲示等により周知徹底

を図り相談件数が２．４倍に増加した。 

・ホームページについては，相談窓口案内をトップページに移動して

より分かりやすくした。 

 

②各部局における学生支援担当者と，保

健管理センターにおけるメンタルヘル

ス相談担当者，学生支援センター担当

者との連携を十分にして相談機能の充

実を図る。 

②各学部等における学生支援担当者と保

健管理センターにおけるメンタルヘル

ス相談者及び学生支援センター担当者

による事例検討会を引き続き定期的に

行う。 

・メンタルヘルス懇談会を２回開催し学生の健康面の事例検討を行っ

た。 

  

 

③各学部は，休・退学，留年，不登校の

実態の定期的な調査と対応の体制を整

備する。 

 

③各学部等における，休・退学，留年，

不登校への対応を支援するための全学

的なデータを収集・管理・分析する全

学的体制の整備に着手する。 

・休・退学に至った理由及び休・退学の申し出に対する指導教員等の

指導内容を全学的に把握するために，「休学・退学に係る理由書」の

全学統一書式を作成した。 

・単位取得状況，進級や卒業研究着手状況，国家資格取得状況など，

様々な教育成果達成指標に係るデータの収集・管理・分析システム

の導入とその運用体制を決定した。 

 

④学生委員会の下に，学生生活相談とメ

ンタルヘルス対策の現場担当者で組織

する「学生相談支援協議会（仮称）」を

置き機動的対応を行う。 

④学生何でも相談室とメンタルヘルス相

談の在り方について検討する。 

 

 

・「相談室会議とメンタルヘルス懇談会の合同ワーキンググループ」を

設置し，学生何でも相談室とメンタルヘルス懇談会の一本化に向け

て「学生相談支援協議会（仮称）」の設置を検討した。 

 

⑤学生のこころの健康保持に資するため

学生間のピア・サポート導入を図る。

・学生２０名の参加を得てピア・サポートを全学的に導入した。   

⑥海外留学（語学留学を含む。），外国旅

行(私事旅行)の届出制を確立する。（特

に休学（留学）による留学先の把握体

制） 

・従来からある海外渡航届の提出について，各学部等へ依頼し周知を

図った。 

（海外渡航届件数：平成１６年度１２７件，１７年度１４６件） 

 

【109】心身の健康保持・増進等の支援 【109】心身の健康保持・増進等の支援   

①保健管理センターにおける定期健康診

断の受診を徹底させ，学部学生にあっ

ては現状の高受診率（80.7%; 新入生

98.7%）を維持するとともに，大学院生

の受診率（60.6%）を向上させる。 

①平成１６年度の定期健康診断受診率は

学部学生，大学院生とも増加傾向を示

したが，更なる向上を目指すとともに

留学生（１０月入学者）の受診率向上

対策を検討する。 

・平成１７年度の受診率は平成１６年度に比べ学部学生は３.１％増の

８７．４％と向上したが，大学院生は４．２％減の６１.４％と低下

した。職場で受診した社会人学生を含めると，６５.３％となりほぼ

横ばいであった。 

・留学生に対する受診率向上対策として，留学生オリエンテーション

の際に健康診断を受診するよう直接呼びかけた。平成１７年１０月

の留学生の受診率は平成１６年度に比べ２.０％増の８６.５％と向

上した。 
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②学生の福利厚生改善のため，長崎大学

生活協同組合等と大学との定期的協議

の場を新たに設け，特に食堂の整備と

健康に留意したメニューの充実を図

る。 

②長崎大学生活協同組合等と大学との定

期的協議の場を活用し，学生の福利厚

生改善のために，健康に留意した食事

を提供する環境を整備する。 

・平成１７年４月に１週間,長崎大学生活協同組合と保健管理センター

が連携して，バランス弁当（学生の栄養面の偏りをなくす配慮をし

たもの）の販売促進キャンペーンを実施した。 

 

 

③一般学生にも開放された各種運動施

設，コミュニケーションルームと屋外

の交流広場の整備に努める。 

③学生支援施設の整備について学生委員

会で検討する体制構築を引き続き進

め，整備計画を検討する。 

・学生支援施設の整備については，学生委員会に置く学園祭・課外活

動専門委員会で，学生生活調査の結果及び各学部，学生等の意見を

集約して整備計画を検討し，総合体育館，補助体育館，サークルセ

ンター等の緊急度の高い施設から整備した。 

 

【110】就職支援 【110】就職支援   

①就職何でも相談並びに就職情報支援シ

ステムの充実を図る。 

・就職何でも相談においては，模擬面接を実施し相談内容を充実させ

た。就職情報支援システムについては，Ｗｅｂ学生支援システムの

利用を決めた。 

 ①企業での就労体験を持つキャリアアド

バイザーを配置する等就職情報室の充

実を図る。 

②就職情報室を，ジョブ・カフェ又は活

動支援の場として活用することを検討

する。 

・就職情報室を共用談話室と融合し規模を拡大したキャリア情報コー

ナーとして整備した。 

 

②全学及び各学部の就職担当教職員が連

携して全学的就職指導体制を充実・強

化する。 

 

③全学的就職指導体制を充実・強化する

ため，全学及び各学部の就職指導担当

教員・職員等の会合を開き，大学内に

おける就職支援の役割分担等を話し合

う。 

・就職担当教員・職員等連絡会を開催し，全学的事業と各学部・学科

の支援事業の実態把握を行い，初年次から参加可能な就職支援事業

の情報を提供し，学部間の相互乗り入れを行った。 

 

③外部（企業等）から講師を招きキャリ

ア教育を授業として実施する。 

④外部（企業等）から講師を招き，キャ

リア教育を授業として引き続き実施す

る。 

・従来の全学教育の授業科目「キャリア概論」及び「キャリア概論・

インターンシップ」を引き続き実施した。 

・平成１８年度から，従来のキャリア概論に加え就職の基礎をガイド

する新しいキャリア概論を開講することを決定した。 

 

④各学部においてキャリア教育やインタ

ーンシップを単位化し，一層の推進と

充実を図る。 

⑤各学部におけるキャリア教育を推進す

る。S 

 

・各学部の専門教育においては，従来のインターンシップを継続する

とともに，産業界と連携した科目の開講のみならず，教育や医療の

現場を実地に体験する科目の開設によって，職業意識の向上を図っ

た。 

 

⑥新入生段階から就職意識の醸成を図る

ために，３年生用の「就職のしおり」

とともに新入生のための「就職のしお

り」を引き続き作成する。  

・新入生，３年生用「就職のしおり」を作成して，配布した。S 

  

 

⑦企業向け大学案内を充実する。 ・就職委員会に設置した「企業向け大学案内ワーキンググループ」に

おいて検討し，その内容を充実した。 

 

 

⑧就職関係ガイダンスを充実するため，

授業時間割との関係を工夫する。 

・初年次で行う就職関係ガイダンスは，キャリア教育として全学教育

に移行し，時間帯の確保を行った。 

 

⑤全学及び各学部において進路ガイダン

ス，講習会，企業訪問，企業説明会な

どを企画，実施する。 

⑨就職内定学生による下級生を対象とし

た自主的な就職支援活動について会場

を提供するなど大学として支援する。

・会場提供に加え，３つの自主的な支援企画に対して学長裁量経費に

より経費を支援した。 
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 ⑩長崎県と連携して留学生への就職指

導・支援を充実させる。また，留学生

のインターンシップへの参加を拡大す

るため，長崎県インターンシップ協議

会等を通じて企業に働きかける。 

・県内企業を中心としたキックオフセミナーにおいて，就職斡旋の協

力を得るなど連携を図るとともに，インターンシップ受入れに当た

っては，長崎県インターンシップ推進協議会構成団体の長崎県経営

者協会を通じた留学生受入の働きかけを行った。 

 

【111】学生の自主的活動の支援 【111】学生の自主的活動の支援   

①競技会・展覧会等での成績優秀者及び

ボランティア活動などに対する表彰制

度や報奨制度を実施する。 

①競技会・展覧会，学会等での優秀者及

びボランティア活動等に対する学長表

彰を引き続き充実させる。 

・競技会等での成績優秀者１０名及び１１団体，学術研究活動での業

績優秀者５名，卒業・修了時の成績優秀者１４名，ボランティア活

動１名に対し，表彰を行った。 

 

②大学キャンパス施設整備計画の重点項

目の一つとして，学生プラザや体育館

など学生支援施設の整備・充実に取り

組む。 

②学生支援施設の整備案を検討し，順次

整備を行う。 

・全学の体育施設及び課外活動共用施設等の実態調査を行い，整備箇

所のリストアップを行うとともに総合体育館，補助体育館等緊急度

の高い施設から整備を行った。 

 

【112】経済的支援 【112】経済的支援   

①学費免除制度を活用するとともに，外

部資金による奨学金制度の創設を目指

す。 

①学費免除制度の改定に伴い，免除制度

の周知と円滑な運用を図る。 

・学費免除については，担当職員が坂本地区，片淵地区の各キャンパ

スに出向いて説明会と申請書等の配布・回収を行い，制度の周知と

円滑な運用を図った。 

 

②大学院生に対しては，ＴＡ, ＲＡ（リ

サーチ・アシスタント）制度によるほ

か，内部・外部資金の弾力的活用によ

る研究支援員等の枠を拡大する。 

②ＴＡ，ＲＡ制度，研究支援員制度等に

よる大学院生への経済支援の充実につ

いて検討する。 

 

・ＴＡ採用に関する基本方針を策定した。 

（ＴＡ実施時間数：平成１６年度 39,804 時間・１７年度 42,446 時間）

  

 

○社会人及び留学生等に対する配慮 ○社会人及び留学生等に対する配慮 ○社会人及び留学生等に対する配慮  

【113】社会人に対する配慮 【113】社会人に対する配慮   

①教育環境に配慮した施設・設備（保育

施設，夜間照明，駐車場等）を整備す

る。 

①社会人学生（現職教員）のための研修

室確保に努める。 

・教育学研究科，経済学部，経済学研究科では，社会人（現職教員）

のための研修室を確保した。 

 

②学生相談体制，オフィスアワー，食堂

等の夜間機能を整備する。 

 

②シラバスに担当教員のＥメールアドレ

スを記載することにより，社会人学生

の学生相談体制，オフィスアワー機能

を充実させる。 

・シラバスに教員のＥメールアドレスや電話番号を記載して，相談体

制を整えた。  

 

③利用者のニーズに対応して，附属図書

館等の夜間開館時間の延長を実現す

る。 

③中央図書館の開館時間延長を実施す

る。 

・中央図書館の夜間開館時間を２０：００から２１：４５へ延長した。

・病院内共同図書室の２４時間利用のサービス対象を従来の教職員・

大学院生から教職員・大学院生・学部生に拡大した。 

 

 ④携帯電話を利用した蔵書検索や利用案

内等のサービスを充実させる。 

・携帯電話から図書の貸出・予約状況を確認できる個人向けサービス

を開始した。 

 

【114】留学生に対する配慮 【114】留学生に対する配慮   

①部局の留学生担当専門教育教員を活用

するとともに，チューター制度を整

備・発展させる。 

①学部の留学生専門教育教員を活用する

とともに，チューター制度の充実を図

る。 

①留学生専門教育教員を含めた留学生センター連絡会議を開催し，引

き続き留学生センター教員と留学生指導教員の連携を図るととも

に，チューター研修会を実施した。 

 

②留学生交流のためのスペースを整備・

充実させる。 

②国際交流スペースにＩＴ機器端末を整

備充実する。 

②留学生交流スペース（プラザ）に，英語・中国語・韓国語に対応可

能なパソコンを配備し，電子掲示板を整備した。 
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③国際交流会館の拡充，企業の社員寮等

の借り受けなど，留学生用宿舎の確保

に努める。 

③企業宿舎の確保を推進する。 

④国際交流会館（西町）の増設の具体的

検討を行う。 

⑤不動産業協会への働きかけにより，低

家賃の民間アパート等の確保を推進す

る。 

③長崎地域留学生交流推進会議の協力を得て，低廉な宿舎情報の提供

を受けた。 

④国際交流会館（西町）の将来的な増設についての検討を行った。当

面の方策として，同会館の夫婦室，家族室の一部を単身用に改修し，

１０名の単身者の入居者数の増を図った。 

⑤長崎地域留学生交流推進会議，長崎県及び不動産協会との連携の中

で，低廉で敷金等にも配慮された住宅情報の提供を受け，入居が可

能となった。 

 

④留学生のための大学独自の奨学金制度

や，外部資金による奨学金制度の創設

を目指す。 

⑥外国人留学生奨学金設置に向けて検討

を進める。 

⑥長崎地域留学生交流推進会議等で，奨学金制度の構築について検討

を開始した。 

 

【115】障害者に対する配慮 【115】障害者に対する配慮   

①施設のバリアフリー化を一層進める。 ①施設のバリアフリー化を引き続き進め

る。 

・工学部本館，熱帯医学研究所及び教育実践総合センター１階アプロ

ーチ部分にスロープを設置し，工学部本館と熱帯医学研究所には多

目的便所を設置してバリアフリー化を一層推進した。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

２ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○大学の理念を研究面から実現するための基本方針 

・大学の理念を研究面から実現するため，大学院に重点をおいた研究の一層の高度化を推進し，国際水準の研究成果を生み出すことを目標とする。研究の推進に当たっては，ア

ジアを中心とする諸外国との連携・協力の下，長崎大学として特色のある学問分野を育てるとともに，地域の諸問題を研究課題として積極的に取り上げることを基本とし，そ

のための資源の重点配分を行う。 

○成果の社会への還元に関する基本方針 

・研究成果は，大学院教育に積極的に反映させ，高度な専門性を備えた人材養成に生かすとともに，地域社会の発展のために活用する。 

○研究の水準・成果の検証に関する基本方針 

・研究の水準・成果については，それぞれの学問分野毎に国際基準や社会的評価等を用いて検証する。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○目指すべき研究の方向性 ○目指すべき研究の方向性 ○目指すべき研究の方向性  

【116】総合大学として本学が有する施設設

備や研究組織，研究内容・方法の多様性

を活用し，その特性を生かした学際的・

総合的研究を推進する。 

【116】総合大学として本学が有する施設設

備や研究組織，研究内容・方法の多様性

を活用し，その特性を生かした学際的・

総合的研究の推進及び重点的に育てよう

とする分野の研究の推進のためのグラン

ドデザインを策定・公表するとともに，

その実現に着手する。 

・学内共同教育研究施設の統合・改組や学内重点研究水準の設定を終

了したが，施設・設備整備や研究組織充実（再編を含む）のための

大学全体としてのグランドデザインの策定は次年度に持ち越した。

 

 

【117】地域が抱える諸問題を積極的に研究

課題として取り上げ，それらの研究活動

を通して，当該分野におけるアジアや世

界での中核的研究拠点形成を目指す。 

【117】学内共同教育研究施設「環東シナ海

海洋環境資源研究センター」を設置し，

アジアや世界における当該分野での中核

的研究拠点形成を目指して先端的・国際

的研究を開始する。 

・学内共同教育研究施設「環東シナ海海洋環境資源研究センター」を

設置し，アジアや世界における当該分野での中核的研究拠点形成を

目指して先端的・国際的研究を開始した。 

・ベトナムとケニアに感染症海外研究拠点を設置した。 

 

【118】重点的に育てようとする研究分野を

選定し，その研究課題に対して研究費，

研究スペース及び人的資源面で積極的に

支援する。 

【118】重点的に育てようとする研究分野へ

の特別教育研究経費及び競争的外部資金

の導入を支援する。 

 

・学長のリーダーシップの下，重点的に育てようとする研究分野につ

いて優先的に特別教育研究経費として概算要求し，予算が採択され

た研究課題については研究費，研究スペース及び人的資源面での整

備がなされた。 

 

【119】本学の特色となりうる基礎的研究や

萌芽的研究を推進する。 

【119】引き続き，基盤的教育研究経費を確

保するとともに，学長裁量経費により基

礎的研究や萌芽的研究を支援する。 

・部局への基盤的研究経費を従来通り確保するとともに，学長裁量経

費を活用して萌芽的研究支援のための学内公募型研究（総額 28,000

千円）を実施した。 

 

○大学として重点的に取り組む領域 ○大学として重点的に取り組む領域 ○大学として重点的に取り組む領域  

【120】２１世紀ＣＯＥプログラムとして採

択された「放射線医療科学国際コンソー

シアム」と「熱帯病・新興感染症の地球

規模制御戦略拠点」の推進。 

 

【120】２１世紀ＣＯＥプログラム「放射線

医療科学国際コンソーシアム」と「熱帯

病・新興感染症の地球規模制御戦略拠点」

は前年度までの実績を更に発展させ，拠

点形成を実現する。 

・２１世紀ＣＯＥプログラム「熱帯病・新興感染症の地球規模制御戦

略拠点」が中間評価で，最高評価（Ａランク）を受けた。 

・平成１４年度採択の「放射線医療科学国際コンソーシアム」は４年

目に入ったが，前年度の中間評価「Ａ」の結果を受けて，現在推進

中の７大プロジェクトのさらなる展開を図った。 
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【121】東南アジア・東アジアに近いという

本学の地理的特性に基づく特色ある研

究。 

【122】東シナ海域及びその周辺域をフィー

ルドとした海洋環境保全・修復や水産資

源育成に関する研究。 

【123】分子認識科学など最先端分野におけ

る国際連携研究。 

【124】少子化，高齢化，地域災害，医療，

福祉，健康管理など，現代の諸問題に加

えて離島や山間部の多い長崎の地形的特

殊性及び被爆地としての特殊性を踏まえ

た学際的研究。 

【121,122,123,124】２１世紀ＣＯＥプログ

ラム以外の重点プロジェクトの具体的推

進戦略を策定する。 

・２１世紀ＣＯＥプログラムと海洋環境資源研究以外の学内重点プロ

ジェクトの選定法を策定した。 

・平成１７年４月「環東シナ海海洋環境資源研究センター」改組が完

了し４研究部門を設けた。助教授１名，助手１名を採用するととも

に兼務教員として関係部局から１７名が参加し，韓国・中国の関係

機関と連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源の保全・回復に

関する研究調査」を開始した。 

 

 

【125】産官と連携し地域企業を活性化する

ための特徴ある先端的研究。 

 

【125】長崎県特産魚種の幼生期の飼育・育

成のために必要な個々の技術の産業化

と，対象魚種のブランド化を推進する。

・文部科学省・地域結集型プロジェクト「ミクロ海洋生物による海洋

環境保全・生物生産に関する技術開発」研究（平成１７年度 24,000

千円）に取り組み，長崎県の新しい特産魚であるマハタの生産方法

に関わる特許を６件出願し，さらに県内養殖業者への技術移転試験

を開始した。 

・長崎大学発ベンチャーが４件創設された。長崎県大学等発ベンチャ

ー創出事業より１億円枠が１件，１千万円枠が２件，もう１件が経

済産業省地域新規産業創造技術開発費補助事業に採択された。 

・長崎県土木部との共同研究に学内教員１６名が参加し，これに企業

等１９社，２２名が参画するプロジェクト型としては初めての民間

等との共同研究「建設発生木材リサイクル資材研究開発事業」に取

組んだ。 

 

○成果の社会への還元に関する具体的方

策 

○成果の社会への還元に関する具体的方策 ○成果の社会への還元に関する具体的方策  

【126-1】シーズ情報の届出システムを構築

する。 

・「発明相談」の制度を通じて，研究成果発表前の出願の必要性につい

て，学内周知を行った。 

 

【126-2】公式ホームページ等によりシーズ

情報を公開し，地場産業の振興を図るべ

く地域社会との連携を強化する。 

・知的財産本部ホームページ及び長崎ＴＬＯホームページを活用して，

知財管理のポリシー及び技術移転のポリシー等を公開した。 

 

 

【126】既存の産学官交流をさらに推進する

ために，大学研究者が有する基礎的・応

用的シーズをより積極的に公開し，それ

による共同研究等を通して地域社会との

連携を図る。 

【126-3】産学官連携組織「コラボ産学官」

を拠点としたシーズ公開を通じて首都圏

での産学連携の推進に着手する。 

・工学部及び生産科学研究科の教員を中心に，平成１６年度の東京地

区，長崎地区における交流会に引続き，１７年度に大阪地区，福岡

地区の企業を対象にコラボ産学交流会を行った。 

 

【127】研究活動によって得られた学術情報

の有効利用のため，各種情報のデータベ

ース化を図り，その学内支援体制を構築

する。 

【127】共同研究交流センターが構築してい

る研究情報データベースの充実・周知を

図る。 

 

・研究者情報の登録・更新を平成１７年５月と９月に実施した。  

【128】達成された研究成果については，新

たな産業の創出に寄与するため，独創的

かつ有用な知的財産の創出を進めるため

の組織（知的財産本部）・技術移転機関（Ｔ

ＬＯ）の連携のもとに技術移転を行う。 

【128】長崎ＴＬＯへの役員参加，出資など

により，経営に参画し，技術移転の質的

及び量的な実績を高める。 

 

 

・長崎ＴＬＯの特別会員を継続する。また，本学教員が長崎ＴＬＯの

役員を兼業し，長崎ＴＬＯ社長及び長崎ＴＬＯ技術移転スペシャリ

ストが発明等評価委員会に参加する等の連携を継続した。 
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【129】学内研究施設・研究室の学外開放

を推進する。 

【129】学内研究施設・研究室の学外開放の

検討を開始する。 

・オープンラボ利用の新規定を制定した。  

○研究の水準・成果の検証に関する具体的

方策 

○研究の水準・成果の検証に関する具体的

方策 

○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策  

【130】本学における研究分野や研究活動の

多様性に基づき，研究水準の設置対象を

人文，社会，自然，生命科学系に区分し，

それぞれの分野でのＣＯＥ研究水準，学

内重点研究水準を検討・設定するための

体制を整備する。 

【130】研究企画推進委員会を中心に，部局

と連携して，人文，社会，自然，生命科

学系それぞれの分野でのＣＯＥ研究水

準，学内重点研究水準の検討を開始する。

・研究企画推進委員会において人文，社会，自然，生命科学系それぞ

れの分野でのＣＯＥ研究水準，学内重点研究水準を設定した。 

 

 

【131】生命科学系では，中期目標期間中に

ＳＣＩ及びＳＳＣＩ登録学術雑誌への受

理論文数やインパクトファクター合計点

を増加させる。 

【131】生命科学系では，ＳＣＩ及びＳＳＣ

Ｉ登録学術雑誌への受理論文数やインパ

クトファクター合計点を前年度より増加

させる。 

生命科学系のＳＣＩ及びＳＳＣＩ登録学術雑誌への受理論文数 

H15 年 H16 年 H17 年 

880 877 785 

 

生命科学系のインパクトファクター合計点 

H15 年 H16 年 H17 年 

2,751.187 2,732.418 2,274.708  

 

【132】人文，社会，自然，生命科学系では，

中期目標期間中にレフリー付きの学術雑

誌に公表する研究論文や著書などの発表

件数，特許の出願数を中期目標期間中に

増加させる。 

【132】人文，社会，自然，生命科学系全て

の分野で，前年度を凌駕する研究論文・

著書など研究業績を挙げる。 

 

 

人文，社会，自然，生命科学系全ての分野の研究論文・著書等 

 H15 年 H16 年 H17 年

審査制を備えた欧文の発表論文数 1,376 1,402 1,391 

審査制を備えた和文の発表論文数 609 660 639 

審査制を備えない欧文の発表論文

数 
384 462 476 

審査制を備えない和文の発表論文

数 
807 681 758 

著書（教科書・専門書等） 567 466 552 

国際学会での研究成果の発表回数 978 1,107 1,086 

国内学会での研究成果の発表回数 3,615 3,801 3,716 

学術賞の受賞件数 75 100 91  

 

【133】社会への説明責任を果たすために，

研究内容と成果を公開することによっ

て，社会からの意見等を研究活動の水準

の向上と改善に結びつける。 

【133-1】研究企画推進委員会において研究

内容と成果の公開状況を把握し，社会か

らの意見等を研究活動の水準の向上と改

善に結びつける方法を検討する。 

・研究企画推進委員会において研究内容と成果を公開する方法を策定

すべく各研究領域・部局における公開状況を調査した。 

 

【133-2】民間産業関係者を対象にしたコラ

ボ産学交流会を東京と長崎の２会場で開

催し，工学部及び生産科学研究科の研究

紹介を行う。 

・工学部と生産科学研究科では，平成１６年度の東京地区，長崎地区

における交流会に引続き，１７年度にコラボ産学交流会を大阪・福

岡の２会場で開催し，民間産業関係者に研究内容を紹介するととも

に共同研究の活性化を推進した。（参加企業：７１社） 

・生産科学研究科ではポリウレタンフォーラムを主催し，民間企業関

係者と研究開発情報を発信した。（参加者８０名；企業２５社） 

  

【133-3】２つの２１世紀ＣＯＥプログラム

及びその他の重点領域の研究課題につい

ては，大学として研究の進展状況を調

査・確認する。 

・２つの２１世紀ＣＯＥプログラムの成果をホームページに公表した。

・海洋環境資源研究の成果を３大学（長大，佐賀大，熊本大）学術講

演会，日韓シンポジウム等で公表した。 

・熱帯医学研究所では，２１世紀ＣＯＥ及び海外拠点を中心とする大

型プロジェクトの進行状況についてその成果も含めてホームページ

などへの公開を推進するため，広報を担当する特任教員を採用した。
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【134】各部局においても上記項目等の検討

によって共通認識となされた水準に従っ

て研究の進展状況を評価する。 

【134】各部局においても上記項目等の検討

によって共通認識となされた水準に従っ

て研究の進展状況を評価する。 

・生産科学研究科では，現在推進中の４つの研究科プロジェクトにつ

いて，研究報告会を開催し，研究の進展状況を確認した。 

・水産学部では，基盤研究Ｓ，連携融合事業，地域結集型共同研究事

業について進展状況を評価した。 

・環境科学部では毎年の業績状況を調査・評価し，予算配分に反映さ

せた。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

２ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・研究科内，研究科間の学内共同研究，関連研究分野間の国内，国際共同研究，海外研究拠点形成を視野に入れた研究，地域的要請の高い研究等の中から重点研究課題を選定し，

多様な研究活動を柔軟に推進できる弾力的研究実施体制を整備する。これらの研究を大学全体として支援するため，研究者及び研究支援者等の配置，研究費等の配分，研究設

備・スペースの整備等に当たっては，重点的に資源を配分する。重点研究課題に関しては，一定期間毎に，適正な評価を行う。その他基礎的研究，萌芽的研究等すぐに成果が

現れることが困難な研究の推進を図る。 

・課題研究等によって得られた研究成果は，その適正な管理に努めるとともに，そのための環境整備に努める。 

・積極的な産学官の連携を通して新研究領域への進出と開拓を進め，独創的かつ有用な知的財産の創出を進めるための組織を構築し機能させる。 

・研究活動及びその成果については，適正な評価を行うとともに，その評価結果を研究支援の在り方等に反映させる。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○適切な研究者等の配置に関する具体的方

策 

○適切な研究者等の配置に関する具体的方

策 

○適切な研究者等の配置に関する具体的方策  

【135】多様な研究活動を柔軟に推進するた

めの研究者及び研究支援者の配置を可能

とする全学的な調整システムを構築す

る。 

【135】教職員再配置について中期計画期間

中の見通しを確定する。また，外部資金

による特任教職員（任期付き）の雇用に

関する規程を整備し，雇用を推進する。

・中期計画期間中の人事配置の検討項目及び方向性を検討するため，

担当理事をはじめとした管理職で構成されたメンバーによる原案検

討のための組織を整備した。 

・特任教員（任期付き）雇用に関する規則等を整備し，合計２５名の

教員を新たに採用した。（内訳：国際連携研究戦略本部１１名，医療

人ＧＰ３名，大学院ＧＰ２名，その他９名） 

 

【136】国際共同研究のための海外からの専

門家の招聘を推進する。 

【136】国際共同研究のための海外からの専

門家の招聘を推進する。 

・国際共同研究のための海外からの専門家を７８名招聘した。 

・国際連携研究戦略本部で米国人国際協力専門家１名を有期雇用職員

（教授）として採用した。 

・国際共同研究のための海外からの専門家の招へいを推進する目的で，

５件の国際シンポジウム等に予算措置を行った。S 

・「環東シナ海海洋環境資源研究センター」では，韓国から２名の研究

者を国際共同研究部門に招聘した。 

 

【137】重点研究プロジェクトのポスドク採

用を推進するため，その財政的基盤構築

を含めた全学レベルでの支援体制を整備

する。 

【137】大型の競争的外部資金獲得を支援・

推進し，それによるポスドク採用を実現

する。 

・２１世紀ＣＯＥプログラムと連携融合事業を中心に３８名のポスド

クを採用した。 

 

【138】研究方針に沿った客員研究員，日本

学術振興会特別研究員等を積極的に受け

入れる。 

【138】研究方針に沿った客員研究員，日本

学術振興会特別研究員等を積極的に受け

入れる。 

・日本学術振興会の特別研究員１名，外国人特別研究員６名，外国人

招聘研究者３名を受け入れた。 

・外国人客員研究員５１名を受け入れた。 

 

【139】ＲＡを重要な研究支援者として，さ

らに有効に活用できるような体制を整備

する。 

【139】継続してＲＡの雇用を推進する。 

 

 

・従来からの運営費交付金による雇用に加えて，魅力ある大学院教育

イニシアティブ採択プログラムへの補助金によりＲＡを雇用するこ

とを決定した。 

 

【140】技術職員及び教務職員の適切な配置

のための見直しを行い，技術的レベルの

向上と研究面における活性化を図る。 

【140】技術職員等の支援内容と適切な配置

を検討する。 

 

・工学部に技術職員等から構成される教育研究支援部を平成１８年度

から設けることとし，効率的な支援が行われる体制を整えた。 

 

○研究資金の配分システムに関する具体的

方策 

○研究資金の配分システムに関する具体的

方策 

○研究資金の配分システムに関する具体的方策  
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【141】長崎大学で育てるべき重点研究課題

の選定など，研究の企画・推進を図るた

めの研究企画推進委員会を設置し，重点 

【141-1】重点研究課題への教育研究特別経

費及び競争的外部資金の導入を支援す

る。 

・放射線・感染症・海洋の３つの重点的推進領域において，1,363,688

千円の教育研究特別経費及び競争的外部資金を獲得した。 

 

的資金配分を行う体制を整備する。 【141-2】引き続き，基盤的教育研究経費を

確保するとともに，学長裁量経費により

基礎的研究や萌芽的研究を支援する。 

・教員個人への基盤的研究経費を従来通り確保するとともに，学長裁

量経費を活用して萌芽的研究支援のための競争的配分を行った。 

 

 

【142】重点配分対象となった研究課題に関

しては，一定期間毎に研究成果の報告を

義務づけ，ホームページ等で公表する体

制も整備する。 

【142】２つの２１世紀ＣＯＥプログラムと

その他の予算措置を受けた重点研究課題

については，成果の報告を義務付けホー

ムページに公表する。 

・２つの２１世紀ＣＯＥプログラムの成果報告をホームページで公表

した。 

・海洋環境資源研究の成果を連携融合事業報告会で報告した。 

 

 

○研究に必要な設備等の活用・整備に関す

る具体的方策 

○研究に必要な設備等の活用・整備に関す

る具体的方策 

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策  

【143】研究施設・設備の充実と効率的利用

を図るため，研究目的に沿った研究スペ

ース及びオープンラボの創出と研究室配

置を行う。 

【143】研究施設・設備の充実を図るため，

オープンラボ，インキュベーションラボ

の新増設に向けての検討を開始する。 

 

・長崎大学が中心となって構想した県内３大学，長崎県，長崎市の共

同事業である出島常磐地区インキュベーション施設新設が決定し

た。S 

・熱帯医学研究所研究実験棟改修範囲に教育研究共用スペース（オー

プンラボ）として整備目標面積の約２０％（３室 ４１７㎡）を確

保した。（「資料編」Ｐ８３参照） 

・産学官連携推進体制の一元化に向けて設置準備委員会の設置を決定

した。 

 

【144】重点研究や外部資金を獲得した研究

が効率的に行えるよう，オープンラボ並

びに共通実験施設などの研究スペース

を，公正な配分基準のもとに，適切に配

分する体制を確立する。 

【144】（１８年度から実施のため，１７年

度は年度計画なし） 

  

【145】外部資金による大型研究費を活用し

て共同研究設備を優先的に整備する。 

【145】外部資金に付随する間接経費の使用

方法の基本方針を確定し，当該研究推進

のために有効支出する。 

・間接経費の全学共通経費について，共通的研究設備整備・更新費を

設け,研究企画推進委員会において検討し，戦略的に執行した。（「資

料編」Ｐ１５－１７参照） 

 

【146】学内共同教育研究施設等施設の整備

と研究設備の充実を推進するために，施

設の機能的統合を図り，施設及び設備の

維持管理と全学的視点に立った計画的運

営方法を策定・実施するための体制を構

築する。 

【146】学内共同教育研究施設等の予算基盤

と支援事務組織を明確化し，全学的視点

に立った整備・充実方策を策定する。 

・平成１６年度の決算内容を分析等し，学内共同教育研究施設等の基

盤的予算の在り方を検討した。 

 

【147】学内共同教育研究施設等に設置され

る実験機器の共同利用の推進を図るため

に各研究分野内で現在所有している研究

機器についての情報を全学に公開する。 

【147】学内共同教育研究施設等に設置され

る実験機器の共同利用の推進を図るた

め，各研究分野内で現在所有している研

究機器についての情報を全学に公開す

る。 

・共同研究交流センター及び先導生命科学研究支援センターで現在所

有している研究機器についての情報をホームページで全学に公開し

た。 

 

【148】各種セミナー情報や外部資金情報な

どの情報配信を一元化するための情報網

を整備する。 

【148】各種セミナー情報の配信を一元化す

るための情報網を整備する。 

 

・外部資金や各種セミナー等の情報をメールにて全教職員に通知した。  
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【149】電子ジャーナル・各種データベース

等，電子学術情報を大学に不可欠の学術

情報インフラと位置付け，計画的に整備

する。 

 

【149】電子学術情報を大学に不可欠の学術

情報インフラと位置付け，平成１８年度

以降の電子ジャーナル・各種データベー

スを含む学術情報資源拡充に向けての整

備方策を検討する。 

・文献情報データベースの導入に向けて検討を開始するとともに，導

入希望調査を実施した。 

・人文社会科学系の学術情報資源（学術雑誌）の維持に向けた検討を

行った。 

 

○知的財産の創出，取得，管理及び活用に

関する具体的方策 

○知的財産の創出，取得，管理及び活用に

関する具体的方策 

○知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策  

【150】積極的な産学官の連携を通して新研

究領域の開拓と進出を目指し，知的財産

本部を構築し機能させる。 

【150-1】部局単位の知的財産ブランチ機能

による独自の特許調査，発明発掘を始め

とする戦略実行の拠点構築に着手する。

・部局単位，研究室単位の知的財産セミナーを実施し，発明意欲の啓

発を行った結果，発明届の件数が前年度５１件から本年度８６件に

増加した。 

 

 

 【150-2】知的財産管理ソフトによる出願及

び権利情報の一元管理システムを構築す

る。 

・知的財産管理ソフトを導入し，知的財産データの一元管理を開始し

た。 

 

【151】産学官連携の促進と条件整備，プロ

ジェクトの選定と見直し，及び知的財産

の保護と成果の移転，有効利用を促進す

る委員会を組織する。 

【151】利益相反ポリシーの浸透により，教

員の社会貢献活動環境の整備を図る。 

・利益相反の意識調査，状況把握を目的として，全学アンケート調査

を実施した。 

 

【152】ベンチャー・ビジネス・ラボラトリ

ーを新設する。 

 

【152】学内教員・学生を対象とした「イン

キュベーター」としての機能を有す組織

を共同研究交流センター内に設置するた

めの検討を開始する。 

・県立シーボルト大学，長崎総合科学大学と連携し，長崎市出島地区

に，産学官連携の「インキュベーター」建設の計画を推進した。 

 

【153】特許技術移転の増加を図る。 【153】特許申請の増加を図る。 ・前年度２１件の特許申請を本年度６０件に増加させた。  

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上

につなげるための具体的方策 

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上

につなげるための具体的方策 

○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方

策 

 

【154】重点研究課題 

①適正な評価方法を検討し，一定期間毎

に，その基準に基づいた評価を実施し，

その結果を公表するとともに，課題研

究の見直しや支援の在り方等について

検討を行う。     

②中期目標期間終了時までに，評価結果

に基づく研究目標の見直しと，目標及

び研究水準の次期中期目標期間に向け

ての策定を行い，公表する。 

 

【154】重点研究課題 

①研究企画推進委員会を中心に，重点研

究課題として選定した研究課題に対す

る見直しと研究水準向上の支援のた

め，重点研究課題としての点検・評価

基準を明確にする。 

②研究企画推進委員会において研究内容

と成果を公開する方法を策定する。 

③２つの２１世紀ＣＯＥプログラム及び

その他の予算措置を受けた重点領域の

研究課題については，大学として研究

の進展状況を調査・確認する。 

・重点研究課題 

①研究企画推進委員会において人文，社会，自然，生命科学系それ

ぞれの分野でのＣＯＥ研究水準，学内重点研究水準を設定した。

②研究企画推進委員会において研究内容と成果を公開する方法を策

定すべく各研究領域・部局における公開状況を調査した。 

③２つの２１世紀ＣＯＥプログラム及びその他の予算措置を受けた

重点領域の研究課題については，大学として研究の進展状況を調

査・確認した。 

 

 

【155】その他の研究課題 

教員の個人評価システムの中で研究活

動に関する点検・評価を実施する。 

【155】その他の研究課題 

教員の個人評価システムの中で研究活

動に関する点検・評価を実施するための

データの集積を継続する。 

・平成１９年に実施予定である第２回目の教員の個人評価の実施に向

けて研究活動に関するデータを各部局で継続して集積した。 

 

 

○全国共同研究，学内共同研究等に関する

具体的方策 

○全国共同研究，学内共同研究等に関する

具体的方策 

○全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策  
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【156】医歯薬学総合研究科放射線医療科

学専攻と原爆後障害医療研究施設，及び

医歯薬学総合研究科新興感染症病態制御 

【156-1】感染症関連競争的資金を獲得し，

感染症研究拠点として国内の感染症関連

共同研究を統轄する体制を構築する。 

・文部科学省の感染症研究拠点形成事業に採択され，国内の感染症関

連共同研究を統轄する体制の構築ができた。 

 

【156-2】感染症関連競争的資金によりベト

ナムとケニアに常駐型海外感染症研究拠

点の構築を目指す。 

・感染症関連競争的資金によりベトナムとケニアにおいて常駐型海外

感染症研究拠点を設置した。 

 

 学系専攻と熱帯医学研究所の共同研究体

制（いずれも２１世紀ＣＯＥに採択済み）

を中心として，国際共同研究及び国内共

同研究体制を強化する。 【156-3】ＷＨＯとの緊密な連携により，放

射線医療科学における国内及び国際共同

研究を更に拡大する。 

・平成１７年９月９日，ジュネーブ ＷＨＯ（世界保健機関本部）に

おいてシンポジウム "Late Health Effects from Radiation 

Knowledge gained from the 60 years experience in Japan"を開催

した。 

 

【157】熱帯医学研究所の全国共同利用研究

所としての機能を積極的に支援する。 

【157】熱帯医学研究所の全国共同利用研究

所としての機能を積極的に支援する。 

・熱帯医学研究所の全国共同利用運営委員会を改編するとともに，共

同研究募集方法や研究支援体制の改良などを積極的に推進した。 

 

【158-1】共同研究交流センターが構築して

いる研究情報データベースの充実・周知

を図る。 

・研究者情報の登録・更新を平成１７年５月と９月に実施した。  

【158-2】産学官共同研究及び大学発ベンチ

ャー創設支援のためのインキュベーショ

ンラボ新設を構想し，実現の目処をたて

る。 

・長崎大学が中心となって構想した県内３大学，長崎県，長崎市の共

同事業である出島常磐地区インキュベーション施設新設が決定し

た。 

 

【158】学内研究者情報及び研究課題の公開

を促進し，他機関との共同研究体制，産

学官共同研究体制への発展を積極的に支

援する。 

 

【158-3】民間産業関係者を対象にしたコラ

ボ産学交流会を東京と長崎の２会場で開

催し，工学部及び生産科学研究科の研究

紹介を行う。 

・工学部と生産科学研究科では，平成１６年度の東京地区，長崎地区

における交流会に引続き，１７年度にコラボ産学交流会を大阪・福

岡の２会場で開催し，民間産業関係者に研究内容を紹介するととも

に共同研究の活性化を推進した。（参加企業：７１社） 

・生産科学研究科ではポリウレタンフォーラムを主催し，民間企業関

係者と研究開発情報を発信した。（参加者８０名；企業２５社） 

 

【159】生命科学研究支援拠点として，先導

生命科学研究支援センターの機能と学内

共同研究体制の整備を推進する。 

【159】生命科学研究支援拠点として，先導

生命科学研究支援センターの機能と学内

共同研究体制を整備する。 

・間接経費により先導生命科学研究支援センターの研究設備等を充実

し，研究支援機能の強化を図った。（「資料編」Ｐ１７参照） 

 

【160】海洋資源教育研究センターを中心

に，東アジア地域を中心とする海洋関連

の国際・国内共同研究を推進する体制を

整える。 

【160】東シナ海の環境資源保全のための国

内共同研究体制構築を主導し，日中韓国

際共同研究を開始する。 

 

・「環東シナ海海洋環境資源研究センター」が中心となって，東シナ海

の干潟開発の現状と将来展望に関する国際シンポを開催（１０月５

日）し，共同研究体制の整備と推進に取り掛かった。 

 

【161】学際的，国際的な研究を一層推進す

るために，学内共同教育研究施設等とし

ての機能をさらに活性化するための体制

を整備する。 

【161】学内共同教育研究施設等の予算基盤

と支援事務組織を明確化し，全学的視点

に立った整備・充実方策を策定する。 

・間接経費により学内共同教育研究施設（環東シナ海海洋資源研究セ

ンター，共同研究交流センター，先導生命科学研究支援センター）

の整備・充実を行った。（「資料編」Ｐ１７参照） 

 

【162】 【162】長崎大学，鹿児島大学，琉球大学の

３大学が連携して離島・へき地教育充実

に関する研究を進める。 

・三大学の意見交換会を行い，４項目（複式学級，子ども理解，遠隔

教育，平和教育）のテーマ毎に研究グループを構成し，共同研究を

実施した。また，平成１７年度に実施した研究の成果報告書を刊行

した。 

 

○学部・研究科・附置研究所等の研究実施

体制等に関する特記事項 

○学部・研究科・附置研究所等の研究実施

体制等に関する特記事項 

○学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項  
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【163】既に採択されている２１世紀ＣＯＥ

プログラム「放射線医療科学国際コンソ

ーシアム」及び「熱帯病・新興感染症の

地球規模制御戦略拠点」については，海

外研究拠点の構築を推進する。 

【163】２１世紀ＣＯＥプログラム「熱帯

病・新興感染症の地球規模制御戦略拠点」

と連携し，感染症関連競争的資金により

ベトナムとケニアに常駐型海外感染症研

究拠点の構築を目指す。 

・東アフリカ地域の感染症研究の基地となる熱帯医学研究所ケニア国

立中央医学研究所（ＫＥＭＲＩ）共同研究拠点を開設した。また熱

帯医学研究所と医歯薬学総合研究科が中心となり，長崎大学ベトナ

ムハノイ国立衛生疫学研究所（ＮＩＨＥ）共同研究拠点を開設し，

常駐型海外感染症研究拠点事業を開始した。 

 拠点における勤務を可能とするために規則等の整備を行った。 

 

【164】とくに熱帯医学研究所は海外研究拠

点との共同研究推進により「熱帯感染症

研究教育機関として世界のトップ５」を

目指す。 

【164】（１８年度から実施のため，１７年

度は年度計画なし） 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

３ その他の目標 

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○社会との連携に関する基本方針 

・教育・研究活動から生まれた成果を公開講座等を通じて積極的に地域社会に還元し，その文化的発展に資する。 

・大学が有する物的・人的資産を活用し，初等中等教育の充実に資するとともに，他の公私立大学と連携を取りつつ地域社会における知的活動の中核的役割を果たす。 

○産学官連携の推進に関する基本方針 

・産業界・地方行政機関等とのコミュニケーションを一層深め，大学が有する研究成果を社会に還元するとともに，社会からの様々な要求を研究課題として掘り起こし，新たな

研究領域を開拓する。 

○国際交流の推進に関する基本方針 

・海外の大学との学術交流協定締結を推進し，研究者等の交流等を促進するとともにその環境の整備に努める。 

・アジアに近いという地理的特性を生かし，特にアジアを中心とした地域との留学生交流や共同研究等を通じて教育研究の連携・協力を進める。 

・教育研究活動を通じた国際貢献に努める。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○地域社会等との連携・協力，社会サービ

ス等に係る具体的方策 

○地域社会等との連携・協力，社会サービス

等に係る具体的方策 

○地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策  

【165】附属病院を始めとする医歯薬学系と

行政レベルの連携から成果を地域還元す

るための方策や，近年急増している輸入

感染症に対する熱帯医学からの診断・治

療に関する相談業務などを積極的に実施

する。 

【165】附属病院を始めとする医歯薬学系と

行政レベルの連携から成果を地域還元す

るため，離島医療を推進するとともに，

近年急増している輸入感染症に対する熱

帯医学からの診断・治療に関する相談業

務を実施する。 

・医療人ＧＰ「大学発“病院再生”による地域医療人育成」に基づい

て，「へき地病院再生支援・教育機構」を新設し，県北の平戸および

江迎において後期研修医育成プログラムを開始した。 

・医歯薬学総合研究科「離島・へき地医療学講座」および特色ＧＰ「地

域と連携した実践型医学教育プログラム」に基づいて，五島列島に

おける全人的医療・包括的保健の実践教育を継続した。 

・歯学部では，離島における成人歯科健診を継続した。 

・附属病院感染症内科（熱研内科）に開設された「旅行医学外来」に

おいて業務を継続した。 

 

【166】社会人の受入れを一層推進し地域へ

の貢献を図る。 

【166】地域企業の技術者を対象とした高度

技術研修を開講する。 

・参加者の便宜をはかり，平日午後７時から週１回２時間の夜間講座

として「ナノ材料技術研修」全１０回（座学及び実習）を開講した。

 

【167】大学における知的活動を広く市民に

公開するために，公開講座，サテライト

教室，オープンキャンパスを実施すると

ともに，施設開放などを進める。 

【167-1】大学の知的活動を市民等に広報す

るために，医学資料室，熱帯医学資料展

示室，薬用植物園，シーボルト記念植物

園等の一般開放を継続するとともに，「総

合経済」の市民開放，薬害被害などに関

する公開講座，オープンキャンパスを継

続実施する。 

・熱帯医学研究所１階に１４０㎡の熱帯医学ミュージアムを開設した。

・医学資料室，薬用植物園，シーボルト記念植物園等の一般開放を継

続した。 

・薬用植物園では，漢方薬・生薬研修会の薬用植物園実習の実施園と

して，１７年度にも２回，薬剤師を対象に標本，薬用植物に関する

説明を継続実施した。 

 

 【167-2】地域教育支援のため，心の教育総

合支援センターを新設する。 

・地域教育支援のため，心の教育総合支援センターを設立（３年間の

時限設置）し，佐世保市，五島市を初めとする地域において，公開

講座，相談事業，意識調査，教員研修などを行い，機関紙２冊を発

行した。 

 

 【167-3】公開講座が社会のニーズにより適

切に応えたものとなるための講座評価に

関する調査・研究を推進する。 

・公開講座で提供された「知識・概念」，「具体的事例」，「学習指導」，

「学習環境」について,社会のニーズに適切に応えたものとなってい

るかについて評価し,結果，課題について担当者に報告し,更なる改

善を図った。 
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 【167-4】地方自治体と連携して地方自治体

のニーズに応じた公開講座を開講する。

・長崎県,長崎市,大島町（現西海市）で自治体主催の市民大学講座の

コーディネートを受託した。 

 

 【167-5】地域の諸機関・団体等の要請に応

じた公開講座を当該機関・団体等と連携

して開講する。 

・「皮膚の日」，「がんの痛みに苦しまないで」，「歯科インプラントにお

ける外科手技（1），（2）」，「くすりの科学」等の公開講座を開講した。

 

【168】小・中・高校を対象とした離島教育

（遠隔授業），大学教員の訪問授業の実施

及び附属教育実践総合センターに教育相

談室を開設するなど離島教育の推進を図

る。 

【168】離島教育推進のために，附属教育実

践総合センターの教育支援訪問システム

を活用した授業，研修支援を継続し，さ

らに現職教員等に対する教育相談を引き

続き実施する。 

・附属小学校で継続して複式学級を編成し，少人数学級での授業実践

研究を推進した。 

・離島の小・中・高校を含め，附属教育実践総合センターの教育支援

訪問システムを利用した研修支援を６３回実施した。 

・附属教育実践総合センターを窓口とした教育相談件数は急増してお

り，そのうち教員の相談件数は１４６件，児童生徒は２１５件であ

った。 

 

【169】小・中・高校の現職教員に対する再

教育，研究会の開催，科目等履修生制度，

各種研修，セミナーを積極的に推進する。 

【169】小・中・高校の現職教員に対する再

教育のため，研究会，科目等履修生制度，

各種研修，セミナーを行う。 

・現職教員の再教育を目的とした研修を長崎県・市教育委員会と連携

して実施した。長崎市教職員１０年経験者研修は９教科６５名，公

立学校教職経験２０年経過教員研修は１７講座５３４名を受け入れ

た。 

 

【170】教育訪問や教育支援，各種研修会・

研究会の企画実施，各教育施設の開放や

高大連携事業などを推進する。 

【170】教育訪問や教育支援，各種研修会・

研究会の企画実施，各教育施設の開放や

高大連携事業などを推進する。 

・オープンキャンパスを実施し，２,９７３名の参加があった。 

・出前授業として，長崎県内の高等学校２２校に教員延べ１４９名を

派遣した。 

・高校生を対象とした公開講座（教育学部，経済学部，工学部，環境

科学部）の４夏季講座及び１半年講座（経済学部）を実施し，１３

４名の参加があった。 

・社会人向け公開講座２３講座を実施し，５３０名の参加があった。

 

【171】地方自治体との協力体制を強化しな

がら，大学の人的，知的資産を電子情報

として公開する。 

【171】ながさき産学官ｎｅｔの運用に協力

する。 

・ながさき産学官ｎｅｔの運営委員会に委員として参加し，システム

の管理・運営に関する助言，提案等を行った。 

 

【172】社会の要望に応えて国際機関・国・

地方公共団体等への委員会委員や学会等

の役員として情報の提供と意思決定に参

画する。 

【172】社会の要望に応えるため，国際機

関・国・地方公共団体等への委員会委員

や学会等の役員として情報の提供と意思

決定に参画する。 

・社会の要請に応じ，国，地方公共団体等の審議会等の委員及び学会

等の役員として年間延べ４１９名が学識経験者として参画した。 

 

 

【173】本学の有する幕末・明治期の古写真

など学術資料の一層の充実と活用を通し

て，特色ある地域文化の継承と振興に積

極的に参画し，「長崎学」等の育成を図る。 

【173-1】長崎関係史料・古写真資料その他

本学の特色ある研究活動に必要な資料を

収集する。 

 

・長崎古地図 1点，西洋医学古書９点を購入した。  

 【173-2】附属図書館が所蔵する貴重資料の

展示会を開催する。 

・中央図書館，医学分館，経済学部分館の 3 館に常設の公開貴重資料

展示室を設置し，平成１７年６月１６日より公開を開始した。 

・経済学部創立１００ 周年を記念して中央図書館，医学分館，経済学

部分館の合同企画展「長崎大学所蔵資料から見る長崎の近代化」を

開催した。（平成１７年１０月１８日～２７日） 

・長崎市で開催された国立大学協会総会時に「長崎大学所蔵古写真で

見る日本の文明開化展」を開催した。（平成１７年１１月７日～８日）

 

 【173-3】「長崎学デジタルアーカイブス」

を構成するデータベースを維持し，コン

テンツを追加する。 

・幕末・明治期日本古写真メタデータ・データベースを構築した。 

・グラバー図譜データベースを更新した。 
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 【173-4】貴重資料の修復保存計画案の段階

的実施に着手する。 

・グラバー図譜の脱酸処理を実施した。 

・医学分館の損傷の激しい掛軸のレプリカを作成した。 

 

○地域の公私立大学等との連携・支援に関

する具体的方策 

○地域の公私立大学等との連携・支援に関

する具体的方策 

○地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策  

【174】共用実験機器室を備えたオープンラ

ボの整備等，共同研究施設及び設備の共

同利用体制を拡大する。 

【174】共同研究施設及び設備の共同利用体

制を拡大するため，利用システムの検討

を開始する。 

・利用者の便宜を図るため，Ｗｅｂ上での予約システムを構築した。  

【175】研究者情報・共同利用設備使用のた

めの情報ネットワークの相互乗り入れ体

制を構築する。 

【175】「産学官連携のための長崎県下大学

等間ネットワーク」での連携の推進を図

る。 

 

・「産学官連携のための長崎県下大学等間ネットワーク」の企画委員会

で情報ネットワークの相互乗り入れ体制についての検討を継続し

た。 

 

【176】地域の公私立大学等との教育研究・

学生支援・地域貢献分野における連携強

化を図る。 

【176】地域の公私立大学等との教育研究・

学生支援・地域貢献分野における連携強

化のための方策について検討を継続す

る。 

・「産学官連携のための長崎県下大学等間ネットワーク」事務局に加え

企画委員長職を引き受け，地域貢献分野における連携強化のための

方策について検討を継続した。 

 

【177】地域貢献分野においては，ＴＬＯの

共同活用体制を構築し地域への技術移転

を促進する。 

【177】県内他大学等研究機関からの長崎Ｔ

ＬＯへの役員参加と出資，会員加入など

を推進する。 

・県立シーボルト大学，佐世保工業高等専門学校の会員参加を得た。  

○産学官連携の推進に関する具体的方策 ○産学官連携の推進に関する具体的方策 ○産学官連携の推進に関する具体的方策  

【178】実用化可能な研究成果を積極的に民

間企業へ技術移転するため，大学が有す

る情報を積極的に公開するとともに，そ

の推進体制（知的財産本部・ＴＬＯ等） 

【178-1】発明届出システムと研究成果の機

関帰属ルールの周知化を徹底する。 

・学会等発表前の権利化手続き開始の必要性，重要性について学内周

知を行った。また，博士・修士・学士の学位論文発表会を大学主催

とする規則を制定した。 

 

の整備を進める。 【178-2】知的財産データベース構築によ

り，知的財産活用のツールとする。 

・知的財産活用のツールとして，知的財産データベース構築を開始し

た。 

 

 【178-3】公式ホームページを活用して技術

シーズを公開し，情報発信源としての機

能を発揮する。 

・知的財産本部ホームページ及び長崎ＴＬＯホームページを活用して，

知財管理のポリシー及び技術移転のポリシー等を公開した。 

 

 【178-4】部局単位の知的財産ブランチ機能

を整備し，部局独自の戦略実現が発揮で

きる発明発掘システムを構築する。 

・部局単位，研究室単位の知的財産セミナーを実施し，発明意欲の啓

発を行った結果，発明届の件数が前年度５１件から本年度８６件に

増加した。 

 

【179】産学官連携共同研究プロジェクトを

立ち上げるとともに，ベンチャー・ビジ

ネス・ラボラトリーを設立し，地元企業

の活性化，企業の創生に貢献する大学 

【179-1】知的財産本部専任教員等の知的財

産活用戦略人材育成研修等への派遣を推

進する。 

・ＪＳＴ目利き人材育成研修会「産学連携と共同研究契約」戦略セミ

ナー，大学技術移転協議会主催ＵＮＩＴセミナー，地域知財活用戦

略人材育成フォローアップ研修に，知的財産本部専任教員等を派遣

した。 

 

【179-2】知的財産管理ソフトを導入し，知

的財産データの一元管理を開始する。 

・知的財産管理ソフトを導入し，知的財産データの一元管理を開始し

た。 

 発ベンチャーを立ち上げる。 

 

【179-3】コラボ産学官を拠点とした首都圏

での産学連携の推進に着手する。 

・工学部及び生産科学研究科の教員を中心に，平成１６年度の東京地

区，長崎地区における交流会に引続き，１７年度に大阪地区，福岡

地区の企業を対象にコラボ産学交流会を行った。 

 

【180】自治体等の各種委員会, 審議会への

参加協力を積極的に行う。 

【180】利益相反ポリシーの浸透により，教

員の社会貢献活動環境の整備を図る。 

・利益相反の意識調査，状況把握を目的として，全学アンケート調査

を実施した。 
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【181】産学官連携の研究会を支援する。 

 

 

【181-1】産学官連携の研究会情報を取りま

とめ，共同研究交流センターのホームペ

ージ上で公開する。 

・産学官連携の研究会情報を，共同研究交流センターのホームページ

上で公開した。 

 

 【181-2】地域社会が主催するセミナー・シ

ンポジウムに積極的に参加し，地域社会

とのコミュニケーションを図るとともに

ニーズの蒐集に努める。 

・「長崎工業会企業相互訪問会」，「長崎工業会技術・製品プレゼンテー

ション会」，「長崎県中小企業家同友会経営フォーラム」，「産学官連

携ネットワーク設立記念フォーラム」，「長崎ＴＬＯ学術セミナー」，

「知的財産教育セミナーｉｎ長崎」等に参加し，コミュニケーショ

ンの構築とニーズ情報の蒐集に努めた。 

 

  ・共同研究交流センターでは，学内コーディネーターによる「産学交

流面談・相談会」を長崎・佐世保の２会場で開催し，ニーズ収集と

情報発信を行った（参加者４５名；企業３８社）。 

 

【182】共同研究等を健全かつ適正に推進す

るため，研究成果の帰属等に関する考え

方等，大学の基本的方針を定めた知的財

産ポリシーを策定し，学内浸透を図る。 

【182】共同研究等の健全かつ適正な実施の

ため，知的財産ポリシーの周知徹底を図

るとともに，知的財産創出意識の育成活

動を推進する。 

・部局単位，研究室単位の知的財産セミナーを実施し，知財意欲の啓

発を行った結果，発明届の件数が前年度５１件から本年度８６件に

増加した。 

 

○留学生交流その他諸外国の大学等との教

育研究上の交流に関する具体的方策 

○留学生交流その他諸外国の大学等との教

育研究上の交流に関する具体的方策 

○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具

体的方策 

 

【183】長崎大学が主催する国際学術会議等

を引き続き開催するとともに，その他の

国際学術会議も積極的に誘致する。 

【183】長崎大学が主催する国際学術会議等

を引き続き開催するとともに，その他の

国際学術会議も積極的に誘致する。 

・平成１７年度国際学術会議を積極的に開催した。（開催実績１６件）

・国際共同研究のための海外からの専門家の招へいを推進する目的で，

５件の国際シンポジウム等に予算措置を行った。 

・平成１７年９月に世界保健機関（ＷＨＯ）本部（スイス・ジュネー

ブ）において，原爆投下６０周年の節目にあたって放射線後障害に

ついての研究の成果，今後の国際協力のあり方等について長崎大学

とＷＨＯの合同会議を開催した。 

 

【184】外国の大学等との学術交流協定締結

を進める。特に，本学の立地条件を生か

し，例えば海洋・水産学研究では中国・

韓国，東南アジア諸国を中心とした学術

交流協定を増やす。 

【184-1】外国の大学等との学術交流協定締

結を進める。また重点交流大学を選び，

交流内容を実質化，高度化する。 

・平成１７年度に新たに１１件の学術交流協定を締結し協定校を増加

させた。（３月３１日現在８２大学・機関） 

・平成１７年度に新たに６件の学生交流のための覚書を締結した。（３

月３１日現在３０大学・機関） 

・ケニア中央医学研究所及びベトナム国立衛生疫学研究所との間で海

外感染症研究拠点活動を行うための覚書を締結した。 

・「長崎大学における国際交流協定の締結に関する取扱方針」を改正し，

協定締結手続き等の効率化等を行った。 

 

 【184-2】協定校への実地調査プロジェクト

を創設する。（協定校の資料収集及び大学

間の協力体制構築） 

・全学教育の外国語科目の単位認定制度を活用した海外留学促進のた

め，留学生センター教員を中心としたプロジェクトチームを組み，

協定校への実地調査を行った。（４か国１０大学） 

 

【185】学術交流協定をより実効性のあるも

のにするため，教職員や学生の海外派

遣・留学を支援するための制度を確立す

る。 

【185】海外留学説明会を充実する。 ・海外留学説明会において，海外留学体験報告を充実させ，学生の理

解と留学に対する関心を高めた。 

 

【186】教員の派遣に当たっては，共同研究

や研究課題の開発に一定期間専念できる

体制を整備するとともに当該部局機能に

支障の出ないような制度を確立する。 

【186-1】1７年度も引き続き海外先進教育

研究実践支援プログラムの高採択率を維

持する。 

 

・１７年度は海外先進教育研究実践支援プログラムの募集がなかった。

・学長裁量経費により海外派遣に対する支援を実施し，５名の派遣者

に予算措置を行った。 
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 【186-2】サバティカル制度の検討を開始す

る。 

 

 

・「学長裁量経費による海外派遣事業」との関係を考慮しながら，サバ

ティカル制度の検討を開始した。 

 

【187】外国の大学等との単位互換制度を確

立することによって留学生の積極的な受 

【187-1】留学生指導部門の充実を行う。 ・先輩留学生をアドバイザーとして採用した。  

入れを図るとともに，奨学金に当てられ

る外部資金の確保，教職員の留学生後援 

【187-2】語学に堪能な職員の配置を進め

る。 

・平成１８年度から，中国人派遣職員を留学生課に配置することとし

た。 

 

会への加入率の向上，また健康管理上の

アドバイス，悩みや不安に対する相談な

ども含めた受入れ体制・支援体制の整備， 

【187-3】留学生後援会会員増のための方策

を検討し実施するとともに学外への積極

的なアプローチを行う。 

・学外企業に対する拠金依頼を積極的に行うことにより前年度より３

８万円の増収を得た。 

 

国際交流会館等の設備の充実を図る。 【187-4】留学生特別健康診断（１０月入学

者）を確実に実施する。 

・保健管理センター健康診断日程に，留学生専用の健康診断日（１０

月）を設定した。 

 

【188】外国人研究者の招聘に当たって，研

究並びに生活支援体制を整備する。 

【188】（１９年度から実施のため，１７年

度の年度計画なし） 

  

○教育研究活動に関連した国際貢献に関す

る具体的方策 

○教育研究活動に関連した国際貢献に関す

る具体的方策 

○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策  

【189】ＷＨＯ，ＪＩＣＡ等へコンサルタン

トあるいは長期・短期専門家として参加

する。 

【190】現在設置されている３つのＷＨＯ協

力センター（精神保健，甲状腺疾患と自

己免疫疾患，熱帯性ウイルス病）を維持

するとともに，国際機関による共同研究

参画の件数を増やす。 

【189,190】国際協力プロジェクトの推進と

円滑な遂行に資するべく「国際研究協力

戦略本部（ワンストップセンター）」を創

設し，ＷＨＯ，ＪＩＣＡ等の国際貢献研

究事業の受け入れを開始する。 

・国際連携研究のマネジメントに特化した「国際連携研究戦略本部」

を創設し，ベトナム感染症拠点形成事業とＪＩＣＡフィジー拠点事

業のマネジメントを中心に活動を開始した。なお，この本部構想は

文科省「大学国際戦略本部強化事業」に採択された（平成１７年４

月）。 

・ＪＩＣＡとの技術協力業務委託契約により，フィジープロジェクト

拠点において「大洋州予防接種事業強化プロジェクト」を実施する

とともに，他事業に短期専門家５名を派遣した。 

・３つのＷＨＯ研究協力センター（精神保健，甲状腺疾患と自己免疫

疾患，熱帯性ウイルス病）は各々の分野の研究を推進し成果をあげ

た。特に熱帯性ウイルス病センターは，ＷＨＯ本部が主管する感染

症対応ネットワークの１つであるＧＯＡＲＮへの参画が決定した。

１８年１月には「熱帯・新興ウイルス感染症に関するＷＨＯ研究協

力センター」として再指定を受けた。 

 

【191】開発途上国に留まらず，共通の研究

課題を抱えた世界各国との協力事業に参

画し推進する。 

【191】（１８年度から実施のため，１７年

度は年度計画なし） 

  

【192】被ばく者治療の先端的研究と治療を

通して，放射線被ばく者への医療支援を

推進する。 

【192】２つのＣＯＥを中心に被ばく者治療

と熱帯病・新興感染症の先端的研究を行

うとともに，放射線被ばく者と途上国感

染症対策への国際医療支援を推進する。

・熱帯病・新興感染症の地球規模制御戦略拠点形成プログラムに於い

ては，ほぼ計画通り研究は進展し，人材育成も行われ，６月に行わ

れた中間評価ではＡ判定を得た。 

・平成１４年度採択の放射線医療科学国際コンソーシアムは，前年度

の中間評価「Ａ」の結果を受けて，現在推進中の７大プロジェクト

のさらなる展開を図った。 
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【193】熱帯医学や環境問題研究などを推進

するために，熱帯病の流行する地域や共

通の環境問題を抱える開発途上国に研究

交流拠点を設置する。 

【193】感染症関連競争的資金によりベトナ

ムとケニアに常駐型海外感染症研究拠点

の構築を目指す。 

・平成１７年度の特別教育研究経費・連携融合事業費によって，ケニ

ア中央医学研究所（ＫＥＭＲＩ）に海外研究教育拠点を設置した。S 

・文部科学省新興・再興感染症研究拠点形成プログラムに長崎大学が

応募したベトナムに於ける新興・再興感染症臨床疫学研究拠点が採

択された。ベトナム国立衛生疫学研究所（ＮＩＨＥ）と覚書調印を

行い，ＮＩＨＥ施設内に共同研究室を設置した。S 

・平成１６年度までの実績に対し，「Ａ」評価を得て，更に５年間延長

された独立行政法人日本学術振興会の拠点大学方式によるベトナム

国立衛生疫学研究所との交流事業を引き続き実施した。 

 

【194】附属図書館所蔵「幕末・明治期古写

真コレクション」の情報公開により，海

外の日本研究を支援する。 

【194】海外の日本研究の支援を強化するた

めに「幕末・明治期日本古写真データベ

ース」の内容（英語版での古写真の解説）

を追加する。 

・科学研究費補助金により「幕末・明治期日本古写真メタデータ・デ

ータベース」に英語版内容を追加した。 

 

【195】 【195】留学生センター交換留学生プログラ

ムの一科目とし「長崎の歴史と文化」を

設け，それを基礎にライデン大学との共

同プロジェクトについての調査を開始す

る。 

・留学生センター交換留学プログラムに，講義科目「長崎蘭学Ⅰ」に，

新たに演習科目「長崎蘭学Ⅱ」を開設し，「長崎の歴史と文化」につ

いて，ライデン大学との共同プロジェクトの調査を開始した。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

３ その他の目標 

（２）附属病院に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・地域の中核病院として，最高水準の医療と研究開発を推進し，人間性を重視した患者本位の医療を提供するとともに，経営の効率化を図る。また，倫理性と科学性に基づいた

医学教育を実践し，人間性豊かな優れた医療人を育成する。さらに，離島医療及び地域医療の充実に貢献するとともに，医療の国際協力を推進する。 

 

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等  

○医療サービスの向上や経営の効率化に関

する具体的方策 

○医療サービスの向上や経営の効率化に関

する具体的方策 

○医療サービスの向上や経営の効率化に関する具体的方策  

【196】 【196】「附属病院経営改善に関する行動計

画」に基づき以下のことを実施する。 

①患者サービスの向上（苦情・意見への

迅速な対応，選択メニューの拡大）を

図る。 

②セカンドオピニオン外来の新設を検討

する。 

③病床稼働率のアップを図る対策を講じ

る。 

④手術件数の増加を図る。 

⑤後発薬品の積極的採用を図る。 

⑥業務委託の推進を図る。 

①-1．苦情・意見の窓口を患者サ－ビス室に一元化し迅速な対応を図っ

た。 

①-2．週１回６病棟ずつ対象に実施していた選択メニュ－を全病棟対象

で月～金曜日（祝日を除く）の５日間に拡大した。 

②平成１７年１１月１日に精神神経科を除く全ての診療科でセカンドオ

ピニオン外来を開設した。 

③病床管理委員会を中心に空床を共通ベッド化し，病床の再配分をとお

して稼働率のアップを検討した。 

④手術室の効率的運用のため，手術計画日程の延長，変更が随時行える

ように，また，空いた場合には予約できるような仕組みの構築を検討

した。 

⑤平成１７年度７月より新たに５品目の後発医薬品の採用を決定し経費

の削減を図った。 

⑥退職者不補充を原則とした計画的委託の推進のため，中央監視装置（電

力系，設備系，防災系）の盤面監視業務の外注化を図った。 

 

【197】患者本位の診療体制を構築するた

め，外来部門で既に実施している臓器

別・病態別診療体制を病棟に導入する。 

【197】（１８年度から実施のため，１７年

度は年度計画なし）S 

 

  

【198】県内全体を視野に入れた周産期医療

(妊産婦及び新生児医療)体制を構築する

とともに，診断・治療・臓器移植に対応

できる遺伝カウンセリング部門の充実を

図る。 

【198】県内全体を視野に入れた周産期医療

(妊産婦及び新生児医療)体制の構築につ

いて検討を開始する。 

・平成１７年度に周産期医療（妊産婦及び新生児医療）の体制構築のた

め，①長崎県新生児聴覚検査推進事業に参画②長崎小児難聴研究会の

立ち上げ及び第１回長崎小児難聴研究会市民講座の主催③長崎周産期

協議会に参加等の活動を行った。 

 

【199】医療の質を高めるため，クリティカ

ル・パス（診療計画工程表）を充実させ

る。 

【199】医療の質を高めるため，クリティカ

ル・パス（診療計画工程表）を充実させ

る。 

・クリティカル・パス委員会の下部組織として，看護部長を委員長とす

る小委員会を設置し，パスの充実を図った。 
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【200】周辺病院との連携及び機能分担を推

進し，在院日数の短縮を図る。 

【200】周辺病院との連携及び機能分担を推

進し，ＤＰＣ（入院医療の包括評価）に

対応した疾患ごとの至適在院日数の実現

を目指す。 

・長崎市医師会病診連携委員会地域医療ネットワ－ク推進部会に参画し，

病診連携・病病連携を図った。 

・各疾患ごとにＤＰＣ（入院医療の包括評価）の至適在院日数を検討し，

これにより在院日数の短縮(１.５日)を図った。 

 

【201】地域の医師との連携を図るため，病

院にオープンシステム（開放型病床）を

設置する。 

【201】（１８年度から実施予定であったた

め，１７年度は年度計画なし） 

・平成１８年度以降に実施予定であったが，平成１７年４月に地域の医

師との連携を図るため，産科婦人科にオープンシステム（開放型病床）

を設置した。 

 

【202】安全管理部の機能を強化し，関係委

員会とも連携して高度な安全管理，品質

管理体制を構築する。 

【202】安全管理部の機能を更に強化し，高

度な安全管理，品質管理体制の維持に努

める。 

・安全管理部の機能を強化するため，構成員に内科系医師，外科系医師

各１名を増員した。 

・感染症の制御,疫学調査及び感染対策教育を通じて，感染防止対策を行

うことを目的とする感染制御教育センターを設置した。 

 

【203】ＩＳＯ（国際標準化機構）９００１

の基準認証を取得する。 

【203】ＩＳＯ（国際標準化機構）９００１

の規格要求事項に基づき医療サ－ビスの

継続的改善を図る。 

・認証後，ＩＳＯ（国際標準化機構）９００１認証継続審査を３年間（年

２回）受審することで医療サ－ビスの継続的改善を図ることとし，平

成１７年６月に第１回目及び１２月に第２回目の継続審査を受けた。

 

【204】広報活動を充実させるため，診療内

容，診療実績等の情報をホームページに

掲載する。 

【204】広報活動を充実させるため，診療内

容，診療実績等の情報のホームページへ

の掲載に向けて継続検討する。 

・院内ホ－ムペ－ジに診療実績等を掲載するとともに，収載構成・内容

のリニューアル作業を進めた。 

 

【205】新しい診療体制及び最高水準の医療

を実現させるため，病棟等の施設及び設

備の整備充実を図る。 

【205】将来改修が予定されている病院本館

について，最先端医療に対応できるよう

な改修プランの検討を開始する。 

・病院本館改修設計部会（外来，感染症病棟ワーキンググループ等）を

立ち上げ検討を開始した。 

 

【206】病院長のリーダーシップを強化する

ため，病院長をサポートする病院長の補

佐及び戦略的企画部門を設置するととも

に，学外から経営の専門家を参画させる。 

【206】病院長をサポートする副病院長体制

を維持し，引き続き学外から経営の専門

家を参画させるなど，病院長のリーダー

シップの強化体制を継続する。 

・病院長をサポートする副病院長体制を維持し，経営企画部へ参画して

いる若手教員の中から副部長を２名指名し，経営企画部の運営の円滑

化を図った。また，院内職員の意識改革のための外部コンサルタント

等による経営改善に関する説明会等を実施した。 

 

【207】診療部門別原価計算を実施し，経営

面で寄与する診療部門に対して，予算，

人員の重点配分を行う。 

【207】診療部門別原価計算を実施し，経営

面で寄与する診療部門に対して，予算，

人員の重点配分を行う。 

・医員の配分について診療科部門別原価計算を実施し人員配分を行った。  

【208】医療材料・消耗材料の在庫量の削減

を図るため，管理を外部委託化するＳＰ

Ｄ（包括的物流管理システム）方式を導

入する。 

【208】ＳＰＤ（包括的物流管理システム）

方式の導入に向けて検討する。 

・新病棟開院時の導入に向けて業者等による説明会を開催し検討を進め

た。 

 

○良質な医療人養成の具体的方策 ○良質な医療人養成の具体的方策 ○良質な医療人養成の具体的方策  

【209】医学・歯学生に対して診療参加型臨

床実習を行うとともに，卒前臨床教育を

推進するため，ＯＳＣＥ（客観的臨床技

能評価法）とＰＢＬチュ－トリアル（問

題解決型学習）を実施する。歯学生に対

しては，臨床実習コアカリキュラムを推

進する。 

【209】医学・歯学生に対して診療参加型臨

床実習を行うとともに，卒前臨床教育を

推進するため，ＯＳＣＥ（客観的臨床技

能評価法）とＰＢＬチュ－トリアル（問

題解決型学習）を引き続き実施する。歯

学生に対して，歯科教育モデル・コア・

カリキュラム－教育内容ガイドライン－

に沿った臨床実習を行う。 

・医学・歯学生に対して診療参加型臨床実習を行うとともに，卒前臨床

教育を推進するため，ＯＳＣＥ（客観的臨床技能評価法）とＰＢＬチ

ュ－トリアル（問題解決型学習）を引き続き実施した。 

・診療参加型臨床実習を１５週間に期間を延長し，高次臨床実習の充実

を図った。また，高次臨床実習に離島実習も加えた。 

 

【210】医学・歯学生共通に救命処置を含む

プライマリケア（基本的診療能力）を重

視した教育を充実させる。 

【210】医学・歯学生に対して救命処置を含

むプライマリケア（基本的診療能力）を

重視した教育の充実に向けた取組を行

う。 

・臨床実習における救命処置を重視し，平成１６年度の取組に加えて，

医科系は麻酔科，救急部，集中治療部の連携で，歯科系は歯科麻酔科

でより実践的かつ高度な教育に向けて日本救急医学会監修の「外傷初

期診療ガイドライン」に沿った救命措置を取り入れた。 
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【211】臨床教育関連病院群の強化を図るた

め，臨床教育研修センターを設置する。

歯科については，平成１８年度からの卒

後臨床研修必修化に向けて準備委員会を

設置し対応する。 

【211】医科系研修医について，平成１６年

度策定した卒後研修プログラムを平成１

８年度受入れ研修医に向けて見直しを行

う。さらに，研修終了後の専門医養成コ

－スを構築する。歯科について，平成１

８年度からの卒後臨床研修必修化に向け

て準備委員会で研修プログラムについて

検討する。 

・平成１８年度受入れ研修医に向けて，２年間の卒後臨床研修期間の全

てを本院で行うコースを新設した。 

・研修終了後の専門医養成コースの構築については，後期臨床研修委員

会を設置のうえ，募集要項を公開し，応募者の募集を行い５２名の応

募があり，全員を採用した。 

・歯科について，平成１８年度からの臨床研修必修化に向けて，プログ

ラムを準備委員会で作成し，厚生労働省に臨床研修施設として申請し，

マッチング者は４３名で，合格者は４０名であった。 

 

○研究成果の診療への反映や先端的医療の

導入のための具体的方策 

○研究成果の診療への反映や先端的医療の

導入のための具体的方策 

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策  

 

【212】研究成果を医療へ反映させるため，

各診療科が取り組む高度先端医療を評価

する委員会を設置する。 

【212】研究成果を医療へ反映させるため，

各診療科が取り組む高度先端医療を評価

する委員会の設置に向け検討する。 

・病院長の下，委員会の設置に向けて具体的に検討を行うための準備に

入った。 

 

 

【213】学際的トランスレーショナルリサー

チ（臨床応用可能な基礎医学研究）を育

成するため，医歯薬学総合研究科及び他

学部と連携する。 

【213】他学部との共同研究により医療機器

等の開発を目指す。 

・主に工学部と連携して非侵襲的血糖測定法の開発を行っており，課題

や問題点もあるが市販の簡易血糖測定器と同程度の精度を達成できる

見通しが得られた。また，超音波による蓄尿量推定システムの臨床試

験を行い，その有効性を確認した。 

 

【214】治験及び市販後臨床試験の実施率を

向上させるため，治験コーディネーター

部門を強化し，地域ネットワーク体制を

構築する。 

【214】治験及び市販後臨床試験の実施率を

向上させるため，治験コーディネーター

部門を強化し，地域ネットワーク体制の

実現化を図る。 

・治験コ－ディネ－タ－部門の人員８名（薬剤師４名，看護師４名）の

体制を維持し，治験コ－ディネ－タ－の人員強化を行っている。 

・地域ネットワ－クの構築を行うため，長崎県で進めている先進医療の

ネットワ－ク構想においても，基幹病院として参加し，ネットワ－ク

の構築の実現化に貢献した。 

 

○適切な医療従事者等の配置に関する具体

的方策 

○適切な医療従事者等の配置に関する具体

的方策 

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策  

 

【215】診療体制の活性化を図るため，病院

所属の教員に任期制を適用する。  

【215】診療体制の活性化を図るため，病院

所属の教員への任期制の適用を継続す

る。 

・病院所属の全教員について平成１６年４月１日より５年間の任期制を

適用した。再任に当たっては診療，研究，教育の実績を重視すること

により，意識の向上と仕事の活性化が促進された。 

 

【216】医療事務職員の専門職員化及びコメ

ディカル職員の組織化（診療支援部）を

図る。 

【216】コメディカル職員の組織化（医療技

術部）における効果を検討する。 

・医療技術職員を一元管理し，柔軟な人員配置ができるよう検討してい

る。また，病院の経営に関する最高意思決定機関である経営会議に医

療技術部長をメンバ－として参画させた。 

 

【217】人事管理に客観性と透明性をもたせ

るため，能力・業績を中心とした人事考

課を実施する。 

【217】人事管理に客観性と透明性をもたせ

るため，能力・業績を中心とした人事考

課の検討を開始する。 

・事務局が新たな人事評価制度を策定中であり，当制度に沿った形で検

討進捗を見まもった。 

 

【218】機動的な職員配置を行うため，病院

長の下に一定の助手人員を確保するプー

ルバンク制度を導入する。 

【218】病院長の下に一定の助手人員を確保

するプールバンク制度の効果的な運用に

関して検討する。 

・１６年度に引き続きプールバンク制度を実施し，組織の活性化と病院

経営の効率化を図った。 

 

○離島医療及び地域医療を充実するための

方策 

○離島医療及び地域医療を充実するための

方策 

○離島医療及び地域医療を充実するための方策  

【219】離島医療支援の充実を図るため，卒

前及び卒後教育に離島医療研修を組み込

む。 

【219】離島医療支援の充実を図るため，卒

後教育（２年次）に離島医療総合コ－ス

を組み込み実施する。 

・研修医の採用面接の際に離島医療総合コースをアピールした。 

・文部科学省の平成１７年度「地域医療等社会的ニ－ズに対応した医療

人教育支援プログラム」に「大学発“病院再生”による地域医療人育

成」という題目で応募し採択された。大学病院内に「へき地病院再生

支援・教育機構」を設立し，平戸市民病院と北松中央病院で活動を開

始した。 
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【220】地域医療を充実するため，地域の病

院・診療所との入退院の調整，医療福祉

相談，在宅看護支援活動を実施する。 

【220】地域医療連携センタ－を充実し，地

域の病院・診療所との入退院の調整，医

療福祉相談，在宅看護支援活動を強化す

る。 

・地域との連携を図るため，長崎市医師会診療所デ－タベ－スを構築中

である。また，長崎市公的病院等医療連携関連部門連絡会の設立及び

病診連携委員会地域医療ネットワ－ク推進部会に参画した。 

退院支援実績件数：７７５件 

 

【221】予防医療の推進のため，生活習慣病

予防診療部で公開講座等を含めて市民へ

の啓発活動を行う。 

【221】市民への医療・福祉の啓発のため，

公開講座を企画開催する。 

 

・市民一般・介護従事者・医療従事者を対象に公開講座を実施した。 

「在宅・介護における摂食・燕下リハビリテ－ション」（参加者３２名）

 

【222】患者の医療・福祉の向上のため「患

者の友の会」等に参加し，啓発・指導す

る。 

【222】患者の医療・福祉の向上のため「患

者の友の会」等に参加し，啓発・指導す

る。 

・「リウマチ友の会」，「膠原病友の会」，「ベ－チェット友の会」，「ＡＬＳ

友の会」，「糖尿病友の会（つるの会）」，「透析友の会」などの患者友の

会に対し，関係ある医師・コメディカル職員がその活動を支援した。

平成１７年１０月に糖尿病友の会と一般市民に向けて糖尿病予防キャ

ンペ－ンを長崎市ブリックホ－ルで開催し多数の市民の出席があっ

た。 

 

【223】離島医療及び地域医療に関する研究

会を開催し，医師及びコメディカル職員

の研修を行う。 

【223】離島医療及び地域医療に関する研究

会を開催し，医師及びコメディカル職員

の研修を行う。 

・コメディカル職員を対象に公開講座を実施した。 

 「あなたもできる救命処置－ＢＬＳ（一次救命処置）からＡＥＤ（自

動体外式除細動）の使用方法」 

（参加者：１２名） 

 

○医療の国際的共同研究及び国際協力を推

進するための方策 

○医療の国際的共同研究及び国際協力を推

進するための方策 

○医療の国際的共同研究及び国際協力を推進するための方策  

 

【224】国際ヒバクシャ医療センターにおい

て，国際的な共同研究を行うとともに，

海外ヒバクシャ等の検査・治療を推進す

る。また，被ばく事故の際には，緊急被

ばく医療機関として参画する。 

【224】国際ヒバクシャ医療センターにおい

て，国際的な共同研究を行うとともに，

海外ヒバクシャ等の検査・治療を推進す

る。また，国内外の緊急被ばく医療ネッ

トワ－クの構築を目指す。 

・在外ヒバクシャ支援事業の一環として，韓国のソウル（７月）とテグ

(１０月)で，計６５９名の被爆者の健診と健康相談を行った。また，

１６名の在外被爆者の入院治療を行った。 

・被ばく医療関連研修のため，海外（韓国，ブラジルなど）から１１名

の医療関係者を受入れた。 

・２１世紀ＣＯＥプログラムの被ばく関連国際共同研究の一環として，

イギリス，カザスフタン，ベラル－シ，ロシア，イランより研究者を

受け入れた。 

・国際ヒバクシャ医療センター長が，ＷＨＯの放射線部門の専門官とし

て２年間ＷＨＯ本部に招聘され，ＷＨＯの緊急被ばく医療ネットワー

クの日本代表として，５月に行われた世界規模の原発事故模擬演習に

参加した。 

・９月にはジュネーブで行われたＷＨＯ－長崎大学共催，国際合同セミ

ナー「放射線による晩発影響 原爆被爆から六十年間に得られた知見」

に本院関係者等が参加した。 

・平成１７年１２月に緊急被ばく医療の長崎フォ－ラムを，さらに平成

１８年２月及び３月に病院長を委員長とする長崎県緊急被ばく医療ネ

ットワ－ク検討会を開催した。 

 

 

【225】国際的に感染症の診断・治療及び研

究を行うために，国際感染症センターを

設置する。  

【225】国際的に感染症の診断・治療及び研

究を行うために，国際感染症センターの

設置に向けて継続検討する。  

・国内外の研修医，医師に対して臨床研修，レクチャーを行った。 

・１６年度に引き続き，２１世紀ＣＯＥプログラムで募集した国内の医

師６名がチェンマイ大学附属病院等で実地トレ－ニングを行った。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上 

３ その他の目標 

（３）附属学校に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・附属学校４校園は，幼児，児童，生徒が，基礎・基本を徹底し，確かな学力を形成するとともに，豊かな人間性を身につけ，心身ともに健やかに育つよう指導し，支援する。 

・教員養成学部に附属する学校園として，教育学部学生や大学院生が教育実践力を身につけるための教育実習を効果的に実施する。 

・教育実践研究を，教育学部及び教育学研究科と連携，協力して推進する。 

・現職教員の研修を県や市町村の教育委員会と共同して実施し，学校における教育力の向上に資する。 

 

中期計画 年度計画 計画の進行状況等  

○大学・学部との連携・協力の強化に関す

る具体的方策 

○大学・学部との連携・協力の強化に関す

る具体的方策 

○大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策  

【226】附属学校園協議会と教育学部とが定

期的に協議の場を持つことにより，共同

研究や連携・協働の機能を強化する。 

【226】平成１６年に整備した教育学部と附

属学校園の協議に関する規定に従い，学

期ごとに協議する。 

・教育学部と附属学校園の協議に関する内規に従い，前期に１回，後期

に１回，計２回の協議会を開催し，共同研究の在り方，教育実習の改

善，学部と附属学校園の交流促進のための方策等について協議した。

 

【227】教育学部附属教育実践総合センター

と附属学校４校園が定期的に協議し，教

員養成及び教育実践に関わる共同研究の

活性化を図る。 

【227】教育学部附属教育実践センターと附

属学校４校園の定期的協議を継続し，引

き続き教科の授業研究と教育実地研究に

ついて共同研究を行う。授業の共同研究

については，教科の数的拡大を図る。 

・教育学部附属教育実践総合センターと附属学校４校園の協議は，学部

で新たに導入する｢蓄積型体験実習｣を含めた教育実地研究の改善をテ

ーマに継続的に実施した。また，授業に関する共同研究については，

教科の数的な拡大を図った。 

 

【228】教育学部教員と附属学校４校園教員

との交流をさらに深め，連携機能の活性

化を図る。 

【228】教育学部教員と附属学校４校園教員

との日常における交流を更に深め，教育

学部学生の指導や援助，附属学校４校園

におけるカリキュラムの編成，学習指導

法の改善，学習材の開発，教育相談や発

達相談，特別活動，特別支援教育等に関

わる共同研究を充実させる。 

・幼稚園では，幼児教育研究協議会での指導助言を始め，保育や幼児保

健に関する共同研究に着手した。 

・養護学校では，教育相談，発達相談，特別支援教育等についての協働・

連携公開研修講座において交流を行った。 

・中学校では，「学問探究」の時間に教育学部をはじめ，医学部，経済学

部の教員が延べ４４回の授業を実施した。また，研究発表会に関わる

共同研究や交流を行った。 

・小学校では，初等教育研究発表会における共同研究や指導・助言を求

めるなどの交流を行った。また，複式教育に関する共同研究も推進し

た。 

 

○学校運営の改善に関する具体的方策 ○学校運営の改善に関する具体的方策 ○学校運営の改善に関する具体的方策  

【229】保護者や地域社会の意見や要望を生

かす学校運営を行う。S 

 

【229-1】学校評価，育友会，学校評議員会，

学校公開を積極的に活用して，保護者や

地域社会の意見や要望を学校運営に生か

す努力を継続する。 

・各附属学校園ともに，学校評議員会を開催し，出された意見を基に改

善に取り組んだ。 

・育友会については，各附属学校園ともに定期的に育友会評議委員会を

開催し，学校運営に向けて協働した。S 

・引き続き保護者による学校評価を実施し，学校運営の改善に向けて活

用した。 

・各種学校(園)行事の活用，園庭開放(幼稚園)，公開講座，学校公開(学

校説明会)等を通して保護者，地域の人々，入学・入園を希望する人々

の学校理解に努めた。 

 

 【229-2】附属幼稚園内での保健指導の充実

を図り，実施する。 

・附属幼稚園での保健指導は，専任の養護教諭を中心として遊び，食事，

睡眠などの生活習慣について毎月実施した。 
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 【229-3】保育研究協議会等において保健部

会を開催し，幼稚園における幼児保健教

育の指導的役割を目指した活動を行う。

・附属幼稚園での保健教育の成果を保育研究協議会保健部会において発

表した。 

 

 

 【229-4】教育実習体制充実を主な目的とし

て，附属学校４校園において変形労働時

間制を導入する。 

・教育実習体制充実を主な目的として導入した変形労働時間制について，

夏季休業中に代替休暇を確保することができた。 

 

○附属学校の目標を達成するための入学

者選抜の改善に関する具体的方策 

○附属学校の目標を達成するための入学者

選抜の改善に関する具体的方策 

○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方

策 

 

【230】今後の入学者（入園者）選考のあり

方について，附属学校４校園と教育学部

で協議する。 

【230】今後の入学者（入園者）選考の在り

方について，教育学部を交え附属学校４

校園で検討するための情報収集を行う。

・附属中学校における平成１８年度入学者選考について，学部や他の附

属学校園と協議の上「抽選制」の廃止を決定した。 

・各附属学校園ともに，全国附属学校連盟，九州地区附属学校連盟の会

議等を利用して入学選考に関わる情報の収集に努めた。S 

・附属小学校では，募集区域の一部見直しを行った。 

 

○公立学校との人事交流に対応した体系的

な教職員研修に関する具体的方策 

○公立学校との人事交流に対応した体系的

な教職員研修に関する具体的方策 

○公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的

方策 

 

【231】附属学校における研修実施協議会及

び研修実施運営委員会を創設し，公立学

校教員と同等の教職員研修を実施する。 

【231】研修要項に従い，研修実施協議会及

び研修実施運営委員会において当該教員

の研修内容を検討し，適切に実施する。

・附属小学校３名，附属中学校３名，附属養護学校１名の教員が１０年

経験者研修該当者として，附属中学校１名の教員が２０年経験者研修

該当者として，規定に従い適切に研修を実施した。 

 

【232】校内における現職教育研修を充実す

る。 

【232】校内における現職教育研修改善に基

づいて，附属学校４校園で現職教育研修

を実施する。 

・校内研修については，各附属学校園ともに定期的に実施した。公開保

育（幼），幼児教育研究協議会（幼），研究発表会（小・中），初任者研

修などを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



長崎大学 

 52

 
 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項 

① 教育研究の高度化，個性豊かな大学づくりを目指した，教育研究活動及び地域社会，
国際社会への貢献のための特色ある取り組み 
１．先進的教育活動の展開  

（１－１）本学では，長崎大学，新潟大学，富山大学の３工学部によるものづくりを支え
る工学力教育の拠点形成の取組【平成１５年度特色ある大学教育支援プログラム（以下
「特色ＧＰ」）：ものづくりを支える工学力教育の拠点形成 ～創造性豊かな技術者を志
す学生の連携による教育プログラム～】や，本学の共通教育を改善・実践する初年次教
育マネジメントサイクルの創成を進める取組【平成１５年度特色ＧＰ：特色ある初年次
教育の実践と改善 ～教育マネジメントサイクルの構築～】等の特色ある教育を展開し
てきた。本年度はこれらに加えて，大学教育機能開発センターに初年次教育研究開発部
門を設置し，教員に対する支援と学生への学習指導支援を同時に行う新しいシステムを
構築する事業【平成１７年度特別教育研究経費（教育改革）：初年次教育指導支援システ
ムの構築】を開始した。 
（１－２） 大学院生産科学研究科では，長崎大学環東シナ海海洋環境資源研究センターと
の共同体制のもと，環東シナ海諸国の大学・研究機関と協力し，長崎大学の地理的特徴
を生かした先進的教育プログラム【平成１７年度「魅力ある大学院教育」イニシアティ
ブ（以下「大学院ＧＰ」）：海洋環境・資源の回復に寄与する研究者養成 （環東シナ海実
践教育による学際性・国際性の育成）】を開始した。このプログラムでは，フィールド実
践教育，複数教員による研究企画・遂行・取りまとめについての一貫指導，海外協力拠
点大学の学生・教員との共同調査・データ解析，学生主体の環東シナ海国際共同セミナ
ー等により，海洋環境・資源の回復に関する「アジアンスタンダード」の作成に寄与す
る研究者を育成する。 
また，大学院医歯薬学総合研究科では，新興感染症病態制御学系専攻において感染症
に関する研究者と専門医師を育成するための独創的教育プログラム【平成１７年度大学
院ＧＰ：国際的感染症研究者・専門医養成プログラム】を開始した。このプログラムは，
地球規模で活躍できる感染症研究者，専門医師育成のための教育の更なる実質化を進め
るもので，教育目標に沿って峻別したコースワーク（研究者養成コースと専門医師養成
コース）が設定され，海外研究・研修システム，ｅラーニングによる遠隔教育・自主学
習環境が導入される。 
さらに，平成１８年度からは，大学院医歯薬学総合研究科に，全ての講義を英語で行
い熱帯医学の専門医を養成する熱帯医学専攻修士課程（１年コース）の新設を決定した。
 
２．特色ある地域連携教育プログラム 

（２－１）平成１６年度より，【平成１６年度特色ＧＰ：地域と連携した実践型医学教育プ
ログラム ～現代版「赤ひげ」の育成を目指した長崎県五島列島における包括的保健・
全人的医療教育の実践～】を展開してきた。本年度は，その完結版として，大学病院内
に「へき地病院再生支援・教育機構」を設置し，過疎地拠点病院及び自治体と連携して，
後期臨床研修医を教育するプログラム【平成１７年度地域医療等社会的ニーズに対応し
た医療人教育支援プログラム：大学発“病院再生”による地域医療人育成】をスタート
させた。  
（２－２）附属小学校に複式学級を開設するなど離島における学校教育の改善・充実にも
力を注いできた。本年度には，長崎大学，鹿児島大学，琉球大学の３教育学部による離
島教育充実のためのプログラム【平成１７年度特別教育研究経費（研究推進）：新しい時
代の要請に応える離島教育の革新】をスタートさせた。 
（２－３）長崎はオランダとの長い交流の歴史を有している。日蘭交流の歴史発掘を軸と
した講義と演習を，ライデン大学からの留学生と教育学部情報文化教育課程クロスカル
チャーコースの学生が共修する「国際地域連携教育プログラム」を展開している。この
教育プログラムは，長崎大学・ライデン大学・長崎歴史文化博物館３者の連携事業とし
て，長崎の文化の発掘を通じて地域の振興にも寄与している。 
 

３．学生参加型の学生支援 
平成１６年１月に実施した「第９回学生生活調査の調査結果」に基づき学生の声を反映
した重点支援等を設定し順次実施した。学生支援施設の整備については，学生委員会に置
く課外活動支援・学園祭専門委員会で実態調査を行った上で，総合体育館，補助体育館及
びサークルセンター等の緊急度の高い施設から順次整備した。さらに,「学長と学生の懇談
会」を開催し，学生の声を反映した支援方策を各部局へ依頼した。 
就職支援についても，学生の自主企画による就職活動支援プログラム「都市部における
教員の需要と求める教師像」，「長崎発キャリアデザインセミナー，やるバイ！就活宣言！！
２００５」，「グループワーク体験プログラム」を学長裁量経費により支援した。また，学
生生活上の悩み，不安等を抱える学生，新入生に対する支援システムとして，新入生に上
級学生がアドバイスする「ピア・サポート」を全学的に導入し，学生２０名のピア・サポ
ーターの参加を得て学生間のネットワーク作りの支援を行った。 
７年目を迎えた学生提案型のキャンパスライフ活性化計画「夢大賞」は，「芸術鑑賞で心
にゆとりを～ランチタイムコンサートの定例化と拡大～」を夢大賞として採択した。この
コンサートは，昼休みを音楽鑑賞でリラックスに，との提案で毎月実施されている。大学
としては，活動への資金援助や施設の提供を行うなどして活動を支援している。さらに，
準夢大賞として６件の提案を採択した。その中には，「国際協力を学生の手で」，「伝統芸能
をもっと身近に」，「やるばいっ！学生ＩＳＯ委員会」などのように，サークル活動として
結成されたものもあり，夢の実現を通した大学活性化を窺うことができる。 
 
４．２１世紀ＣＯＥプロジェクト及び特色的研究の重点的推進  
２１世紀ＣＯＥ「熱帯病・新興感染症の地球規模制御戦略拠点」と「放射線医療科学国
際コンソーシアム」は，いずれも人類の安全・安心と国際貢献という今日的最重要課題に
資する研究拠点として国内外に認知され発展しつつあり，１７年度は「熱帯病・新興感染
症の地球規模制御戦略拠点」が中間評価において極めて高い評価を受けた。また，本学の
特色的海洋研究の実績に基づき「日中韓連携の東シナ海海洋環境資源保全研究」への新展
開を学内重点研究として取り上げ，拠点形成に向けて組織的支援を強化している。感染症，
放射線，海洋の重点３領域は１７年度には特別教育研究経費３件，総計 423,118 千円，文
科省補助金・受託研究事業４件，総計 923,360 千円の大型資金を獲得した。 
 
５．研究活動の国際展開による国際貢献（国際連携研究戦略本部と海外研究拠点） 
国際連携は長崎大学の研究教育を特徴づける最大のキーワードである。「知の情報発信
拠点」として世界の研究教育機関と競合あるいは連携して世界のトップレベルの研究教育
活動を展開することを目標とする。この戦略遂行のために，国際連携研究のマネジメント
に特化した「国際連携研究戦略本部」を平成１７年度に創設した。この組織は，当該分野
の研究動向，当該研究を巡る社会情勢などの調査結果も踏まえた効果的な国際戦略マネジ
メントを行う。新たに制定された有期雇用職員就業規則により外部資金による専門家人材
確保が可能となり，組織の中核に据えた。なお，この本部構想は文科省「大学国際戦略本
部強化事業」に採択された（平成１７年４月）他，ベトナムにおける長崎大学感染症研究
プロジェクト及び予防接種事業強化プロジェクトで合計 683,101 千円の外部資金を受託し
た。 
国際連携研究の実質的遂行のためには本学教職員が長期間常駐し海外現地の研究者と共
同して研究が行える海外研究拠点が不可欠である。すでに熱帯病・感染症領域においては
熱帯医学研究所の研究実績にもとづき平成１７年度文部科学省の支援でベトナムとケニア
に海外研究拠点を設置した。すでに１０名以上の本学職員が常駐し活動を開始しており，
日本の感染症研究による国際貢献のシンボルとなりつつある。 
 
６．学内共同教育研究施設等を中心とした社会連携活動 

（６－１）共同研究交流センターを中心に，県下１６大学等の「産学官連携のための長崎
県下大学等間ネットワーク」の充実を推進し，地域企業等からの要請に対する連携対応 
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体制を整備した。また，研究成果の社会還元の効果的実施を目的として，地域中小企業
等の技術ニーズ情報等を集積している金融機関との連携協定を締結し，情報交換，学術
相談等の産学連携体制を整備した。さらに，県，市，県内他大学と連携し，産学官連携
の「インキュベーター」建設による大学発ベンチャーの創出環境の整備を進めた。S 

（６－２）知的財産本部は，長崎ＴＬＯとの連携の下に，研究成果の保護管理と権利化活
用を推進し，知的財産の社会還元に努めた。１７年度の特許出願数は６０件（前年度２
１件）に増加した。そのうち特許登録３件（前年度０件），企業実施予定２１件（前年度
１５件），ライセンス契約（オプション含）９件（前年度４件）の活用がなされた。結果
として，ライセンス等収入は６４７万円（前年度１３０万円）に増加した。S 

（６－３）本学の教育機能を活用した地域貢献として，生涯学習教育研究センターの企画
を中心に，地域社会への教育機会の提供を推進し，社会人向け公開講座２３講座を実施
し，５３０名の参加があった。また，長崎県内の２２高等学校に延べ１４９名の出前授
業教員を派遣した。さらに，高校生向け公開講座の４夏季講座及び１半年講座を実施し，
１３４名の参加があった。 
（６－４）先導生命科学研究支援センターは，地域社会における生命科学の教育研究推進
貢献の理念のもと，県内高校生を対象として，「高校生体験授業：ＤＮＡを増やしてみよ
う」を開催し，５７人の参加があった。 
（６－５）教育実践総合センターを中心に，現職教員の再教育研修を県・市教育委員会と
連携して実施した。市教職員１０年経験者研修で９教科６５名，公立学校教職経験２０
年経過教員研修で１７講座５３４名を受け入れた。また，離島の小・中・高校を含め，
教育支援訪問システムを利用した研修支援を６３回実施した。教育実践総合センターへ
の教育相談が，教員から１４６件，児童生徒から２１５件あった。 
（６－６）地域教育支援施設として本年度設置された「心の教育総合支援センター」（３年
間の時限設置）は，県教育委員会及び学校現場，家庭，臨床医学との連携により，公開
講座「子どもの心を支えるために」，養護教諭研修会「青年期の自殺について」，特別支
援教育コーディネーター講座，テレビ電話での「遠隔相談」，小中学生対象の「健康とラ
イフスタイルに関する調査」等の事業を実施し，地域の心の教育の充実に寄与した。 
 
② 各国立大学法人等の置かれている状況や条件等を踏まえた教育研究活動を円滑に進め
るための工夫 
１．学長裁量経費による教育改革支援 
教育改革を促進するために，「教育改革支援プログラム」を実施し，改革の取組を公募し
て学長裁量経費で支援することとした。審査の結果，本年度は１１件の取組を採択した。
 
２．全学部におけるＡＯ入試の実施とその検証 
平成１５年度入試から全８学部でＡＯ入試を導入した。募集人員は，平成１５年度入試
では７０人であったが，平成１８年度入試では９０人（本学の総入学定員の５.５％）へと
増加し，志願倍率も５．１倍となった。また，平成１７年度にはＡＯ入試入学者全員の学
業成績を全学的に追跡調査し，ＡＯ入試の検証を行った。この結果，ＡＯ入試が他の選抜
方式と伍す方式であり，今後一層の改善を重ねることで，より優れた入学者選抜方式とす
ることができるとの確証を得ている。 
 
３．短期留学プログラムと交換留学生プログラム 

本学に在籍する外国人留学生数は平成１７年度に３３０名をこえた。広報活動の成果もさ
ることながら，留学生を対象にした新しい教育プログラムの立ち上げに拠るところも大で
ある。新教育プログラムとしては留学生センター短期留学プログラム（２０名），医歯薬学
総合研究科外国人特別コース（３名），留学生センター交換留学生プログラム（１０名）が
あげられる。前２者は英語による教育が行われ，留学生センターには短期留学プログラム
専任教員を配置した。オランダ・ライデン大学の交換留学生と日本人学生との共修科目「長
崎蘭学」は留学生に大好評であり，さらなる充実拡大が計画されている。 

４．日本人学生の海外留学機会の提供 
日本人学生の海外留学機会提供の取組も開始した。海外での受講カリキュラムの提供と
環境整備，海外受講科目の単位認定などの支援を中心に取組んだ。平成１８年度には北京
教育学院における夏季短期語学研修への参加学生（２０名）を募集する予定となっている。 
 
５．個々の基盤的研究・萌芽的研究の支援と若手研究者の育成 
運営費交付金削減の中で，大学として部局基盤的経費の維持に最大限の努力を払った。ま
た，基盤的・萌芽的研究を学内公募し学長裁量により研究費支援も継続的に行っている。ま
た，平成１７年度からは「新任教員の教育研究推進支援経費」（総額 11,800 千円）も新設し
た。しかしながら，十分な研究費確保には外部資金の獲得が不可欠であり，重点研究プロジ
ェクトへの大型資金獲得支援とともに，個々の研究者の競争的外部資金獲得支援に大学とし
て組織的に取組んでいる。その中で中核に位置づけられるのが科学研究費補助金であり，全
教員の申請（申請率１００％）と採択率，件数，金額の大幅アップを達成すべく，１７年度
は説明会開催，申請マニュアル作製，応募内容のブラッシュアップ指導などの努力を行った。
（「資料編」Ｐ１４参照） 
 
６．共同実験施設や設備など研究環境の整備 
学内共同教育研究施設は学長直轄組織であり，教育研究面での大学全体としての最大の
戦略組織である。大学の研究推進戦略に基づき旧来の研究関連施設を，先導生命科学研究
支援センター（坂本地区），共同研究交流センター（文教地区），環東シナ海海洋環境資源
研究センター（三重地区）の３施設への統合・改組を１７年度に終了し，各々の分野で本
学の研究振興の推進役となりつつある。 
 
③ 全国共同利用研究所としての活動 
熱帯医学研究所における共同利用の特徴は，豊富に蓄積されている熱帯地の医学，健康，
環境，疫学情報の共有による応用的及び学際的研究にある。この観点をより実質化するた
め，平成１７年度の課題の全国公募に当たり，共同研究では従来の一般研究に加えて新た
に重点研究と国際共同研究を，研究集会にも国際セミナーを加えた。この変革は課題の重
点化と競争原理の導入にも繋がった。一方で共同研究の社会的意義をより明確に位置付け
るため，運営方針について提言する運営委員会，研究内容についてコメントする専門委員
会ともメンバーを一新し，何れも半数近くを外部に委嘱すると共に，委員の若返りを図っ
た。採択課題のうち一研究集会を初めて東京にて開催した。（「資料編」Ｐ１２８－１３１
参照） 
 
④ 附属病院に関する特記事項 
１．国際ヒバクシャ医療協力 
本学附属病院「国際ヒバクシャ医療センタ－」で，在外ヒバクシャ支援事業の一環とし
て，被爆者の健診及び健康相談を行い（６５９名：韓国），１６名の在外被爆者の入院治療
を実施した。 
 
２．地域医療等社会的ニ－ズに対応した医療人教育支援プログラムの展開 
【平成１７年度地域医療等社会的ニ－ズに対応した医療人教育支援プログラム：大学発
“病院再生”による地域医療人育成 －医療過疎地域に大学医学教育拠点を置き，地域医
療再生を通して次世代医療人の育成をはかる－】により，大学病院内に「へき地病院再生
支援・教育機構」を設立し，平戸市民病院と北松中央病院を地域教育拠点病院とし教育環
境の整備，地域病院との連携を図るとともに，へき地での修練医養成プログラムの国際標
準化を図る目的でトロント大学医学部家庭医療学講座との交流を行い，へき地の教育拠点
で日本とカナダのへき地医療を考える講演会を開催し，へき地医療の活性化に貢献した。 
また，教育拠点に派遣した教員は教育環境の充実を図ると共に拠点病院の医療の充実に
努力し病院再生に貢献した。 
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⑤ 附属学校に関する特記事項 
附属学校ではそれぞれの発達段階での課題を解決するため，教育学部との連携を一層強
化し，学校ごとに新たな試みを始めた。 
小学校では，複式学級での学習の充実に向けた学部との連携協力をすすめるための教室
整備を行った。また，国立大学法人で唯一配置した栄養教諭を活用し，食育促進に関する
各種活動（栽培活動を含む）を展開した。 
中学校では，文部科学省の研究開発学校の指定を受け，大学や学部ならびに県立高等学
校と連携して脳を活性化するための学習ステージや自己の個性を探らせたり，生き方につ
いて考える学習ステージを創設し研究に取り組んでいる。また，ＩＴ学習の環境整備のた
めに機材の更新を行うとともに，韓国の中学生との協同学習を行うための遠隔教育を学部
教員と協同して試行した。 
養護学校では，障害児の特別支援を行うために，障害児を持つ保護者を対象とした発達
相談・教育相談を学部教員とともに行った。 
附属幼稚園に配置された養護教員を活用し，一般市民を対象として幼児保健や食育に関
する相談等の計画を立て始めた。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・学長のリーダーシップの下で，機動的な大学運営を遂行できる運営体制を構築する。 

・高度で個性的な教育研究を発展させるために，弾力的かつ柔軟な人材の配置と，資源の重点配分を推進する。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○全学的な経営戦略の確立に関する具体的

方策 

○全学的な経営戦略の確立に関する具体的

方策 

 ○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策  

【233】学長を中心に役員会，経営協議会，

教育研究評議会が連携して，教育研究，

産学官連携，地域連携，国際連携におけ

る重点的施策を明確化し，その実現のた

めの経営戦略の立案を図る。 

【233】学長のリーダーシップの下で全学的

経営戦略を機動的・効率的に企画・立案

するための組織を設置する。 

Ⅲ ・大学運営の重要事項については，学長，理事，副学長，

事務局各部長を構成員とする「運営会議」で企画立案し

ていたが，全学的経営戦略を機動的・効率的に策定する

ために「運営会議」を見直し，「戦略企画会議」の設置

を決定した。 

・平成１７年度に設置した「計画・評価本部」において大

学運営における企画・立案→運営→評価→改善のサイク

ルを確立した。 

 

○運営組織の効果的・機動的な運営に関す

る具体的方策 

○運営組織の効果的・機動的な運営に関す

る具体的方策 

 ○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策  

【234】学長を中心にした最終意思決定機関

の役員会及び審議機関としての経営協議

会と教育研究評議会の機能的・機動的な 

【234-1】学長と各理事間の連絡調整や情報

共有化を円滑に進める等の支援業務を行

う体制（仮称：学長支援室）を整備する。

Ⅲ ・学長と各理事間の連絡調整や情報の共有化を円滑に進め

る等の支援業務を行う体制の検討を進めた結果，学長室

の設置を決定し，当面の課題の洗い出し作業を行った。

 

役割分担を確立し，さらに学内コンセン

サスの確保のために，全学委員会の見直

し，充実を図るとともに，部局間の連絡

調整会議的な機能をもたせた組織の改善

を図る。 

 

【234-2】全学委員会について，学内コンセ

ンサスの確保を含めそれぞれの業務内容

を点検し，その改善・充実を図る。特に，

法人化後新たに設置された全学委員会に

おいては，初年度の審議内容を精査し，

その機能を更に明確にする。 

Ⅲ ・全学委員会の委員の在り方等について検討し，財務委員

会については，より学内のコンセンサスが得られるよう

各部局長を構成員とすることとして改善・充実を行った。

 

 

 【234-3】教職員等のニーズを把握し，適切

な形で管理運営に反映させるために，

個々の大学構成員から意見聴取する場を

設ける。 

Ⅲ ・ホームページ上に学長メッセージを開設して学内構成員

から学長へ意見を寄せてもらっており，広報誌ＣＨＯＨ

Ｏなどを利用してその活用を呼びかけた。また，学長と

学生との懇談会を定期的に開催し，直接意見を聴いた。

・１２月に各部局等に対し将来構想等についてヒアリング

を実施した。 

 



長崎大学 

 56

【235】学長のリーダーシップ機能発揮のた

めに，経営感覚に優れた人材の登用と財

務システムの活用により経営・財政基盤

を確立する。 

【235】引き続き学長裁量経費の確保を図る

とともに，適切な財務管理や財務分析を

行い，それに基づいて効率的・効果的に

予算配分する仕組みを構築する。 

Ⅲ ・学長裁量経費の拡充を図った。 

 （平成１６年度 83,000 千円，平成１７年度 219,000 千円）

・平成１６年度決算の執行状況を踏まえ，効率的・効果的

な平成１８年度予算配分を検討し，その基本方針を決定

した。（「資料編」Ｐ２３－２４参照） 

 

【236】役員会を中心とした職能別の運営と

学部等を中心とした教育研究分野別の運

営との効果的な仕組みを確立する。 

【236】役員会を中心とした職能別の運営と

学部等を中心とした教育研究分野別の運

営との効果的な連携体制の検討を進め，

その仕組みを確立する。 

Ⅲ ・役員懇談会に，適宜学部長等に出席を求めて，学部等の

将来構想や運営状況について意見交換を行い連携を図っ

た。 

 

【237】機能的な大学運営体制を構築するた

め，経営協議会と教育研究評議会の両方

にまたがる重要事項を審議する機関とし

て必要に応じて合同委員会を設置する。 

【237】機能的な大学運営体制を構築するた

め，経営協議会と教育研究評議会の両方

にまたがる重要事項を審議する機関とし

て合同委員会の設置を検討する。 

Ⅲ ・経営協議会と教育研究評議会の両方にまたがる重要事項

が特に生じなかったので合同委員会を設置しなかった。 S 

 

 

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な

学部等運営に関する具体的方策 

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な

学部等運営に関する具体的方策 

 ○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関

する具体的方策 

 

【238】副学部長の設置を含めた学部長等補

佐体制の充実を図るとともに，教授会に

おける審議事項の精選を進める。 

【238】学部長等補佐体制の充実を図るとと

もに，教授会における審議事項の精選を

進める。 

Ⅲ ・既に副学部長や副研究科長制度を導入している６学部２

研究科以外の部局においても学部長補佐体制の確立を図

るため副部局長制度の導入を決定した。 S 

・各部局において，代議員制・講座主任会議等を活用し，

教授会の審議事項を精選し，軽易な案件等についてはメ

ール等により審議を行うなど，意思決定の迅速化を図っ

た。 

 

○教員・事務職員等による一体的な運営に

関する具体的方策 

○教員・事務職員等による一体的な運営に

関する具体的方策  

 ○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方

策  

 

【239】教員と事務職員等の役割分担を明確

にする一方，教員と事務職員等が共同で 

【239-1】各役員を支援する役員支援室の在

り方を見直す。 

Ⅲ ・役員支援室の円滑な運営に資するため，役員支援室連絡

会（仮称）を設置することについて検討した。 

 

大学・学部運営の企画・立案等に参画し

得るようにシステム作りを進める。 

【239-2】新たな教育研究ニーズに対応する

全学的な企画・支援業務を機動的・効率

的・効果的に展開するため，教員と事務

職員一体となった組織の構築を進める。

Ⅳ ・教員と事務職員が一体となって組織し，ワンストップセ

ンター機能をもたせた「国際連携研究戦略本部」を設置

して文科省から「大学国際戦略本部強化事業」として採

択された。 

 

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分

に関する具体的方策 

○全学的視点からの戦略的な学内資源配分

に関する具体的方策 

 ○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的

方策 

 

【240】適切な教育改善と育成すべき研究を

推進するために，重点的資源配分を行う

全学的体制作りを進める。 

 

【240-1】学長のリーダーシップの下で教育

研究，学生支援等の各種事業を，全学的

な視点から戦略的に進めるための予算

（学長裁量経費）の拡充を図る。 

Ⅳ ・学生顧客主義に基づく学生支援を行うため,学長裁量経費

に学生学習環境支援経費 54,000 千円を新設し, 学生用

図書の整備,図書館の閲覧机及び椅子の更新並びに学習

室等を整備した外，学習環境・課外活動施設の充実を図

った。（「資料編」Ｐ７参照） 

 

 【240-2】大学高度化推進経費(学長裁量経

費公募研究プロジェクト)のカテゴリー

設定及び配分について検討し，先端的・

萌芽的な研究・教育の課題に予算を注入

するなど，学長裁量経費配分ルールの策

定を進める。 

Ⅳ ・学長裁量経費公募プロジェクトについては，各担当理事

の責任の下，研究推進，教育改革，社会貢献・産学連携

推進プログラムへの配分ルールを策定し重点的な配分を

行った。（「資料編」Ｐ１１参照） 

・学長裁量経費に新任教員研究支援経費を新設し,新任教員

に対する研究環境の初期的な基盤経費支援を行った。（教

 

   授@1,000千円,助教授＠800千円,講師＠600千円,計１６

名）（「資料編」Ｐ８参照） 
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【241】学長のリーダーシップの下で大学運

営を機動的・戦略的に進めるために一定

の教員数を学長の下に確保する。 

【241】学長の下で，教職員定員を全学的定

数として管理する体制の中で，中期的な教

員再配置について検討する。また，外部資

金による任期付き教職員の採用に関する

制度を構築する。 

Ⅳ ・法人化前からの第１０次定員削減計画を平成１７年度も

計画どおりに実施し,教育職員７人,その他の職員１１人

を削減した。削減定員については,学長管理として,研究

プロジェクト等への教員措置や長期研修事務職員の代替

要員措置など,新たなニーズに柔軟に対応した。 

・学長管理の下，大学教育機能開発センター，情報メディ

ア基盤センター，環東シナ海海洋環境資源研究センター

に教授定員を配置するともに，大学改革推進事業にあた

る医学部・歯学部附属病院にプロジェクトの期間に限り

教授定員を配置するなど学長裁量により柔軟に教員配置

に対応した。 

また，労基法第１４条に基づく有期雇用制度を構築し，

外部資金により教授８名，助教授２名，講師４名，助手

１１名，事務職員７名,技術職員１名，合計３３名を採用

し，プロジェクトの推進にあたった。 

 

○学外の有識者・専門家の登用に関する具

体的方策 

○学外の有識者・専門家の登用に関する具

体的方策 

 ○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策  

【242】役員会，経営協議会，監事に起用す

る学外者については，産業界，行政，学

界，地域社会などから幅広く有識者や専

門家を登用する。 

【242】（１６年度に実施済みのため，１７

年度は年度計画なし） 

－ ・理事及び監事に外部有識者を登用したことによって，平

成１７年度に発生した危機事象をこれまでのように大学

内部のみの視点ではなく，社会への説明責任を果たすと

いう視点で適切に対応できた。 

 

【243】大学全体や学部等の運営に学外から

の意見を反映させる仕組みを検討する。 

【243】大学運営や学部等の運営に学外から

の意見を反映させる仕組みを検討する。

Ⅲ ・学外からの意見を反映させるため，学部等の運営委員会

等に学外の有識者を加えることなどの方針をたてた。例

えば熱帯医学研究所においては運営委員会の委員に学外

有識者を加え，運営等の改善に意見を反映させることと

した。 S 

・全学同窓会を設立し，各学部同窓会間の情報交換や連携

協力を緊密にすることによって，学外から意見の申出が

しやすい環境を整備した。 

 

○内部監査機能の充実に関する具体的方策 ○内部監査機能の充実に関する具体的方策  ○内部監査機能の充実に関する具体的方策  

【244】内部監査機能の充実を図るために，

監査部門を設置して定期的に業務監査等

を実施する。 

【244】内部監査機能の充実を図るために，

監査部門の強化を進め，定期的業務監査

等及び支援体制を更に充実させる。 

Ⅲ ・内部監査の充実を図るため，専任の職員を増やし，監査

等を実施するとともに支援を強化した。 

 

 

○国立大学法人間の自主的な連携・協力体

制に関する具体的方策 

○国立大学法人間の自主的な連携・協力体

制に関する具体的方策 

 ○国立大学法人間の自主的な連携・協力体制に関する具体

的方策 

 

【245】大学運営の効率化を図るため，国立

大学法人間の全国組織及び地域ブロック

での活動を通じて，自主的な連携・協力

体制を整備充実する。 

【245】大学運営の効率化を図るため，国立

大学協会等の全国組織及び同協会九州支

部等での活動を通じて，自主的な連携・

協力体制の整備充実を進める。 

Ⅲ ・国立大学協会，同九州支部及び国立六大学学長会議に所

属し，大学法人の運営に関わる各種情報の交換を行った。

・九州地区国立大学法人等での事務・技術系職員採用に関

しての共同業務に参加した。 

 

 ウェイト小計  
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中期目標 
・教育研究の進展や社会的要請等に適切に対応し，教育研究の高度化を図る視点から大学院に重点をおいた大学を目指すとともに既存学部等の在り方について検討する。 

 

 

中期計画 年度計画 

進

捗

状

況

判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○教育研究組織の構成・見直しのシステム

に関する具体的方策 

○教育研究組織の構成・見直しのシステム

に関する具体的方策 

 ○教育研究組織の構成・見直しのシステムに関する具体的方

策 

  

【246】教育研究組織の見直しについては，

教育研究評議会・経営協議会等で検討し，

役員会の議を経る。 

【246】組織の設計・構築・再編等の改革を

推進するに当たっては，適切な規模と構

成のプロジェクトチーム，準備委員会等

の弾力的組織を設置する。 

Ⅲ ・組織の設計・構築・再編等の改革を推進に当たっては，既

設の役員懇談会等で対応した。また，新教員制度等，集中

的に意見集約を必要とする課題については，学長補佐等を

メンバーとするワーキンググループを組織し，検討するこ

ととした。 

  

○教育研究組織の見直しの方向性 ○教育研究組織の見直しの方向性  ○教育研究組織の見直しの方向性   

【247】医歯薬学総合研究科，生産科学研究

科，経済学研究科への再編に伴い，研究

科の基礎となる学部の再編，統合につい

て検討する。また，教育学部は，教員養

成学部として特化する。 

【247-1】教育研究の高度化を更に推進する

ため，医歯薬学総合研究科，生産科学研

究科，経済学研究科の教育研究組織の更

なる見直しを検討する。 

Ⅲ ・医歯薬学総合研究科においては，学際領域の充実等を更に

図るため組織再編を検討し，生産科学研究科では，博士前

期課程の入学定員を適正化し１３人の定員増を行うこと

並びに博士後期課程の連携講座を平成１８年４月に設置

することを決定した。また，経済学研究科においては，研

究科充実・発展のための方策について検討を進めた。 

  

【247-2】教員養成における専門職大学院に

ついて，中央教育審議会の答申を勘案し

て検討する。 

Ⅲ ・中央教育審議会の審議状況（中間報告等）を踏まえ，長崎

県及び市の教育委員会と連携をとりながら教職大学院の

設置に向けての検討を開始した。 

 

  

【247-3】高度薬剤師及び薬科学研究者養成

を主目的とする，６年制及び４年制の並

立実施に向けた学部及び大学院の教育体

制を整備する。 

Ⅲ ・薬学部に，高度薬剤師を養成する薬学科の６年制と，薬科

学研究者を養成する薬科学科の４年制の２学科に改組す

るための教育体制を整備し，平成１８年度開設が決定し

た。 

  

 

【247-4】医歯薬学総合研究科に新しい修士

課程を設置するための準備を進める。 

Ⅳ ・医歯薬学総合研究科に，熱帯医学の臨床に直結する知識と

課題発見・解決能力を持つ高度専門職業人の養成を目的と

した熱帯医学専攻と，保健医療専門職の養成を目的とした

保健学専攻の修士課程の設置申請を行い，平成１８年４月

設置が認可された。 

  

【248】学内共同教育研究施設等は，組織の

見直しを進めるとともに，その役割を見

据え再編・統合を進める。 

【248】学内共同教育研究施設「環東シナ海

海洋環境資源研究センター」を設置する。

Ⅲ ・海洋科学の教育研究の進展を図るため，水産学部附属海洋

資源教育研究センターを改組し，学内共同教育研究施設と

して「環東シナ海海洋環境資源研究センター」を設置した。

  

 ウェイト小計   
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中

期

目

標

 

・人事評価システムの整備，活用を図るとともに柔軟で多様な人事制度の構築に努める。また，人事の流動性の向上に努めるとともに適切な人員管理を図る。 

・「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）おいて示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○人事評価システムの整備・活用に関する

具体的方策 

○人事評価システムの整備・活用に関する

具体的方策 

 ○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策   

 

【249】教員，事務系職員の個人評価を確実

に実行する。特に教員については，平成

９－１８年の個人評価結果を踏まえて，

平成２０年を目途に，評価法を改定し，

評価システムを充実させる。 

【249】教員については，平成１６年に決定

した新個人評価基準に基づいたデータの

蓄積を継続する。事務系職員については，

新たな評価方法を策定する。 

Ⅲ ・教員については，平成１９年度実施予定の第２回「教員の

個人評価」に向けて，教育・研究等活動に関するデータを

各部局で継続して集積した。 

・事務系職員の新たな評価システムは，人事評価基準作成プ

ロジェクトチームで構築し，国家公務員の新たな人事評価

制度による第一次試行を参考に，評価シート等について見

直しを行い，平成１８年度当初に試行を行う準備を完了し

た。 

  

【250】大学への貢献に応じたインセンティ

ブの内容を検討するとともに，優れた業

績をインセンティブに反映させるシステ

ムを整備・充実させる。 

【250】大学への貢献度に応じた給与に係わ

るインセンティブ付与基準を明確化す

る。 

 

Ⅲ ・６月期の勤勉手当については，平成１６年度に明確化した

勤勉手当加算率の運用基準を踏襲した。１２月の勤勉手当

については，「一般職の職員の給与に関する法律等の一部

改正」に準じて，勤務成績が特に優秀者等の成績率を引き

上げる見直しを行った。 

・特別昇給を平成１６年度に定めた本学の実施基準に沿って

実施した。 

  

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具

体的方策 

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具

体的方策 

 ○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策   

【251】柔軟な人事制度を検討する組織を整

備する。 

【251】（１６年度に実施済みのため，１７

年度は年度計画なし） 

  

 

  

【252】外部資金等を活用した教職員の採用

も含めて多様な採用形態について検討す 

【252-1】新しい変形労働時間制の運用を開

始する。 

Ⅲ ・附属学校教員を対象に１年間単位の変形労働時間制を採用

した。 

  

るとともに，社会貢献活動を容易にする

ために人事制度，変形労働時間制等を検

討し，柔軟な人事制度を構築する。 

【252-2】兼業の許可基準を制定する。 Ⅲ ・平成１８年度から適用する兼業許可基準を制定した。   

 【252-3】社会貢献を容易にするために，平

成１６年度に制度化した「休職に伴う代

替職員処置等について」を運用する。 

Ⅲ ・平成１６年度に予算措置とともに制定した「研究休職の運

用方針について」を予算の有効利用できるよう一部を改正

し，平成１７年度上半期は原則２名派遣枠のところ，３名

  

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 

３ 人事の適正化に関する目標 
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   を研究休職により海外の研究機関に派遣した。平成１７年

度下半期は，２名の派遣を行い，計５名の教員を海外の研

究機関に派遣した。 

  

 【252-4】外部資金等を活用した教職員の採

用も含めて多様な採用形態を構築する。

Ⅲ ・労基法第１４条に基づく有期雇用制度を構築し，外部資金

により教授８名，助教授２名，講師４名，助手１１名，事

務職員７名,技術職員１名を採用し，プロジェクトの推進

にあたった。 

  

○任期制・公募制の導入など教員の流動性

向上に関する具体的方策 

○任期制・公募制の導入など教員の流動性

向上に関する具体的方策   

 ○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体

的方策   

  

【253】任期制をとる組織では，再任の条

件・期間について引き続き検討する。他

の組織においては任期付き教員の採用・

任期制の導入の必要性とそのための条件

の検討を行い，可能な組織等から導入す

る。 

【253-1】任期制導入の必要性とそのための

条件の検討に基づき，可能な組織につい

て新たな任期制導入を進める。 

 

 

Ⅲ ・新たに生産科学研究科，「環東シナ海海洋環境資源研究セ

ンター」の２部局で任期制を導入した。 

  

【254】民間，公私立大学，他の国立大学法

人等からの多様な人材を採用するために

公募制による教員選考を積極的に推進す

るとともに，人事交流を容易にする人事

制度を整備する。 

【254】公募による教員選考の推進を継続す

る。 

 

Ⅲ ・講師以上の採用教員３３名のうち，１９名を公募により採

用した。 

  

○外国人・女性等の教職員採用の促進に関

する具体的方策 

○外国人・女性等の教職員採用の促進に関

する具体的方策 

 ○外国人・女性等の教職員採用の促進に関する具体的方策   

【255】職種に応じて広く世界から優れた人

材の採用を容易にする環境を整えるとと

もに，プロジェクト型職員採用の柔軟化

を進める。 

【255】外国人教師の新しい雇用形態の運用

を開始する。 

 

 

Ⅲ ・外国人教師制を廃止し，新たに国際教育教員として任期を

付して雇用し，給与は一般の大学教員の給与を適用した。

・国際連携研究戦略本部に事務職員として外国人を有期雇用

で雇用し，国際的業務の充実を図った。 

  

【256】就業規則等の整備を通じて，女性の

働きやすい環境を整備する。 

【256】次世代育成支援対策に係る行動計画

に沿って，職員の育児休業制度の充実な

ど雇用環境等の整備を進める。 

Ⅲ ・育児休業制度を見直し，育児休業をしている職員の希望に

より育児休業終了予定日を繰り上げ変更できるように規

定を整備した。 

平成１７年度中に６名の非常勤職員が育児休業を取得し

た。 

  

【257】障害者の採用に努めるとともに，バ

リアフリー等の働きやすい環境を整備す

る。 

【257】障害者の採用を容易にするために，

バリアフリー等の働きやすい環境整備を

継続する。 

Ⅲ ・工学部本館，熱帯医学研究所及び教育実践総合センター１

階アプローチ部分にスロープを設置し，工学部本館と熱帯

医学研究所には多目的便所を設置してバリアフリー化を

推進した。 

  

【258】 【258】高齢者等の雇用安定等に関する法律

への対応を検討する。 

Ⅲ ・改正高年齢者雇用安定法の平成１８年４月１日施行に合

わせて再雇用制度を見直し，規則の改正を行った。 

 本格的な実施は，平成１９年度の予定であり，具体的な再

雇用の運用方法について検討を始めた。 

  

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関

する具体的方策 

○事務職員等の採用・養成・人事交流に関

する具体的方策 

 ○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策   
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【259】事務職員等の採用に当たっては，地

区単位の統一試験の利用を原則としつ

つ，専門的知識を必要とする職種につい

ては，大学独自の選考基準で採用する制

度を検討する。 

【259】長崎大学事務系職員の選考に関する

規程を制定し，大学独自の選考基準によ

る採用も可能とする。 

 

Ⅲ ・長崎大学事務系職員の選考に関する規程を制定し，特別の

専門的知識，技術等を必要とする職で，統一試験の合格者

をもってしては得られないと学長が認めた場合は,職種毎

に大学独自の選考基準を定め，選考採用を可能とする制度

を構築した。これを活用して学内共同教育研究施設の技術

職員の選考を行った。 

  

【260】事務職員等の養成については，その

職務に応じた研修制度の充実を図る。 

【260】大学内の研修制度を充実させるとと

もに，国立大学法人等が協力して行う研

修制度を利用する。 

Ⅲ ・学内において，人事・労務，財務及び学務系の実務研修及

びその他の研修を１７回実施した。また，九州地区の国立

大学法人が協力して行う５種類の研修に職員が参加した。

  

 

【261】人事交流については，職員の資質向

上を図るため，国立大学法人等と連携し

て計画的な人事交流制度を構築する。 

【261】国立大学法人等間での人事交流制度

の運用を継続する。 

Ⅲ ・国立大学法人等間での人事交流制度の運用を継続し，新た

に６名を派遣し，１名を受け入れ，職員の資質，能力の向

上を図った。 

  

 

○中長期的な観点に立った適切な人員（人

件費）管理に関する具体的な方策 

○中長期的な観点に立った適切な人員（人

件費）管理に関する具体的な方策 

 ○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関す

る具体的な方策 

  

【262-1】中期長期的な視野に立った教職員

の配置方針を策定する。 

Ⅲ ・学長主導により，中長期的な視野に立って大学教育機能開

発センター，情報メディア基盤センター，環東シナ海海洋

環境資源研究センターに教授定員を配置するともに，生涯

学習教育研究センター及び保健管理センターの教員の欠

員補充については，同センターの中長期的なビジョンを基

に行うこととした。 

・事務局の事務体制を再編し，研究国際部及び学術情報部を

新設することとした。S 

・病院再開発に伴う事務処理体制の充実強化を図る観点か

ら，病院事務部に新たに経理・整備課を設置した。 

  

 

【262】教育研究の専門性や社会のニーズに

対応して，中長期的な視野に立った適切

な教職員の配置を進めるための仕組みを

構築するとともに，適正な事務組織の再

編を行い，全体的な人件費を適切に管理

する。 

【262-2】法人化後の状況を踏まえた事務組

織の再編を進める。 

Ⅲ ・監査室に専任職員２名を配置し，監査機能体制の充実を図

った。なお，医歯薬学総合研究科事務部に歯学系事務室長

を新設し，事務の責任体制の明確を図った。 

・平成１８年度の事務組織の再編について検討した。 

  

 

○人件費削減の取組に関する具体的方策 ○人件費削減の取組に関する具体的方策  ○人件費削減の取組に関する具体的方策   

【263】総人件費改革の実行計画を踏まえ，

平成２１年度までに概ね４％の人件費の

削減を図る。 

【263】（平成１８年３月３１日付けで中期

計画の変更が認可されたため，平成１７

年度は年度計画なし） 

－ ・総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度までに概

ね４％の人件費の削減を図ることを決め，削減の方策等に

ついて検討を開始することとした。 

  

 ウェイト小計   
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中期目標 
・大学運営を円滑に推進できるよう事務組織全般にわたり業務を精査するとともに，教育研究組織と連携して事務組織の見直しを行う。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○事務組織の機能・編成の見直しに関する

具体的方策 

○事務組織の機能・編成の見直しに関する

具体的方策 

 ○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策   

【264】事務の効率化や新たなニーズに適

切に対応できるような，また，大学運営

の企画立案等に参画できるような事務

組織の構築を図る視点から，必要に応じ

見直しを行う。 

【264】各事務部門における１６年度の業務

改善目標の達成状況を調査・分析し，そ

の結果を参考として，事務部門における

効率化・合理化の実現に向けた行動計画

を策定する。 

Ⅲ ・事務局各部における効率化・合理化の実現に向けた平成１

７年度以降の行動計画を策定し，効率化・合理化に取り組

むこととした。 

・事務局の事務体制を再編し，研究国際部及び学術情報部を

新設することとした。 S 

・病院再開発に伴う事務処理体制の充実強化を図る観点か

ら，病院事務部に新たに経理・整備課を設置した。 

  

【265】学生の支援に関する事務について，

組織の改善・充実を図る。 

【265】学生支援センターによる，学生への

一括した迅速な対応と学生サービスの向

上を図る。 

Ⅲ ・授業で遅くなる学生の便宜を考慮し，学生支援センターの

受付時間を延長（当番制で１時間延長し１８時３０分ま

で）したほか，担当者不在時の対応方法を検討した。 

・授業料免除及び日本学生支援機構奨学金継続願について，

「学長と卒業予定者との懇談会」での学生の要望に応え，

担当職員が坂本地区，片淵地区の各キャンパスに出向いて

説明会と申請書等の配布・回収を行った。 

  

○複数大学による共同業務処理に関する

具体的方策 

○複数大学による共同業務処理に関する具

体的方策 

 ○複数大学による共同業務処理に関する具体的方策   

【266】国立大学法人等間において，共同

して業務処理を行うことが適切な事務

事業を検討し，当該業務処理の協力体制

を構築する。 

【266】国立大学法人等間において，共同し

て業務処理を行うことが適切な事務事業

の検討を進め，当該業務処理の協力体制

を構築する。 

Ⅲ ・九州地区の事務系職員の人事に係る委員会の構成員とし

て，企画，運営に参画するとともに，事務系職員の採用等

に係る共同業務において，分担業務を受け持ち，応分の経

費を負担した。 

  また，九州地区国立大学法人等係長研修など，九州地区

共同で実施する研修への参加と応分の経費を負担した。 

  

○業務のアウトソーシング等に関する具

体的方策 

○業務のアウトソーシング等に関する具体

的方策 

 ○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策   

【267】必要な業務を精選するとともにア

ウトソーシング可能な業務については，

民間委託を進め，業務の効率的な運用を

行う。 

【267】プロジェクトチームによる検討結果

に基づき，アウトソーシング可能な業務

については，民間委託を進める。 

Ⅲ ・秘書業務，翻訳業務，事務専用機器操作業務を派遣職員で

賄うとともに宿舎管理業務を外部委託した。 

・平成１８年度から坂本地区の駐車場の管理を民間委託する

こととした。 

  

ウェイト小計   

ウェイト総計  

 

 

［ウェイト付けの理由］ 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項 

① 法人化のメリットを活用し，大学運営の活性化などを目指した業務運営での特色ある
取り組み 
１．運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策 

（１－１）学長のリーダーシップの下で全学的経営戦略の企画・立案を平成１７年度まで
は学長，理事，副学長，事務局各部長を構成員とする「運営会議」で行ってきたが，全
学的経営戦略を機動的・効率的に策定するために「運営会議」を見直し，平成１８年度
から「戦略企画会議」の設置を決定した。加えて学長を本部長とする「計画・評価本部」
で前年度の自己点検・評価及び国立大学法人評価委員会の評価に基づいて次年度の計画
立案を行うこととしたことによって，大学運営における企画・立案→運営→評価→改善
のサイクルを確立することができた。 
（１－２）法人化の２年目には１年目のソフトランディングの結果を踏まえ，法人運営の
改革に向けて大きな１歩を踏み出すことができた。中期目標・計画を着実に進めるため
には各部局の意見を参考にしつつ学長のリーダーシップを強化することが必要であると
の視点から，学長補佐体制を強化した。従来の理事，副学長に加え，学長補佐を配置し，
それぞれの任務を明確にした。すなわち，１）理事は学長との連携の下，分担した業務
遂行に責任を持ち，２）副学長は評価を企画担当理事の下，また教務，入試，学生支援
を教育・情報担当理事の下で責任を持って担当し，３）学長補佐は学長の下，企画担当
理事と協同して大学運営に重要な事項について臨機に対応する，こととした。これによ
って，通常業務遂行について責任の所在を明確化することができたとともに，非通常業
務に対しても学長のリーダーシップを踏まえつつ適切に対応する体制が整備されたとい
える。平成１８年度にはこの体制の下で「新教員制度等；助教導入に関連した諸問題」
と「教員の人事評価とインセンティブの在り方」に関して，教育研究評議会メンバーも
構成員とするワーキンググループ設置を目指すことにした。 
（１－３）人件費削減の方針を受け，それに伴う組織の設計・構築・再編等の改革を推進
するための方策を検討するに当たっては，学長のリーダーシップの下，役員懇談会等で
対応した。 S 

（１－４）学長と各理事間の連絡調整や情報の共有化を円滑に進める等の支援業務を行う
体制の検討を進めた結果，学長補佐を中心とする学長室の設置を決定した。 
（１－５）大学運営にボトムアップの視点から部局の意見を反映させるために，各部局の
運営方針等を部局長から直接ヒアリングする制度を導入し，その結果を平成１９年度概
算要求へ反映させた。 
（１－６）発生する各部局の懸案事項に大学として適切に対応するために臨機に「役員懇
談会」に部局長の出席を要請し懇談を行った。 
 
２．事務系職員の人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 
事務系職員の新たな評価システムを人事評価基準作成プロジェクトチームで構築し，国
家公務員の新たな人事評価制度による第一次試行を参考に，評価シート等について見直し
を行い，平成１８年度当初試行開始とした。 
 
３．柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 
（３－１）学長のリーダーシップの下で，高度で個性的な教育研究を発展させるために，
弾力的かつ柔軟な人材の配置と，資源の重点配分を推進する基本方針に基づいて，大学
教育機能開発センター，情報メディア基盤センター，環東シナ海海洋環境資源研究セン
ターに教授定員を配置するとともに，大学改革推進事業にあたる医学部・歯学部附属病
院にプロジェクトの期間に限り教授定員を配置した。また，労基法第１４条に基づく有
期雇用制度を構築し，外部資金により教授８名，助教授２名，講師４名，助手１１名，
事務職員７名,技術職員１名，合計３３名を採用し，プロジェクトの推進にあたった。 
（３－２）外国人教師制を廃止し，新たに国際教育教員として任期を付して雇用し，給与
は一般の大学教員の給与を適用した。また，国際連携研究戦略本部に事務職員として外
国人を有期雇用で雇用し，国際的業務の充実を図った。 

② 国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた，大学運営を円滑に進めるため
の様々な工夫 
１．学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策 
学外からの意見を反映させるため，学部等の運営委員会等に学外の有識者を加えること
などの方針をたてた。それを受けて教育学部と熱帯医学研究所は運営評価委員会に，医学
部・歯学部附属病院は経営会議の委員に，学外有識者を加え，意見を反映させることとし
た。 
 
２．教育研究組織の見直しの方向性 
（２－１）医歯薬学総合研究科に，熱帯医学の臨床に直結する知識と問題発見・解決能力
を持つ高度専門職業人の養成を目的とした修業年限を１年とする熱帯医学専攻と，保健
医療専門職の養成を目的とした保健学専攻の修士課程を平成１８年度に開設するための
準備を行い，平成１８年４月設置が認可された。 
（２－２）水産学部附属海洋資源教育研究センターを改組し，学内共同教育研究施設とし
て環東シナ海海洋環境資源研究センターを設置することで本学の重要課題の一つである
海洋科学や水産科学の教育研究の進展を図った。 
 
３．事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策 
（３－１）病院事務部に新たに経理・整備課を設置することで病院再開発に伴う事務処理
体制の充実強化を図った。 
（３－２）事務局各部における効率化・合理化の実現に向けた平成１７年度以降の行動計
画を策定し，効率化・合理化に取り組んだ結果，事務組織の改編を決定し，平成１８年
度から新たな研究国際部に学術国際課，留学生課と産学連携室を，また図書館部と総務
部総務課情報班を統合し，新設した学術情報部に，情報企画課，学術情報管理課及び学
術情報サービス課を置くこととした。 
（３－３）外部資金を含む大学の予算を総合的に企画，立案する機能を強化するため，平
成１８年度から新たに財務部に予算企画室を設置することとした。 
（３－４）業務の効率的な推進を図るため，財務部で行っていた給与計算業務を，平成１
８年度から給与決定を担当する人事企画課に移管し，給与事務の一体化，効率化を図る
こととした。 
 
４．教員の個人評価システムの整備・活用に関する具体的方策 
平成１４年度に実施した第 1 回教員の個人評価に引続いて，平成１９年に実施予定の第
２回目教員の個人評価の実施に向けて，研究活動に関するデータを各部局で継続して集積
した。 
 
③ 自己点検・評価の過程で，中期目標・中期計画を変更する必要がある，あるいは，変
更について検討する必要があると考えられる場合は，その状況 
なし 
 
④ 中期目標の達成に向けて支障の生じている（あるいは生じるおそれがある）場合には，
その状況，理由（外的要因含む。） 
なし 
 
⑤ 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領」（以
下，「実施要領」という。）別添１に掲げる観点に関係する取り組みの状況 
１．業務運営の効率化 
一部の部局では教授会審議事項の見直しを進め，報告事項等をメール配信するなどして
教授会審議時間の短縮を実現した。 
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２．外部有識者の積極的活用 
学外から意見聴取を容易にするための環境を整備する方策の一つとして各学部同窓会間
の情報交換や連携協力を緊密にした全学同窓会を設立し，各部局の同窓会長等からの積極
的な提言を受け入れる場を設定した。 
 
３．危機管理への対応策 
発生する様々な危機に適切かつ迅速に対応するため危機対応マニュアルを作成した。危
機レベルに応じて部局長等の直接対応，学長・理事対応とし，各種情報は危機管理担当理
事の下に集約する制度とした。 
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Ⅲ 財務内容の改善 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・科学研究費補助金・各種民間研究助成金などの外部資金の獲得に努めるとともに，収入を伴う事業の拡充を図る。 

 

 

中期計画 年度計画 

進

捗

状

況

判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附

金等外部資金増加に関する具体的方策 

○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附

金等外部資金増加に関する具体的方策 

 ○科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金増加に

関する具体的方策 

  

【268】企業情報の収集に努めるとともに

研究情報及び成果を公開すること等に

より，産学官の連携を推進させ，受託研

究と奨学寄附金等の増加に努める。 

【268】産学官連携組織「コラボ産学官」

を拠点としたシーズ公開を通じて首都

圏での産学連携の推進に着手する。 

 

Ⅲ ・工学部及び生産科学研究科の教員を中心に，平成１６年度の

東京地区，長崎地区における交流会に引続き，１７年度に大

阪地区，福岡地区の企業を対象にコラボ産学交流会を行った。

  

【269】科学研究費補助金への全教員の応

募と採択件数・交付金額の増加を目指

す。 

【269】科学研究費補助金への全教員の応

募を目指し，採択件数・交付金額を前年

度より増加させる。 

Ⅲ ・採択件数・交付金額の増加を図り，日本学術振興会から講師

を招いて説明会を行った。また，その講演要旨を学内ホーム

ページに公開した。また多くの部局で説明会を開催するとと

もに，若手を主要な対象として申請内容の個別指導を行った。

（「資料編」Ｐ４１－４２参照） 

・平成１７年度分応募件数 1,215 件であり，前年度（1,059 件）

に比し１４.７％の増加を達成した。教員（常勤）の応募率  

９１％も前年度実績（８３％）を上回った。 

科学研究費補助金の採択件数及び交付金額 

金額単位：千円 

区分 平成 16 年度 平成 17 年度 前年比 

採択件数 385 387 0.5%増 

交付金額 1,051,240 989,260 5.9%減  

  

【270】卒業生，研究生，産学官連携のパ

ートナー，地域の個人・企業など，広い

意味で長崎大学に関係ある個人・機関と

の連携を維持・発展させる活動を強化

し，長崎大学を支援する組織の構築を図

る。 

【270】長崎ＴＬＯの会員制を普及し，産

学連携パートナー，地域企業等の入会増

を図る。また，増資に際して，卒業生，

他大学等の出資，取締役参加等を呼びか

ける。 

 

Ⅲ ・長崎ＴＬＯの１７年度会員として，企業会員８件，大学等会

員７件，個人会員６件の入会を得た。また，卒業生等からの

出資を得て，４５０万円の増資を行った。 

  

【271】科学研究費補助金や共同研究，受

託研究，その他の外部資金の受入れを中

期目標期間中に１０％以上増加させる。 

【271-1】科学研究費補助金や共同研究，

受託研究，その他の外部資金の受入れを

前年度より増加させる。 

Ⅳ ・平成１７年度の受託，共同研究と奨学寄附金の総額は

2,242,827 千円であり前年度（1,417,232 千円）に比し約５８％

の増収を達成した。 

外部資金獲得状況 
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  金額単位：千円

区分 平成 16 年度 平成 17 年度 

共同研究 146,313 214,833

受託研究 412,193 1,152,089

寄附金 858,726 875,905

計 1,417,232 2,242,827 

  

【271-2】科学研究費補助金など外部資金

への応募と獲得へのインセンティブを

新たに設定する。 

Ⅱ ・インセンティブ設定にむけて検討を行った。   

 

【271-3】国際協力プロジェクトの推進と

円滑な遂行に資するべく「国際研究協力

戦略本部（ワンストップセンター）」を

創設する。 

Ⅳ ・平成１７年４月１日国際連携研究戦略本部を設置し，国際協

力プロジェクトの推進と円滑な遂行に努め，大学国際戦略本

部強化事業，ベトナムにおける長崎大学感染症研究プロジェ

クト及び予防接種事業強化プロジェクトで合計 683,101 千円

の外部資金を受託した。 

  

○収入を伴う事業の実施に関する具体的

方策 

○収入を伴う事業の実施に関する具体的

方策 

 ○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策   

【272】施設の効果的な運用を図り，外部

への積極的な貸し出しを行う。 

【272】外部への貸出しを拡大するために，

施設の効果的な運用を図り，ホームペー

ジ等を活用するなどして情報提供を行

う。 

Ⅲ ・教育研究共用スペースの使用等に関する情報提供をホームペ

ージを活用するなどし昨年度とほぼ同額の収入があった。 

  金額単位：千円 

区 分 平成 16 年

度 

平成 17 年

度 

増△減 増減

率％ 

土地・建

物等貸付

料 

28,217

 

28,043 △174

 

△ 0.6

 

  

【273】知的財産本部などの技術管理部門

を中心に特許料等の収入増を図る。 

 

【273-1】知的財産本部を中心に優良特許

の申請件数増とライセンス契約増を図

る。 

Ⅲ ・特許出願数は１７年度６０件（前年度２１件）に増加した。

そのうち特許登録３件（前年度０件），企業実施予定２１件（前

年度１５件），ライセンス契約（オプション含）９件（前年度

４件）の活用がなされた。 

  

【273-2】大学の商標を活用したグッズの

開発について検討する。 

Ⅲ ・貴重資料であるグラバー図譜にて「グラバー魚譜２００選」

を発刊し，利用料等として 1,838 千円の収入があった。 

（「資料編」Ｐ３８－４０参照） 

・大学のロゴマーク等を制定（Ｈ１７.４）し，商標登録（Ｈ１

７.９）を行うとともに，グッズ開発について大学生協と協議

した。 

  

【273-3】公開講座の受講者の確保を図る

ため，社会や地域のニーズを踏まえたも

のとなるよう見直しを行うとともに，ホ

ームページ等を活用するなどして積極

的に情報提供を行う。 

Ⅲ ・ホームページ，広報誌ＣＨＯＨＯ，ポスター等により講義内

容，開催時期,申込方法等の情報提供を行った。結果，昨年度

同様の受講者を確保し 310 千円の増収となった。 

 

  

 

【273-4】収入を伴う事業を一層進めるた

め，インセンティブの導入を図る。 

Ⅲ ・収入を伴う事業を一層進めるため，新たな収入に努めた事業

に収入見合額をインセンティブとして配分した。 

水産学部：魚譜解説原稿利用料   735 千円 

附属図書館：貴重資料利用経費 1,103 千円 

（「資料編」Ｐ３８－４０参照） 

  

 ウェイト小計   
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Ⅲ 財務内容の改善 

２ 経費の抑制に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・事務の合理化，効率的な施設運営等を進めることにより，管理的経費の節減を図る。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○管理的経費の抑制に関する具体的方策 ○管理的経費の抑制に関する具体的方策  ○管理的経費の抑制に関する具体的方策   

【274】柔軟な人員配置を行うなどして，人

件費の更なる適正化を図る。 

【274】人件費の更なる適正化を進めるた

め，組織及び業務の分析を行う。 

Ⅲ ・中期計画期間中の人件費について現在の給与水準でシミ

ュレーションを行い，役員会・財務委員会等で検討を行

った。更に詳細なシミュレーションを行うため，人件費

にかかる基礎データの整備に着手した。 

（「資料編」Ｐ６３参照） 

  

【275】情報のデータベース化と既存書類の

電子化を行い，ペーパーレス化を推進す

る。 

【275】情報のデータベース化と既存書類の

電子化に関する行動計画を作成し，経費

の削減を進める。 

Ⅲ ・情報のデータベース化と既存書類の電子化を含む行動計

画を作成し，今年度は下記のとおりシステム等の導入を

行い，経費の削減を行った。 

 ①評価基礎データベースシステム 

    （平成１８年３月システム設計終了） 

②学報の内容をホームページ及び広報誌ＣＨＯＨＯに移

行し，学報を廃止（平成１７年４月開始  4,032 千円

削減）  

③職員録管理システム（平成１８年２月開始 980 千円

削減） 

 ④官報購入を見直し，官報情報検索サービスの導入（平

成１７年７月開始 393 千円削減） 

上記システム等の導入に伴い 計 5,405 千円のコスト削

減が図られた。 

（「資料編」Ｐ５１参照） 

  

【276】業務の見直し及び効率化により，光

熱水料等管理費の低減を図る。 

【276-1】業務の見直し及び効率化に関する

行動計画を作成し，光熱水料等管理費の

低減を進める。 

Ⅲ ・各部局の管理経費の節減方策を基に業務の見直し及び効

率化に関する行動計画を作成した。 

・１８年度の電力供給契約について，経費節減を図るため

一般競争入札を実施した。（3,483 千円の経費節減） 

・複数年契約を実施し業務の効率化を図った。（機械警備業

務請負契約等７件） 

（「資料編」Ｐ５１参照） 
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 【276-2】光熱水料等の管理的経費の抑制を

一層進めるため，インセンティブの導入

を図る。 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管理的経費の抑制に努め一定の効果を上げた。 

金額単位：千円

区 分 平成16年度 平成17年度 増△減額 

電気料 529,937 483,946 △ 45,991

ガス料 51,583 55,801 4,218

上水料 6,161 7,310 1,149

下水料 134,572 125,697 △ 8,875

計 722,253 672,754 △ 49,499

（「資料編」Ｐ５８－６１参照） 

  

 ウェイト小計   
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Ⅲ 財務内容の改善 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・土地，施設，知的財産を適正に管理し，学内外で有効活用が可能となるように運用の改善を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○資産の効率的・効果的運用を図るための

具体的方策 

○資産の効率的・効果的運用を図るための

具体的方策 

 ○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策   

【277】全学的な視点に立って，施設の管

理・利用状況を定期的に点検し，オープ

ンラボ等共用スペースとして２０％を確

保するなどその有効利用に努める。 

【277-1】施設の効果的・効率的運用を図る

ため，利用形態及び稼働率を調査し，そ

の実態を把握する。 

Ⅲ ・全学の講義室について時間割表に基づいた稼働率調査及

び各部局の予約方法等の利用形態調査を実施した。予約

システムを導入している部局は１部局でありデータベー

ス化の検討を開始した。（「資料編」Ｐ８５参照） 

  

 【277-2】熱帯医学研究所研究実験棟改修工

事でオープンラボ等共用スペースとして

２０％を確保するように努める。 

Ⅲ ・熱帯医学研究所研究実験棟改修範囲に教育研究共用スペ

ース（オープンラボ）として整備目標面積の約２０％（３

室 ４１７㎡）を確保した。（「資料編」Ｐ８３参照） 

  

【278】施設の資産については良好な状態

で長期使用を可能とするため，計画的な

維持保全に努める。 

【278-1】長期にわたる施設の効果的な活用

を図るため，総合的な安全点検を行い，

老朽化した施設の改善等を実施する。 

Ⅳ ・文教町２団地の４２棟について施設安全点検パトロール

を実施した。 

・サークルセンター，テニスコート等学生生活支援施設に

ついて，優先的に改善を図った。 

  

 【278-2】文教キャンパスにおける交通の動

線調査結果を基に，入構規制による駐車

整理について具体的な検討を行う。 

Ⅲ ・平成１７年１２月１３日に施設整備専門部会委員による

キャンパスツアーを行い，文教キャンパスの実態調査を

行った。その後の施設整備専門部会で駐車場整備につい

ての問題をキャンパスマスタープラン作成と同時に検討

していくこととした。（「資料編」Ｐ１００－１０１参照）

  

【279】知的財産の社会での活用を促進する

ために，それらに関するデータ収集方法

や公開方法を再構築する。 

【279】部局単位の知的財産ブランチ機能を

整備し，部局独自の戦略実現が発揮でき

る知財発掘システムを構築する。また，

公式ホームページを活用して知財シーズ

情報を発信する。 

Ⅲ ・坂本地区に知的財産分室を開設し，定期的に駐在して相

談窓口としての機能を発揮し，シーズ発掘増に結びつけ

た。ホームページ等では，特許リストを公開して，学外

ＰＲや企業とのマッチング機会の増加を図った。 

  

 

 

ウェイト小計  ウェイト小計 

ウェイト総計  

 

［ウェイト付けの理由］ 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項 

① 法人化のメリットを活用し，大学運営の活性化などを目指した，財政，組織，人事な
どの面での特色ある取り組み 
 
１．財務会計面 
 
（１－１）戦略的・効果的，運営体制の確立 
１）内部監査体制を確立し，法人全体の業務遂行状況を把握するとともに合法性，合理
性の観点からチェックし，業務改善の提言のための機能を達成するため，監査室を学
長直属として専任職員等を配置した。 
２）運営費交付金の削減という厳しい状況の中において大学の予算を拡充するためには，
政府予算における競争的資金や外部資金の獲得を含む大学の予算を総合的に企画，立
案する機能強化を図る必要があり，平成１８年度から新たに財務部に予算企画室を設
置することとした。 
３）総人件費改革に伴い本学の人件費を分析し，中期計画期間中の所要見込額の算出を
行うとともに，業務の効率的な推進を図るため，財務部で行っていた給与計算業務を，
平成１８年度から給与決定を担当する人事企画課に移管し，給与事務の一体化，効率
化を図ることとした。 
 
（１－２）教育・研究の基盤整備 
１）新規に採用される教授，助教授，講師に対し初期的な基盤経費の支援を行い，本学
における教育，研究活動の早期立ち上げを推進するため「新任教員の教育研究推進支
援経費」を学長裁量経費として新設した。（教授：1,000 千円，助教授：800 千円，講
師：600 千円） 
２）学生顧客主義の実現の一つとして，学生図書の充実を図るため，在籍学生１人当た
り１冊（＠2.9 千円）を目途に，約 25,000 千円分の整備を図った。 
３）海外研修による本学の教育研究の高度化，活性化に資するため，学内公募による海
外派遣事業を開始した。（５件，3,400 千円） 
４）優れた教育研究活動を積極的に支援するため，学長裁量経費による学内公募プログ
ラムの充実を図ることとし，昨年に引き続き，将来の特色となりうる萌芽的研究への
支援事業を実施するとともに，更に，教育課程，教育方法，学生支援などの教育改革
に寄与する取組を支援するための教育改革支援プログラムと，地域連携活動および知
的財産創出活動の活性化を図り，これらの活動に基づく本学の社会貢献を推進するた
めの社会貢献・産学連携推進プログラムの２つの支援事業を実施した。（それぞれ
10,000 千円） 

 
② 国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた，大学運営を円滑に進めるため
の様々な工夫 
 
１．財務会計面 
 
（１－１）研究者の学内共同教育研究施設の利用促進のための制度を導入 
１）外部資金による施設利用料の経費負担が行えるように内部売上制度を導入し，施設
利用の促進を図った。 
 
（１－２）効果的経費運用を図るための経費削減策を実施 
１）消費税の申告納付において，原則課税（個別対応）方式を採用し，他の方式に比べ，
23,565 千円の経費削減となった。 
２）原則，一般競争入札とすることにより，複写機の賃貸借・保守契約等７件で，約 73,479
千円を従前の契約額から削減した。 
３）また，複数年契約の導入により契約事務量の削減，効率化を図った。 

４）ファイルやトナーなど事務用消耗品の見直し，廉価商品の導入等により，1,400 千円
を削減した。 
５）職員録・学報は電子媒体化し情報提供，広報を図ることとし，従前の冊子や紙媒体
を廃止することにより 5,724 千円の経費削減を図った。 

 
（１－３）附属病院の経営改善 
１）「附属病院の経営改善に関する行動計画（平成１６～１８年度）」に基づき，病院全
体として診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）適用下での最適診療などの積極的な取組み
を行った結果，医病，歯病の統合に伴う医療法上の施設基準区分変更による当然減も
あったが，当初の収入予算額より 925,000 千円の増収があった。 

 
③ 自己点検・評価の過程で，中期目標・中期計画を変更する必要がある，あるいは，変
更について検討する必要があると考えられる場合は，その状況 
なし 

 
④ 中期目標の達成に向けて支障の生じている（あるいは生じるおそれがある）場合には，
その状況，理由（外的要因含む。） 
なし 

 
⑤ 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領」（以
下，「実施要領」という。）別添１に掲げる観点に関係する取り組みの状況 
 
１．業務運営の改善及び効率化 
 
（１－１）総合的な観点での戦略的・効果的な資源配分 
１）運営費交付金が削減される限られた財源の中で，大学として，部局の教育・研究の
基盤的経費の維持に努力を払い，その上で，学長裁量経費の拡充（平成１７年度：約
220,000 千円，対前年度約 140,000 千円増）を図り，学生顧客主義に基づく学生支援を
行うため，学生学習環境支援経費（54,000 千円）を新設し，学生用図書の整備，図書
館の学習環境の整備や，課外活動施設の重点的な充実を図った。 
また，学長裁量経費による公募プロジェクトについて，研究推進に加え，教育改革，
社会貢献・産学連携推進を配分ルール化し，重点配分を行った（55,000 千円）。 
さらに，「新任教員の教育研究推進支援経費」を新設し，新任教員の教育研究の初
期的基盤整備の支援を行い（１６件，11,800 千円），また，年度計画を確実に実施す
るための「全学共通プログラム経費」を新設した（431,300 千円）。 
２）外部資金に伴う間接経費の取り扱いを明確化し，本部と部局の配分割合を各々 
１／２とした。本部分については，研究担当理事の下，学内共同教育研究施設の運営
を含む，学内の研究環境整備に充当することとした。 
３）国際連携研究戦略本部の設置やケニヤ（ナイロビ），ベトナム（ハノイ）への海外
拠点の設置に伴い，職員の海外拠点勤務が必須となり，それに対応するため海外の拠
点を勤務地とし，在外勤務地手当を新設，整備した。 
 
（１－２）資源配分に対する法人内の中間及び事後の評価，それに基づく必要に応じた見

直し 
１）平成１７年度予算の配分案にあたっては，１６年度配分が法人化初年度であり，ソ
フトランディングを前提としたものであったことから，その運営状況を検証しつつ，
財務委員会や学外者も構成員とする経営協議会からの意見を踏まえ，学長のイニシア
ティブ拡充のため，学生学習環境支援経費，公募プロジェクト，新任教員の教育研究
推進支援経費等を新設など，学長裁量経費の拡充を図った。 
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（１－３）委員会等の見直しによる業務運営の効率化 
１）財務委員会の各部局等の委員については，同委員会規則において「財務関係の委員
会の長」としていたところであるが，①予算・決算，資産管理の在り方を含め全学及
び各部局等の運営全般におよぶ重要事項であること，②特に財務においては十分な情
報の共有化等のもとで，全学運営と部局運営の一体化を図りながら取り進める必要が
あること，③併せて各部局等にあっては，関係者への周知・理解のもとでの円滑かつ
適切な財務運営が望まれることから，平成１８年度からは部局予算の編成・執行及び
資産管理の責任者である「部局長」とすることに決定した。 
 
２．財務内容の改善 
 
（２－１）財務内容の改善・充実 
１）「長崎大学財務運営改善に関する行動計画」を取りまとめるなど，一般管理費等の
削減に向けた取り組みを推進し，特に光熱水料の抑制においては，電気料を一般競争
に付すことで経費削減を図った。併せて，業務のアウトソーシングや電子化を進め経
費節減の成果を得るとともに，職員の経費節減に対する意識改革が図られた。 
２）科学研究費を含む外部資金の増大の必要性については，学内の各種会議において再
三の説明を行い，外部資金の獲得に対する協力を要請した。その結果，平成１７年度
の受託研究，共同研究と奨学寄附金の総額は，前年度に比し約５８％（825,595 千円）
の増収が図られた。 
３）また，資金繰計画での余裕金については，国債を購入するなどして増額に努めてい
る。 

 
（２－２）人件費の必要額を見通した財政計画 
１）本学での人件費の管理は，各部局毎に定員現員数を明示するとともに，本部による
定員管理を基本として，部局毎の人件費を含めた経費管理により運用している。なお，
平成１６年度及び１７年度に計画されていた第１０次定員削減計画の削減数は，学長
管理定員として整理し，全学的観点から学内共同利用施設の整備などに期限を設定し
て配置している。 
２）「行政改革の重要方針」等に対応する人件費の削減については，中期計画期間中は，
平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減を図ることとした。各部局の負担区分等
は，１８年度中に検討，策定することとしている。 
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中

期

目

標

 

○自己点検・評価の実施の基本方針 

・組織等評価及び個人評価を定期的に実施し，その結果を公表するとともに，指摘された問題点については改善に要する一定の期間を設け，その達成状況を確認して結果を公表

する。 

 なお，必要に応じ外部評価を実施する。 

 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○自己点検・評価の改善に関する具体的方

策 

○自己点検・評価の改善に関する具体的方

策 

 ○自己点検・評価の改善に関する具体的方策   

【280】全学的評価委員会である長崎大学大

学評価委員会の在り方を見直すとともに

必要に応じ評価項目の見直しを行う。 

 

【280-1】全学的評価委員会である長崎大学

大学評価委員会の見直しを進めるととも

に，今後の国立大学法人評価や認証評価

に対応できる自己点検・評価体制を構築

する。 

 

Ⅲ ・全学的評価委員会の在り方を見直し，法人評価及び認証評

価への対応を行うため，学長を本部長とした「計画・評価

本部」を設置するとともに教員の個人評価に特化した個人

評価委員会を併せて設置した。また，「環境配慮の方針」

を計画・評価本部で策定した。 

  

 【280-2】自己点検・評価を実施するための

評価の観点及び根拠となるデータ項目の

策定を進める。 

Ⅲ ・認証評価のシミュレーションや評価基礎データベースの

構築に当たって，自己点検・評価を実施するための根拠と

なるデータ項目を策定した。 

  

【281】各部局においては全学的評価委員会

との緊密な連携の下に適切な評価が実施

できる体制の整備・充実を図る。 

 

【281-1】各部局においては全学的自己点

検・評価組織との緊密な連携の下に適切

な評価が実施できる体制の整備を進め

る。 

Ⅲ ・全学評価委員会を見直し，「計画・評価本部」を設置した

ことに伴い，各部局においても，評価体制を見直し，適切

な評価が実施できるよう各部局の評価委員会を再構築し

た。 

  

 【281-2】自己点検・評価を適切に実施する

ための根拠資料やデータ等を集積する

「評価基礎データベース」の構築を進め，

試験運用を行う。 

Ⅲ ・「評価基礎データベース」を１１月に構築するとともに，

１２月から試験運用を開始し，平成１８年３月には全学教

員等による試験運用を行った。 

  

○評価結果を大学運営の改善に活用するた

めの具体的方策 

○評価結果を大学運営の改善に活用するた

めの具体的方策 

 ○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策   

【282】組織等評価の結果を適切な方法で公

表する。また改善項目及び改善方策につ

いて，一定の期間を設け，その達成状況

を確認し，その結果を更に公表する等し

て実効性を担保する。 

【282】評価結果に対する具体的改善方策と

その達成状況の確認並びに公表を行うた

めの体制整備に関する検討を開始する。

Ⅲ ・平成１６年度の業務実績に対する国立大学法人評価委員

会の評価結果に基づき，計画・評価本部において，改善方

策の検討を行った。また，今後実施される評価結果等に対

する具体的改善方策等とその達成状況の確認及び公表に

ついても計画・評価本部で行うこととした。 
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【283】教員の個人評価については，全学的

見地から総合的に分析し，その分析結果

を公表する。 

 また，評価結果に基づいて学部等は適切

な措置・指導助言を行う。 

【283】（１９年度から実施のため，１７年

度は年度計画なし） 

－ ・平成１９年度実施予定の「教員の個人評価」に向けて評価

基礎データベースの構築と教育・研究等活動に関するデー

タを継続して集積した。 

  

○外部評価等 ○外部評価等  ○外部評価等   

【284】自己点検・評価に当たっては，国立

大学法人評価委員会による評価のほか，

ＪＡＢＥＥ評価等，外部の機関，有識者

による評価を必要に応じて実施する。 

【284】国立大学法人評価委員会及び認証評

価機関による第三者評価のほか，ＪＡＢ

ＥＥ評価等，外部の機関，有識者による

評価の実施に向けた対応も図る。 

 

Ⅲ ・ＪＡＢＥＥ評価については，水産学部が中間審査を受け，

また，工学部においては構造工学科が受審した。（平成１

８年４月認定） 

・外部評価については，教育学部において第４回運営評価委

員会（外部評価）を開催し，熱帯医学研究所においては，

平成１８年３月に外部評価報告書を発行した。また，歯学

部においても，平成１８年２月に有識者による外部評価を

実施した（平成１８年３月外部評価報告書を発行）。 

・附属病院は平成１６年にＩＳＯ９００１の承認を取得し，

平成１７年に２回の外部機関による継続審査を受けた。 

  

 ウェイト小計   
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供 

２ 情報公開等の推進に関する目標 

 

中期目標 

○教育及び研究並びに組織及び運営についての学外に対する積極的な情報発信の基本方針 

・教育研究，社会貢献など，諸活動に対する自己評価や第三者評価の結果を含め大学が有する各種情報を積極的に社会に公表する。特に学術情報については，そのデータ

ベース化を図る 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○大学情報の積極的な公開・提供及び広報

に関する具体的方策 

○大学情報の積極的な公開・提供及び広報

に関する具体的方策  

 ○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的

方策  

  

【285】大学の有する情報を広報誌等紙媒体

の他，速報性をもって積極的に社会に公

開するための電子情報化を図る。その際

英語版の充実や中国語版，韓国語版等を

開設する。 

【285】ＣＤ等補助的な手段を用いるなどし

て，大学ホームページの英語版の一層の

充実を図るとともに，中国語版，韓国語

版についても充実させる。 

Ⅲ ・学報の内容を大学ホームページに移行し，より迅速に学

内ニュースを提供した。 

・大学ホームページの英語版，中国語版及び韓国語版を改

訂した。 

（平成１６年度アクセス件数：英語版 21,856 件，中国語版

4,903 件，韓国語版 4,457 件， 平成１７年度アクセス

件数：英語版 26,572 件，中国語版 6,032 件，韓国語版

4,940 件） 

・大学プロモーションビデオ（ＤＶＤ，高校生向け，一般

向け，コンサイス版，日本語，英語，中国語，韓国語）

を作製した。 

・キャンパスマップ（文教地区）を作製した。 

  

【286】情報公開に当たっては，個人情報等

の適正管理を図りつつ，社会の求めに応

じて適切に提供する。 

【286】大学ホームページの維持管理体制を

充実させつつ，社会の求めに迅速に対応

することができるよう，ホームページの

コンテンツの改良を行う。 

Ⅲ ・大学ホームページについては，目的のコンテンツへのア

クセスを容易にするため，トップページの構成を大幅に

改訂した。 

・各部局等の共通項目を示した上で，部局ホームページの

トップページを，各部局の特色がより鮮明に出るように

改良した。 

  

○学外に対する情報提供事項のデータベー

ス化の推進計画とそのための体制整備 

○学外に対する情報提供事項のデータベー

ス化の推進計画とそのための体制整備 

 ○学外に対する情報提供事項のデータベース化の推進計画

とそのための体制整備 

  

【287】国内外に学術情報を発信するため，

各分野にわたる既存の学術情報を整理す

るとともに，国際共同研究を推進してい

く過程等で得られた学術情報を国際的に

活用できるよう附属図書館を中心に学内

組織を整備し，データベースを構築する。 

【287】既存の学位論文及び科研費報告書の

書誌情報のデータベース化を推進する。

Ⅲ ・熱帯医学研究所の「熱帯医学」及び生産科学研究科の学

位論文を電子化した。 

・科研費報告書の書誌情報を国際標準形式のメタデータに

変換した。 

  

ウェイト小計   

 ウェイト総計  

 

 

［ウェイト付けの理由］ 
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IV 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項  

① 法人化のメリットを活用し，大学運営の活性化などを目指した，財政，組織，人事な
どの面での特色ある取り組み 
１．自己点検・評価の改善に関する具体的方策 

（１－１）各部局から選出された委員を構成員とする全学的評価委員会の在り方を見直し，
国立大学法人評価や認証評価機関の認証評価への対応を適切かつ効率よく行うため，学
長を本部長とした計画・評価本部を設置するとともに，教員の個人評価に特化した個人
評価委員会を併せて設置した。 
（１－２）当初は法人評価及び認証評価に対応することを主たる目的として導入を決定し
た評価基礎データーベースについて，各部局からの意見も参考にしつつ，大学が社会に
対しても必要となる情報発信̶例えば ReaD や研究者総覧作成などにも活用可能となるよ
うな基本運営方針を決定した。 
 
② 国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた，大学運営を円滑に進めるため
の様々な工夫 
１．データベース構築に向けての具体的取組 
（１－１）自己点検評価の際の根拠資料の整備が求められていることから，平成１６年度
には各種資料を収集・保存するデータベース構築が必要不可欠であるとの認識を持った。
そしてこの業務に加え，年度計画策定や年度業務評価作業を支援するために計画・評価
本部副本部長を室長とし，評価業務やデータベースシステム構築に見識のある教員と事
務職員を構成員とする計画・評価室を設置した。その結果，平成１７年度１１月には評
価基礎データベースに収集すべき項目の選定とそれに適合したデータベースシステムを
導入することができた。その後に，試行を繰り返しつつ項目の見直しやシステムの調整
を行い，平成１８年３月には全学の教員等に向けた教員等基礎データベースの入力説明
会を実施した。この時に提出された意見を踏まえて更なる改善を行い，その結果を計画・
評価本部ホームページに掲載して教員への周知を図りつつ，平成１８年４月には同デー
タベースシステムの本格稼動を決定した。 
（１－２）「環境配慮の方針」についても計画・評価本部で策定した。 
 
２．外部評価等に関する取り組み 

（２－１）大学全体としては国立大学法人評価委員会及び認証評価機関による第三者評価
のための自己点検・評価を実施あるいはそれに向けた準備を進めているが，各部局に置
いても部局運営に学外からの意見や提言を活かすための施策を実行した。それらはＪＡ
ＢＥＥ評価，外部の機関，外部有識者からなる部局を対象とした第三者評価への取り組
みになった。教育学部では第４回教育学部運営評価委員会（外部評価）を開催，歯学部
では平成１８年２月に有識者による外部評価を実施し，外部評価報告書を作成，公表，
１５年度にＪＡＢＥＥ委員会を発足させた工学部では平成１７年に構造工学科がＪＡＢ
ＥＥ審査を受審（平成１８年認定），平成１８年度には４系５学科が受審予定，水産学部
では平成１７年１１月にＪＡＢＥＥの中間審査を受け，熱帯医学研究所では平成１６年
度に実施した外部評価結果を平成１８年３月に外部評価報告書として公表した。 
（２－２）本学は平成１９年度に大学評価・学位授与機構が実施する認証評価を受審する
こととしており，それに向けて根拠資料の集積等に遺漏がないかなどの事項を中心にし
てシュミレーションを実施した。その結果，大学院に関連した資料の整備が不十分であ
ることが判明し，その改善に向けての取り組みを強化することとした。 
（２－３）附属病院ではＩＳＯ９００１の認証を平成１６年に取得したが，その後３年間
は外部の機関に年２回の継続審査を受ける必要があるため１７年度はＩＳＯ推進委員会
を設置し，２回審査を受けた。また，平成１５年３月に受けた日本医療評価機構による
病院機能評価を１９年度に受審すべく，準備に着手した。 
 
③ 自己点検・評価の過程で，中期目標・中期計画を変更する必要がある，あるいは，変
更について検討する必要があると考えられる場合は，その状況 

 なし 
 
④ 中期目標の達成に向けて支障の生じている（あるいは生じるおそれがある）場合には，
その状況，理由（外的要因含む。） 
なし 

 
⑤ 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領」（以
下，「実施要領」という。）別添１に掲げる観点に関係する取り組みの状況 
１．従前の業務実績の評価結果の活用 
平成１６年度長崎大学の自己点検・評価業務について「第三者評価業務の遂行に向けて
平成１６年度は従前の全学評価委員会を改組し，それに代わる組織として学長を本部長，
企画担当理事を副本部長とし，各理事を教務，研究部門等の専門部長とした計画・評価本
部を設置した」が，これに対して国立大学評価委員会は「制度設計は進行しているが，そ
の成果を見守る必要がある」と評価した。この指摘を受け，平成１７年度は自己点検・評
価に基づいた国立大学法人評価委員会評価や認証評価機関が実施する認証評価などの第三
者評価に対応して新たな体制で臨んだ。すなわち，平成１７年度業務である平成１８年度
計画策定及び平成１７年度業務評価作業はこの計画・評価本部が取り組み，効率的かつ迅
速に作業を実施することできた。特に，平成１８年度計画策定に当たっては，前年度の評
価結果を踏まえ，その改善策を盛り込む必要があったため，計画・評価本部での審議や作
業状況の確認はきわめて適切に行われた。このことは評価結果を基に改善に取り組む体制
が確立されたといえる。 
 
２．学内貴重資料の公開 
学内貴重資料等の電子化と公開を継続して進めている。本年度は「幕末・明治期日本古
写真メタデータ・データベース」の構築を完了した。古写真に関する情報（メタデータ）
を日本語版，英語版ともに追加し，ユーザーインターフェイスを改良した。メタデータを
国際標準化することで国内外の学術情報検索サイトに向けた古写真情報の発信も可能とな
った。同様に，国立情報学研究所の最先端学術情報基盤構築推進委託事業により「グラバ
ー図譜」のデータベースを更新し，メタデータを国際標準化した。これらに「武藤文庫」，
「近代医学史料」等の電子化コレクションを加え，「長崎学デジタルアーカイブス」として
インターネット上での公開を進めている。（アクセス件数： 平成１７年度 193,354 件，平
成１０年の古写真データベース公開以来 860,334 件） 
 
３．大学情報の発信 
英語版，中国語版及び韓国語版を有する大学公式ホームページを通じて，大学における
教育研究等の状況を広く世界に発信する取組を続けている。本年度より従来の学報を廃し，
その内容を大学公式ホームページの「ニュース」及び「インフォメーション」に掲載する
ことにした。本年度の両サイトへのアクセス数は，それぞれ，28,828 及び 9,313 件に達し
た。また，英語版，中国語版及び韓国語版の大学公式ホームページへのアクセス数は，そ
れぞれ，26,572 件，6,032 件及び 4,940 件におよび，海外を含む学内外への情報発信が進
んだことが窺われる。さらに，大学紹介ＤＶＤ（日本語版，英語版，中国語版，韓国語版）
を作成し，メディア媒体を利用した大学情報を世界的に発信することも可能とした。これ
らの取組に加え，図や写真を掲載して理解し易く構成した広報誌「ＣＨＯＨＯ」を年４回
発行して（3,800 部／回）県内の公民館等に配布し，地域の一般市民や高校生等に対する学
内活動の紹介も積極的に進めている。 
また，学内の研究成果を収集・保存し世界に向けての情報発信も進めた。本年度は，学
術機関リポジトリの構築に着手し，その一環として学内研究紀要の電子ジャーナル化を推
進し，「長崎大学工学部研究報告」を印刷出版から電子出版に切り替え，論文情報（メタデ
ータ）の発信による視認性向上と電子版の利便性を実現した。印刷版からの媒体変換とし
ては，熱帯医学研究所の研究紀要類を創刊号からすべて電子化し，情報発信を容易にした。 
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４．監査機能の充実 
平成１６年度の自己点検・評価（「Ⅱ」），監事からの指摘及び国立大学法人評価委員会の

評価を踏まえ，内部監査担当の専任職員等を増やし，監査等を実施したことから内部監査
の充実・改善を図った。 
 
５．事務系職員等の採用に関する具体的改善 
平成１６年度の自己点検・評価（「Ⅱ」）を踏まえ，人事委員会での検討を重ねた結果，

平成１７年度には，事務系職員の採用は，国立大学法人等職員採用試験の合格者を基本と
しつつ，特別の知識，技術等を必要とする職で，同職員採用試験の合格者をもってしては
適任者が得られないと学長が認める場合は，その都度大学独自に選考基準を定め，公募に
よる選考採用を可能とする「長崎大学事務系職員の選考に関する規程」を制定した。 
その規程に基づき，平成１７年度に，学内共同教育研究施設の技術職員の選考を行った。
今後は国際戦略，産学連携，知的財産，就職支援，医療事務など各部門において外部から
の専門家の採用を引き続き検討することとしている。 
また，外部からの専門家の登用ということでは，国際連携研究戦略本部において展開し
ている研究プロジェクト（大洋州予防接種強化事業及び新興・再興感染症研究拠点形成プ
ログラム）に従事する事務職員や技術職員をコーディネーター等として外部資金により４
名（有期雇用職員）を雇用している。 
これらの職員は，元ＪＩＣＡ技術協力プロジェクトの専門家や元ＷＨＯ勤務のフィリピ
ン人などで本学の国際戦略に貢献している。 
 
６．業務のアウトソーシング等に関する具体的改善 
平成１６年度の自己点検・評価（「Ⅱ」）及び国立大学法人評価委員会の評価を踏まえ，
業務改善プロジェクトチームにおいて，アウトソーシング等が適切であると判断する業務
の選別作業を行い，その作業結果に基づき，平成１７年度は，秘書業務，翻訳業務，事務
専用機器操作業務を派遣職員で賄うとともに，宿舎管理業務を外部委託した。また平成１
８年度から坂本地区の駐車場の管理を民間委託することとした。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中

期

目

標

 

・教育研究の活性化や学生支援，社会貢献及び国際交流の充実・強化に資するため，計画的な施設・設備の整備を行う。 

・施設全体を効率的に活用するとともに，施設の維持管理，敷地の有効活用に関する管理等を効率的に行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○施設等の整備に関する具体的方策 ○施設等の整備に関する具体的方策  ○施設等の整備に関する具体的方策   

【288】施設の老朽化・狭隘化を解消し，教

育研究の活性化を図るため，施設整備計

画を策定し，既存施設の有効利用を図り

つつ，施設の新増築や大規模改修を計画

的に実施するとともに，再配置について

も検討する。 

【288-1】施設等の整備及び有効活用に関す

る行動計画の検討を開始する。 

 

 

Ⅲ ・施設部アクションプラン（年次計画）を策定し，各学部

の老朽化や狭隘解消および教育研究の活性化を図るた

め，既存施設の有効活用に配慮しつつ，平成１８年度施

設整備計画を作成し，国立大学法人施設整備費要求を行

った。 

  

 【288-2】大学にふさわしい施設の整備計画

の策定を進める。 

Ⅲ ・文教町２団地のマスタープラン作成に着手し，施設整備

専門部会において委員によるキャンパスツアーを行い，

ゾーニング計画，交通計画，広場計画の３つの方針につ

いて検討を開始した。（「資料編」Ｐ９０－１００参照）

  

【288-3】病院施設の老朽化・狭隘化等を解

消し,長崎県における中核医療機関とし

ての役割，先端医療の先駆的役割を果た

すため，機能的で先端的な医療が提供で

き,かつ患者の住環境改善に配慮した新

病棟・診療棟の工事を確実に進める。ま

た,継続して病院本館改修基本計画の具

体的な検討を行う。 

Ⅲ ・新病棟・診療棟の工事について電子入札による一般競争

入札を実施し，工事を確実に進めた。 

また病院本館改修スケジュールをⅠ期・Ⅱ期とし，外来

棟と研究棟のゾーニング計画を策定した。 

   

【288-4】学生顧客主義に基づき，学生の学

習環境及び生活環境に係る施設の改善を

進める。 

Ⅳ ・学生顧客主義に基づき，学生の学習環境及び生活環境の

改善を最優先し，トイレ改修・アスベスト対策・全学講

義室・補助体育館等の改修を実施した。 

・閲覧机及び椅子の更新を実施した。（医学分館：閲覧机３

５台，椅子１１９脚，経済学部分館：閲覧机６台，椅子

１４１脚） 

・中央図書館及び医学分館にグループ学習室を，中央図書

館にグループ学習コーナー（メディアサロン）を整備し

た。 
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【289】施設等の整備に当たっては，一層の

バリアフリー化を進める。 

【289】障害者のための一層のバリアフリー

化を推進する。 

Ⅳ ・工学部本館，熱帯医学研究所及び教育実践総合センター

１階アプローチ部分にスロープを設置し，工学部本館と

熱帯医学研究所には多目的便所を設置してバリアフリー

化を一層推進した。 

  

○施設等の有効活用及び維持管理に関する

具体的方策 

○施設等の有効活用及び維持管理に関する

具体的方策 

 ○施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策   

【290】施設データベースを活用して既存施

設の利用状況等を把握し，大学全体の視

点に立った有効活用を促進する。 

【290-1】施設データベースを活用して，施

設の利用状況等を公開し，施設利用者の

施設有効活用に関する意識の啓発に努め

る。 

Ⅲ ・全学の講義室について時間割に基づいた稼働率調査と予

約状況について調査を実施し，各部局の代表者で構成さ

れている財務委員会において報告することで，部局にお

ける一層の施設有効活用について周知を図った。 

  

【290-2】大型設備の全学的な効率的・効果

的運用を図るため，利用状況の実態を調

査する。 

Ⅲ ・大型設備の全学的な効率的・効果的運用を図るため,利用

状況及び経過年数等の実態を調査した。 S 

・今後の設備更新の基本方針の作成に着手した。 

   

【290-3】省エネルギー・省資源対策として，

引き続き，学生・教職員に対してエネル

ギー使用量の公開や，省エネルギーへの

意識啓発のためのポスター作りを行い，

学内に周知する。 

Ⅲ ・省エネルギーへの意識啓発のためのポスター作りを行い

学内に周知した。 

・エネルギー使用量を学内の施設部ホームページに掲載し

公開した。 

  

【291-1】長期にわたる施設の効果的な活用

を図るため，総合的な安全点検を行い，

老朽化した施設の改善等を実施する。 

Ⅳ ・文教町２団地の４２棟について施設安全点検パトロール

を実施した。 

・サークルセンター，テニスコート等学生生活支援施設に

ついて，優先的に改善を行った。 

  【291】長期にわたり施設の安全性・信頼性

を確保し，活用するため，年１回，定期

的な施設の巡回点検を実施し，適切な維

持管理と予防的保全等を行う。 

【291-2】文教キャンパスにおける交通の動

線調査結果を基に，案内板等設置の整備

計画の検討を引き続き行う。 

Ⅲ ・施設整備専門部会においてキャンパスマスタープラン策

定のなかで交通計画についても検討を行い，合わせて案

内板等についても検討を行うこととした。 

  

【292】教職員・学生の構内環境美化に対す

る意識の向上を図るため，緑化保全等，

美しいキャンパスづくりを推進する。 

【292】良好なキャンパス環境の維持と，構

内環境美化に対する意識の向上を図るた

め，学生・教職員による全学的なキャン

パス清掃を行い，美しいキャンパス作り

を推進する。 

Ⅲ ・学生及び教職員で全学的なキャンパス大清掃を行い，美

しいキャンパス作りを推進した。 

  

 ウェイト小計   
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中

期

目

標

 

・安全管理体制の確立と意識の向上に努める。また，地域社会と一体化した大学となるために，環境マネジメントシステムを構築する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗

状況
判断理由（計画の実施状況等） 

ウ

ェ

イ

ト

 

○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・

事故防止に関する具体的方策 

○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・

事故防止に関する具体的方策 

 ○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する

具体的方策 

  

【293-1】衛生管理者数を増やすなど，労働

安全衛生体制の強化を図る。 

Ⅲ ・衛生管理者を坂本事業場で１名，教育学部附属学校事業場

では２名を追加選任し，衛生管理体制を充実させた。 

・新たに第一種衛生管理者免許取得者が６名増加した。 

  【293】労働安全衛生体制を整備するととも

に，教職員に対する安全教育を毎年行う。 

 

 

 

 

 

【293-2】安全衛生教育のための安全管理教

育プログラムを活用して，教職員に対す

る安全教育を行う。 

Ⅲ ・安全管理教育プログラムの一環として，教職員・学生を対

象として安全衛生講演会（化学物質による環境汚染）を開

催した。 

  

【294】産業保健スタッフを配置し，教職

員の健康管理と健康増進に努める。 

 

【294-1】職員の健康診断受診率を増加させ

る。 

 

 

 

Ⅲ ・健康診断受診率は１６年度の９８.７％に引続き，１７年

度も９６.４％と高受診率であった。さらに，職員の健康

増進を図るため，要医療者の指導を行うとともに，新たに

脳血管及び心臓の状態を把握する二次健康診断の指導を

行った。 

  

 【294-2】職員のメンタルヘルス及び健康増

進対策を検討する。 

Ⅲ ・職員のメンタルヘルス講演会を開催した。 

・職場におけるストレスについてのアンケートを実施し，そ

の結果を衛生委員会で職員の保健の保持増進を図るため

の対策に活用することとした。 

  

【295】地域社会と一体化した大学となる

ために，ＩＳＯ１４００１の取得等環境

マネジメントシステムを構築する。 

【295】環境マネージメントのために，長崎

大学共同研究交流センター環境安全マネ

ージメント部門の役割を明確にする。 

Ⅲ ・計画・評価本部に，環境専門部を設置し，「環境配慮の方

針」を制定・公表するなど，環境マネージメントシステム

の構築を開始した。環境マネージメントの組織体制には，

長崎大学共同研究交流センター環境安全マネージメント

部門が参画し，システムの運用を支援することとした。 

  

○学生等の安全確保等に関する具体的方策 ○学生等の安全確保等に関する具体的方策  ○学生等の安全確保等に関する具体的方策   

【296】災害発生時の対応を含めた安全の手

引きを作成し，オリエンテーション等に

おいて安全・衛生管理を徹底する。 

 

【296-1】オリエンテーションにおける安

全・衛生，セクシュアル・ハラスメント

及びアカデミック・ハラスメント等に関

する説明を充実させる。 

Ⅲ ・入学時オリエンテーションにおいて，安全・衛生，セクシ

ュアル・ハラスメント等の説明を行った。また，広報誌（『ば

ってんライフ』），『学生生活案内』においても，掲載し周

知した。 

  

 【296-2】入学試験時の災害発生に対する対

応を徹底させる。 

Ⅲ ・教職員に対する入試説明会において，入学試験時の災害発

生に対する対応を徹底した。  

  

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

２ 安全管理に関する目標 
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 【296-3】学生実習・実験の安全に関する教

育を適切に実施する。 

Ⅲ ・実習・実験を行う部局においては，オリエンテーション，

実習・実験開始時等に安全教育を実施するとともに，工学

部，環境科学部,水産学部においては，独自の安全に関す

る手引きを作成して安全教育に利用した。  

  

【297-1】附属学校園の幼児，児童，生徒の

安全を確保するために行った緊急措置に

基づき，その適正な運用を図る。さらに，

キャンパスの異なる附属養護学校は単独

で，附属幼稚園・附属小学校・附属中学

校では共同しての避難訓練を実施し，危

機管理を徹底する。 

Ⅲ ・附属学校園では，幼児，児童，生徒の安全確保について引

き続きガードマンを配置し，校門の監視と校内の巡視を行

った。 S 

・不審者侵入や災害発生を想定した避難訓練を定期的に実 

施し，長崎市の北消防署や長崎県警浦上警察署の指導を受

けた。 

  【297】附属学校園の幼児，児童，生徒の安

全を確保するため，災害発生時，不審者

侵入時等に対応した体制を整備する。  

 

 

 

【297-2】附属学校４校園（附属幼稚園，附

属小学校，附属中学校，附属養護学校）

の児童生徒が安全かつ円滑に学校施設を

利用できるよう，緊急警報システム等を

整備し，安全対策の向上を図る。 

Ⅲ ・附属学校園の全ての教室に警報ベルを設置するなどの緊 

急警報システムを整備し，安全対策の向上を図った。 

・附属中学校では，全ての生徒に対して防犯ベルを貸与した。

・アスベスト問題については，附属学校園全ての建物を調査

した結果，附属幼稚園と附属中学校の一部の建材の除去を

行った。 

・附属幼稚園の老朽化して危険なブロック塀について，防犯

上も有効な塀に改修した。 

  

○核燃料物質，ＲＩ及び毒劇物等の適切な

管理 

○核燃料物質，ＲＩ及び毒劇物等の適切な

管理 

 ○核燃料物質，ＲＩ及び毒劇物等の適切な管理   

【298】核燃料物質，ＲＩ，毒劇物及び病原

体等の管理体制を確立し，使用状況等を 

【298-1】核燃料物質，ＲＩ，毒劇物及び病

原体等の使用状況等を検証する。 

Ⅲ ・核燃料物質，ＲＩ及び毒劇物については，受払簿等により

管理するとともに定期的検証を行った。 

  

毎年検証するとともに，化学物質の移

動・登録に関する「ＰＲＴＲ法」への対

応を行う。 

【298-2】「ＰＲＴＲ法」への対応を継続す

る。 

Ⅲ ・共同研究交流センター環境マネージメント部門において

「ＰＲＴＲ法（科学物質排出把握管理促進法）」へ対応し

た。 

  

【299】全学の放射線施設の放射線取扱主任

者によって構成する協議会を作り，全学

の放射線施設の放射線安全管理の調査及

び改善・充実を図る。 

【299】放射線安全管理の改善・充実を図る

ために全学の放射線施設の放射線取扱主

任者によって構成する協議会を作る。 

Ⅲ ・ＲＩについては，管理区域外における非密封ＲＩ使用規則

検討専門委員会を設け，管理体制を協議した。 

  

ウェイト小計   

ウェイト総計  

 

 

［ウェイト付けの理由］ 
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Ⅴ その他業務運営に関する特記事項 

① 法人化のメリットを活用し，大学運営の活性化などを目指した，財政，組織，人事な
どの面での特色ある取り組み 
１．労働安全衛生法等を踏まえた安全管理 
１）健康診断受診率の向上を図るとともに，新たに脳血管及び心臓の状態を把握する二
次健康診断の指導を行って，職員の健康増進に努めた。 
２）職員のメンタルヘルス講演会を開催し，また，各事業場において職場におけるスト
レスについてのアンケートを実施し，職場環境の改善に努めた。 

 
② 国立大学法人の置かれている状況や条件等を踏まえた，大学運営を円滑に進めるため
の様々な工夫 
１．施設設備の整備・活用等 
１）各部局の代表で構成されている財務委員会において，施設維持管理等の必要性につ
いて説明し，各部局における教職員への周知を依頼した。 
２）長期にわたり施設を良好な状態で維持し，活用するために「施設安全点検パトロー
ル」を引き続き行った。 
３）「人間性を重視した患者さま本位の医療」を基本理念とする病棟・診療棟新営（軸Ⅱ）
工事を軸Ⅰに引き続き着工した。 

 
２．労働安全衛生法等を踏まえた安全管理 
１）衛生管理者を坂本事業場（医学部，歯学部，附属病院地区）で１名，教育学部附属
学校事業場（幼稚園，小学校，中学校，養護学校）では２名を追加選任し，衛生管理
体制を充実させた。 
２）安全管理教育プログラムの一環として，教職員・学生を対象として安全衛生講演会
（化学物質による環境汚染）を開催し，環境問題意識の啓発に努めた。 

 
３．学生等の安全確保 
１）入学時オリエンテーションにおいて，安全・衛生，セクシュアル・ハラスメント等
の説明を行い，また，広報誌，『学生生活案内』においても，同様の記事を掲載して周
知を図り，学生生活における安全確保意識の啓発に努めた。 
２）火災訓練を通じて災害発生時の対応を徹底させるとともに，安全の手引き等のテキ
ストを利用して実験・実習前のオリエンテーションにおいて安全指導を行った。 
３）同地区にある幼稚園・小学校・中学校に２名，他地区の養護学校に１名のガードマ
ンを配置し，校門の監視を行うとともに定期的に校内を巡視し，児童・生徒の安全確
保に努めた。 
また，学校訪問者には受付を義務付けるとともに，学校訪問者であることが明確に分
かるように名札をつけることを義務付けた。さらに，幼稚園・小学校・中学校地区で
は，３校園協同による避難訓練を実施し，また，各校園ともに，不審者侵入や災害発
生を想定した避難訓練を定期的に実施し，消防署や警察署の指導を受けている。また，
子ども１１０番の家など地域との連携を図り，児童・生徒の登下校時の安全確保に努
めた。 
４）各校園の全ての教室に警報ベルを設置するなどの緊急警報システムを整備し，安全
対策の向上を図り，附属中学校では，平成１７年度から全ての生徒に対して防犯ベル
を貸与している。 

 
４．教育・研究・就労等の環境整備 
１）環境配慮法への対応対策として，企画・立案を担当する環境専門部等を整備し，環
境配慮の方針を制定・公表するなど，環境マネージメントシステムの構築を開始した。
また，本対応体制に，環境科学部及び共同研究交流センター環境安全マネージメント
部門の組織的な参加の方針を決めた。 

１）附属学校園，附属病院等を含めた，長崎大学の全ての建物について，アスベスト調
査を行った。その結果，アスベストを含有する建材が発見された附属幼稚園と附属中
学校において，除去工事を行い，完全に除去した。 

 ２）職員・学生等がハラスメントを受けることなく，就学・教育・研究・就業できる公
正な環境の整備を目的として，従来のセクシャル・ハラスメント防止委員会をハラス
メント防止委員会に発展させ，所要の体制整備と規則制定を行った。 

 
③ 自己点検・評価の過程で，中期目標・中期計画を変更する必要がある，あるいは，変
更について検討する必要があると考えられる場合は，その状況 
  なし 
 
④ 中期目標の達成に向けて支障の生じている（あるいは生じるおそれがある）場合には，
その状況，理由（外的要因含む。） 
本学では，保有面積の約３５％，１３万㎡の施設が築後３０年以上経過している。この
ため，既存施設の老朽化が著しく，耐震性能等構造上の問題や，施設機能の陳腐化が進行
しており本学が目指す教育・研究に多大な支障をきたしている。 
そのため，「学生顧客主義」の標語の下，学長裁量経費等により学生支援施設の整備・拡
充等を緊急度に応じ計画的に行っているが，施設本来の機能回復にはほど遠い状況である。
このような現状では，学生・教職員等の安全・安心確保が難しく，毎年度，自助努力を行
いながら，大規模改修等については文部科学省の支援を受け，施設整備に取り組んでいる
が，国立大学法人を取り巻く厳しい財政状況から，中期目標の達成スピードが遅れている
ことに苦慮している状況である。 
 
⑤ 「国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領」（以
下，「実施要領」という。）別添１に掲げる観点に関係する取り組みの状況 
１．全学的な施設マネジメント実施体制 
学長のリーダーシップのもと，施設整備等に係る諸課題について，財務委員会に設置さ
れた「施設整備専門部会」において施設マネジメントに係る改善策等を検討し，財務委員
会，役員会へ提案，実施している。 
また，施設の有効活用についても，「長崎大学における施設等の有効活用に関する規則」
「長崎大学教育研究共用スペースの使用等に関する規程」を定め，教育研究共用スペース
を確保するものとしている。（「資料編」Ｐ７４－８９参照） 
 
２．キャンパスマスタープランの策定状況 
文教町２団地のキャンパスマスタープラン策定案について施設整備専門部会においてゾ
ーニング計画，交通計画，広場計画等の検討を開始した。また，委員によるキャンパスツ
アーを実施し，現状の把握を行った。（「資料編」Ｐ９０－１０１参照） 
 
３．施設の有効活用の促進 
熱帯医学研究所の改修工事に伴い，教育研究共用スペース（オープンラボ）を確保（整
備目標面積に対して２０％ 室の面積４１７㎡）するとともに使用者を公募し，財務委員
会において施設使用者を決定した。（「資料編」Ｐ８３参照） 
 
４．施設維持管理計画等の策定状況 
各部局より提出された営繕要求書及び施設安全点検パトロール等に基づき，「老朽化改
善」「アメニティ改善」「教育研究環境改善」の３つの視点による施設の環境改善年次計画
を作成し，財務委員会において報告し，周知を図るとともに施設整備を推進することとし
た。（「資料編」Ｐ１０２－１０５参照） 
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Ⅵ 予算（人件費見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

 

 

※ 財務諸表及び決算報告書を参照  

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 

中期計画 年度計画 実  績  

１ 短期借入金の限度額 

４４億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることも想定される。 

１ 短期借入金の限度額 

４２億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の

発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることも想定される。 

 

借入なし 

 

 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

 

中期計画 年度計画 実  績  

重要な財産を譲渡する計画 

・練習船鶴洋丸及び実習船鶴水は，新規実

習船建造に伴い譲渡する。 

 

重要な財産を譲渡する計画 

・練習船鶴洋丸及び実習船鶴水は，新規実

習船建造に伴い譲渡する。 

 

・新規実習船建造に伴い，練習船鶴洋丸及び実習船

鶴水を下記にとおり譲渡した。 

売払入札 17.3.22   

  売買契約締結 17.4.1 

  譲渡 17.4.26/27 

売払金額 82,000,800円 

 

 

 

 

 

 

 

・附属病院の土地の一部（長崎県長崎市坂

本１丁目 ８６．７３㎡）を譲渡する。 

 

・附属病院病棟・診療棟整備に伴う公共水

路の付替のため，敷地の一部を譲渡する。

・附属病院病棟・診療棟整備に伴う公共水路の付替

のため，代替用地の取得と併せて新設水路とし

て，敷地の一部を長崎市に譲渡した。 

契約締結  18.3.31 

譲  渡  18.3.31 

譲渡地積 93.55 ㎡ 

取得地積 134.44 ㎡ 
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重要な財産を担保に供する計画 

・附属病院の病棟・診療棟等の整備及び病

院特別医療機械設備に必要となる経費の

長期借入れに伴い，本学附属病院の敷地

及び建物について，担保に供する。 

 

 

重要な財産を担保に供する計画 

・附属病院病棟・診療棟(軸Ⅱ)に必要とな

る経費の長期借入れに伴い，本学附属病

院の敷地及び建物について，担保に供す

る。 

 

 

・「放射線治療・高精度外部照射システム」

に必要となる経費の長期借入れに伴い，

本学附属病院の敷地及び建物について，

担保に供する。 

 

附属病院病棟・診療棟(軸Ⅱ)に必要となる経費の長

期借入れに伴い，下記のとおり担保に供した。 

・担保物件の表示 

長崎市坂本一丁目４８番２外 

宅地 86,673.76 ㎡   

所有者 国立大学法人長崎大学 

 

「放射線治療・高精度外部照射システム」に必要と

なる経費の長期借入れに伴い，下記のとおり担保に

供した。 

・担保物件の表示 

長崎市坂本一丁目４８番２外 

宅地 86,673.76 ㎡   

所有者 国立大学法人長崎大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中期計画 年度計画 実  績  

・決算において剰余金が発生した場合は，

教育研究の質の向上及び組織運営の改善

に充てる。 

 

・決算において剰余金が発生した場合は，

教育研究の質の向上及び組織運営の改善

に充てる。 

 

決算において発生した剰余金は，学内の老朽施設の

改善,教育研究設備の計画的更新及び部局等の教育

改革等対応事業に充て教育研究の質の向上を図っ

た。 
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Ⅹ その他  １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実  績 

  

施設・設備の内容

予定額

（百万

円） 

財  源 

附属病院病棟・診療

棟 

附属病院基幹・環境

整備 

小規模改修 

附属実習船鶴洋丸

建造 

総額 

9,393 

施設整備費補助金 

         ( 2,357) 

船舶建造費補助金 

         (   668) 

長期借入金 

           (16,368) 

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

           (     0) 

  

施設・設備の内容

予定額

（百万

円） 

財  源 

附属病院病棟・診療

棟(軸Ⅰ） 

附属病院病棟・診療

棟(軸Ⅱ） 

小規模改修 

放射線治療・高精度

外部照射システム 

総額 

6,416

施設整備費補助金 

          (1,228)

船舶建造費補助金 

          (    0)

長期借入金 

            (5,120)

国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 

            (   68)

  

施設・設備の内容 

決定額

（百万

円） 

財  源 

附属病院病棟・診療

棟(軸Ⅰ） 

附属病院病棟・診療

棟(軸Ⅱ） 

小規模改修 

放射線治療・高精度

外部照射システム 

総額 

 

6,437 

施設整備費補助金 

          (1,249) 

船舶建造費補助金 

          (    0) 

長期借入金 

            ( 5,120) 

国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 

            (   68) 

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成す

るために必要な業務の実施状況等を勘案した施

設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設

備の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額

として試算している。 

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費

補助金，国立大学財務・経営センタ－施設費交付金，

長期借入金については，事業の進展により所要額の

変動が予想されるため，具体的な額については，各

事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

（注１）「施設整備費補助金」のうち，平成 17 年度当初予

算額 562 百万円，前年度よりの繰越額 666 百万円。

（注２）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状

況等を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合等

を勘案した施設・設備の改修等が追加されること

もあり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 

・附属病院病棟・診療棟(軸Ⅰ） 

  年度計画を実施した。 

・附属病院病棟・診療棟(軸Ⅱ） 

  年度計画を実施した。 

・小規模改修 

  年度計画を実施した。 

 

上記以外で，新たに下記事項を追加した。 

 ①耐震化対策を図ることを目的として，校舎耐震改修が追加で２７百万円予算化された

が，耐震改修方法等の見直しに不測の日数を要したため，全額繰り越すこととなった。 

②アスベスト対策を講じることを目的として，アスベスト対策事業が補正で２４７百万円

予算化されたが，相応の技術を有する施工業者の確保に相当の日数を要したため，２２

６百万円を繰り越すこととなった。 
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Ⅹ その他  ２ 人事に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実  績 

＊ 採用方針 

教員選考に当たっては，民間・公私立大学・他国立大学

法人等からの公募等による人材登用，外部資金を活用した

採用等を推進し，国内外から広く優秀な人材を採用する。

事務系職員等の採用に当たっては，地区単位の統一試験の

利用を原則としつつ，専門的知識を必要とする職種につい

ては，大学独自の選考基準で採用する制度を検討する。女

性，外国人，障害者に対しては，働きやすい環境・制度の

整備を進める。 

＊ 採用方針 

必要な人材を確保するために，採用形態の多様化を進め

る。教員選考に当たっては，公募等による人材登用，外部

資金を活用した採用等を推進し，国内外から広く優秀な人

材を採用する。事務系職員等の採用に当たっては，地区単

位の統一試験の利用を原則としつつ，専門的知識を必要と

する職種については，長崎大学事務系職員の選考に関する

規程を制定して大学独自の選考基準で採用することも可

能とする。女性，外国人，障害者に対しては，働きやすい

環境・制度の整備を進める。 

「Ⅱ業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するた

めの措置」Ｐ５９～６１参照 

＊ 雇用方針 

社会貢献活動を容易にする制度や変形労働時間制等の

柔軟な人事制度の構築，中長期的な視野に立った適切な教

職員の配置を進めるための仕組みの構築，適正な事務組織

の再編等を通じて学内の人的資源を有効に活用するとと

もに，全体的な人件費を適切に管理する。すでに任期制を

実施している組織に加えて，他の組織においてもこの制度

採用の可否を検討し，実施可能な組織については，新たに

任期制を導入する。また，大学への貢献度に応じたインセ

ンティブを与えるシステムを充実させて組織を活性化さ

せる。 

＊ 雇用方針 

インセンティブ付与基準の明確化，適正な事務組織の再

編，必要に応じての任期制の導入，変形労働時間制の充実

等を進めるとともに，平成１６年度に決定した「休職に伴

う代替職員処置等について」を利用して社会貢献活動を容

易にする。また，中長期的な視野に立った適切な教職員の

配置に関する方針を策定する。これらの取組を通じて，学

内の人的資源の有効活用と全体的な人件費の適切な管理

を進める。 

 

 

 

＊ 人材育成方針 

教員に対する現行の研修制度を維持するとともに，ファ

カルティ・ディベロップメントを充実して教育能力の向上

を図る。事務系職員についても，職務に応じて法人内，九

州地区及び全国的規模の研修を受けられる制度を充実さ

せる。 

＊ 人材育成方針 

教員に対しては法人化以前から存在した研修制度に加

えて，新たに制定した研究休職制度を運用するとともに，

ファカルティ・ディベロップメントを充実して教育・研究

能力の一層の向上を図る。事務系職員についても，職務に

応じて法人内，九州地区及び全国規模の研修により職務遂

行力の向上を図る。 

 

 

＊ 人事交流 

事務職員については，他の国立大学法人等と連携して計

画的な人事交流が行える制度を構築し，多様な人材の確保

と組織の活性化を図る。 

また，教員については，人事交流を容易にする人事制度

を整備する。 

＊ 人事交流 

出向制度等を利用して多様な人事交流を進める。事務職

員については，「九州地区国立大学法人等職員人事交流協

定」を運用して，他の国立大学法人等と連携して計画的な

人事交流を行う。 
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学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

 

 

 

 

(a) 

（人）

(b) 

（人）

(b)/(a) ×

100（％） 

教育学部 学校教育教員養成課程 720 811 112.6 

 情報文化教育課程 240 252 105.0 

経済学部 総合経済学科    

 ・昼間コース 1,450 1,656 114.2 

 ・夜間コース 240 283 117.9 

 経営学科 - 1  

医学部 医学科 590 615 104.2 

 保健学科 452 454 100.4 

歯学部 歯学科 330 345 104.5 

薬学部 薬科学科 320 350   109.4 

工学部 機械システム工学科 320 372 116.3 

 電気電子工学科 320 376 117.5 

 情報システム工学科 200 233 116.5 

 構造工学科 160 179 111.9 

 社会開発工学科 200 238 119.0 

 材料工学科 200 233 116.5 

 応用化学科 200 233 116.5 

 電気情報工学科 - 1  

 各学科共通 40 34 85.0 

環境科学部 環境科学科 580 640 110.3 

水産学部 水産学科 440 474 107.7 

教育学研究科 学校教育専攻（修士） 12 18 150.0 

 教科教育専攻（修士） 64 48 75.0 

経済学研究科 経済経営政策専攻（前期） 30 46 153.3 

 経営意思決定専攻（後期） 6 7 116.7 

医学研究科 生理系専攻（博士） - 3  

 病理系専攻（博士） - 9  

 社会医学系専攻（博士） - 6  

 内科系専攻（博士） - 23  

 外科系専攻（博士） - 36  

 

 

新興感染症病態制御学系

専攻（博士） 

- 20  

歯学研究科 歯学専攻（博士） - 10  

薬学研究科 薬科学専攻（後期） - 1  

環境科学研究科 環境共生政策学専攻（修
士） 

- 3  

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 

海洋生産科学研究科 海洋生産開発学専攻（後
期） 

- 2  

生産科学研究科 機械システム工学専攻 

（前期） 

54 72 133.3 

 電気情報工学専攻（前期） 104 154 148.1 

 環境システム工学専攻 

（前期） 

64 93 145.3 

 物質工学専攻（前期） 54 90 166.7 

 水産学専攻（前期） 84 69 82.1 

 環境共生政策学専攻 

（前期） 

16 28 175.0 

 環境保全設計学専攻 

（前期） 

34 28 82.4 

 システム科学専攻（後期） 34 57 167.6 

 海洋生産科学専攻（後期） 47 41 87.2 

 物質科学専攻（後期） 43 28 65.1 

 環境科学専攻（後期） 16 15 93.8 

 海洋資源学専攻（後期） - 2  

医歯薬学総合研究科 医療科学専攻（博士） 306 237 77.5 

 新興感染症病態制御学系

専攻（博士） 

90 94 104.4 

 放射線医療科学専攻 

（博士） 

44 33 75.0 

 生命薬科学専攻（前期） 106 127 119.8 

 生命薬科学専攻（後期） 69 31 44.9 

附属小学校  840 703 83.7 

附属中学校  600 621 103.5 

附属養護学校  60 56 93.3 

附属幼稚園  160 154 96.3 

合  計   （学  士） 7,002 7,780 111.1 

       （修  士）  622 776 124.8 

       （博  士）  655 655 100.0 

       （附属学校） 1,660 1,534 92.4 

 

 

 

 

 

 

 

別表（学部の学科，研究科の専攻等） 
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○ 計画の実施状況等 

 

１．収容定員と収容数の差が＋１５％を超える学科・専攻 

 

学部の学科・研究科の専攻等名 収容定員と収容数に差が生じた理由

経済学部 夜間主コース ・留年によるもの。 

工学部 機械システム工学科 

電気電子工学科 

情報システム工学科 

社会開発工学科 

材料工学科 

応用化学科 

・従来の状況を勘案し進路変更等で

退学する学生を見込んで入学定

員より若干多めに合格者を出し

たことによるもの。 

・留年（休学）によるもの。 

教育学研究科 学校教育専攻（修士） ・現職教員の志願者の増加によるも

の。 

経済学研究科 

 

経済経営政策専攻（前期） ・外国人留学生の受入れ増加による

もの。 

・留年によるもの。 

経済学研究科 経営意思決定専攻（後期） ・質・レベルの高い志願者の増加に

よるもの。 

生産科学研究科 機械システム工学専攻（前

期） 

電気情報工学専攻（前期） 

環境システム工学専攻（前

期） 

物質工学専攻（前期） 

環境共生政策学専攻（前期）

医歯薬学総合研究

科 

生命薬科学専攻（前期） 

・社会的ニーズ及び大学院博士前期

課程進学志向の高まりに伴う入

学者の増加によるもの。 

生産科学研究科 システム科学専攻（後期） ・修了延期者によるもの。 

 

 

 

２．収容定員と収容数の差が－１５％を超える学科・専攻 

 

学部の学科・研究科の専攻等名 収容定員と収容数に差が生じた理由

教育学研究科 教科教育専攻（修士） 

生産科学研究科 

 

 

水産学専攻（前期） 

環境保全設計学専攻（前期）

・志願者の減少によるもの。 

生産科学研究科 物質科学専攻（後期）  

医歯薬学総合研究

科 

医療科学専攻（博士） 

放射線医療科学専攻（博士）

・志願者の減少によるもの。 

・平成１６年度から臨床研修制度が

義務化されたことに伴い，学部卒

後直ちに大学院へ進学する学生

を見込めなくなったことによる

もの。 

医歯薬学総合研究

科 

生命薬科学専攻（後期） ・志願者の減少によるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




